
 農業を中心とする人為的物質循環の

 環境影響評価に関する研究

大村道明



 本論文の構成(フローチャート)

 、農業を中心とする人為的物質循環の
 環境影響評価に関する研究

 §1.問題意識
 人為的物質循環系を構築することによって環境負荷は減少するのか?

 §2.廃棄物交換ネットワークの可能性

1)
2)
3)
4)
5)

 農外産業における循琿系形成の動向と課題
 宮城県における廃棄物交換ネットワークの成立の可能性に臠する検討
 再資源化技術の礫境負荷に関する検討
 再資源化技術の経済性に関する検討
 廃棄物交換ネットワークが満たすべき条件・課題

蛭

 §3農業地域の環境負荷低減策の検討
 ～北海道十勝地域でのバイオガスプラント事業を事例に～

1
)
2)
3)
4)

 バイオガスプラント(BGP)の概要と問題点
 BGPと家畜飼養・飼料作物栽培のエネルギーバランス
 8GRからの余剰ガス輸送・貯蔵に関する考察
 農業地域における人為的物質循環系構築の可能性

人為的物質循理系
 (廃棄物交換ネット
 ワーク)構築の先進
 事例としての農外産
 業の検討.

 §4農業地域へのしOA適用

 り
)
2)
3)
4)
5)

 LCAとは何か
 従来のLCAの砺究動向と方向性
 地域しCAの適用～沖永良部島の事例
 農業しCAの限界(農村アンケートの結果)
 しCA手法の展開方面

 農業における人為
 的物質循環系の評
 ・価・検討,および農
 業から農外産業へ
 の物質交換ネット
 ワーク拡大に関する
 可鱗性の検討

 g
馨
曹

 LCAを絹いた農業生産活動の環
 境影響評価.人為的物質循環系
 の有無によらず,農業生産活動そ
 のものの礫塊負荷について検討.

 :
噺

 §5.結論
 1)農外産業の人為的物質循琿系構築は(特に農業地域において)困難
 2)農業における人為的物質傭環系構築の可能性がある.ただし,ミスマッチがある.
 3)農業から農外産業に向けてエネ痘ギーを供給することで,人為的物質循環系の

 波及効果として地域全体の礫境負荷を低減することができる.
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 第1章問題意識一人為的な物質循環は環境負荷を低減するのか一

 循環型社会は,大量生産・大量消費・大量廃棄を基調とする従来の経済システムの対極

 に位置づけられる.循環型社会のコンセプトは,天然自然から採取するバージン資源を最

 小限に抑制し,市場を流通する製品のほとんどをリサイクル(再生)資源とすることで,

 環境負荷を極小化しようとするものである・こうしたコンセプトは,地球環境問題への社

 会的関心の商まりを背景に,ごく最近注目されるようになったものではなく,欝70年代後

 半には既に提唱されていたコンセプトであるi).しかし,日本において循環型社会のコンセ

 プトが広く認知されたのは,1990年代後半,国連大学の学長顧問であったグンター・パウ

 リらの編著『ゼロエミッション』(カプラ・パウリ,鰺96)の刊行以後のことである.それ

 以前の循環型社会のコンセプトとゼロエミッションのコンセプトとの相違はほとんど無い.

 最大の相違点を指摘するとすれば,ゼロエミッションが企業の行動指針として提示された

 ことであろう.従来の循環型社会は観念的なもので,コンセプトを実現するための経済性

 に関する明確なビジョンが与えられていない,あるいはコンセプトの実行は一企業にとっ

 ては外部不経済とされていたのに対し,『ゼロエミッション毒では,そのコンセプトを実現

 しえた企業が生き残る,と明言されている.実際に,1990年代後半以降,ゼ覆工ミッショ

 ンを標榜する様々な取り組みが実行され,企業の環境保全対策によって利益を得る環境ビ

 ジネスが成立した2).

 しかし,ゼロエミッションのコンセプトが実用段階に至ってからの約王0年で,循環型社

 会の形成は着実に達成されつつあるのだろうか.2005年現在,ゼロエミッションの激ンセ

 プトの適用による成功事例は,本稿第2章でも検討するような,発電所や廃棄物焼却施設

 とセメント産業および建設業を含む産業クラスター等に限られる(三橋,畑97および谷口,

 1997).このような現状認識から生じる問題意識は,ゼロエミッションのコンセプトは,大

 量生産・大量消費・大量廃棄を基調とする従来の経済システムの対極どなりえているのか,

 グ翼一バル経済下の市場システムの中で,企業の競争力を弱めることなく外部不経済を内

 部化するコンセプトとなりえているのか,というものである.想90年代以降の循環型社会

 ないしゼロエミッションの実現を標榜する研究・実践の拡大と,成功事例の少なさは,カ

 プラ・パウリ(1996)が提示したコンセプトと,今頃社会的に認知されているコンセプト

 の間に重大な相違があることを示しているのではないだろうか・農業を事例に,この相灘
 について考察してみよう.

 農業を中軸とするゼロエミッション,いわゆるゼロエミッション農業に関する研究も,

 2000年以降散見されるようになった3).これらの研究は,一般系廃棄物における有機陸廃

 棄物や下水汚泥等の排出を想定し,その受け皿として農業を考える構造であり,農業から

 農産物が市場出荷されれば,農業～人間～有機性廃棄物～農業という循環系が構築されう

 る,というものである.農業における物質循環に関する考察は古く,1970年代には化学肥
 料・農薬依存の近代農業への批判という形での検討が見られる.種田(欝76)は,地球上
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 で見られる天然自然の物質循環であるr地球上での物質・エネルギーの流転」を,水の循

 環(水文学的循環),大陸の極めて緩慢な侵食と隆起(地質学的循環),光合成と呼吸とを

 特徴とする循環(生態学的循環),空気およびそれに含まれている物質の循環(気象学的循

 環)の4種類の循環に分類している.また,しこれらの循環の中で,生態学的循環は,残り3

 種類の循環とは物質循環の方向性が異なることを指摘している.以下は,和田(1976)の

 論旨の整理である.地質学的循環および水文学的循環では,風化した岩石および腐朽分解

 七た植物等の遺体から放出された水溶性の無機養分は通常生態系の外に流出する.これに

 対して,根の蔓延する範囲から無機養分を吸収し,それを土壌表面近くに集中的に添加し

 ている植物の作用,植物遺体が腐朽分解によって徐々に無機養分を放出する作用,無機養

 分が土壌に吸着される反応などは生態系外へと無機養分が流出するのを防ぐ生態学的循環

 に固有の機構である.このような観点からは,生態学的循環は,他の3種類の循環の枠組

 みの中に置かれていると同時に,それら3種類の大規模な循環にいくつかの変更を加える

 ことで自己の生物的生産性を高く維持することに努めている.例えば,過去の水田耕作は,

 灌漑水を媒体とする養分流入等の作用により,肥料を使用することなく恒常的に生産が可

 能であった.これは,水文学的循環・地質学的循環によって陸地から海洋へ,水と物質が

 運び込まれる過程を人為的に巧みに制御し,・水田という生態系の生物的生産性を恒常的に

 維持していたといえる.しかし,その後農家は,より高い収量を期待して,水田の近くに

 ある山林(森林生態系)から落葉等を採取して水国に施用した.これは,森林生態系と水

 田生態系とを人為的に結合することで,森林生態系が自己の恒常性を維持するために蓄積

 していた物質を,水田生態系へと導入(略奪)したことを意味している.さらに,近代農

 業は,鉱物資源等の枯渇性資源を多用しており,地球上の物質循環を無視して進んでいる.

 今後長期間にわたって人類の繁栄を維持するためには,地球上の物質循環を調査・解明し,

 得られた法則性に則し七賢明に行動しなければならない.以上のように,和田(ig76)に

 よる考察は,地球上の様々な物質循環と農業の関係に関するものであり,一農業と生態学的

 物質循環の関係のあり方に関するものであった.

 一方,ゼロエミッションのコンセプト普及以降の研究では,安井(2002)がある,この

 研究では,堆肥化施設へのアンケート調査によれば,堆肥の需要(農地等の受け入れ先)
 と有機性廃棄物の供給には供給過剰傾向があり,「循環型社会への取り組みが結果として

 「循環しない社会」を残してしまう事態も危惧される」と指摘されている、農業～人聞～

 有機性廃棄物～農業という循環系は,見かけ上は実現可能性がある.にもかかわらず,堆

 肥化におけるコスト問題や,消費者の安全・安心指向から,物質循環の実現可能性が阻害

 されることが問題とされている.このように,近年の農業における物質循環の研究は,多

 くが農業(および食産業を通じた人間社会)内部の物質循環のあり方を問題にしている・

 和田(1976)が指摘するように,現代の農業が化石エネルギー等の鉱物(枯渇性)資源の

 多投入の上に成立していることは自明である.また,耕畜連携は,ごく狭い地理的範囲内
 での物質循環であるが,耕種部門の生産物は多くの場合それが存在する地域外部に移出さ
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 れ,畜産部門の生産資材(飼料)は地域外部から移入する場合が多い.つまり,近年の農

 業における物質循環に関する研究の対象は,グ滋一バル経済の浸透の帰結としての極めて

 広い地理的範囲での物質の流れの中で,ごく限られた地理的範囲内で,限られた農業生産

 活動を対象としている.天然自然の物質循環と農業の関係を考察することが,農業におけ

 る物質循環に関する深層的な研究アプローチであるとすれば,近年の物質循環の研究は,

 見かけ上の表層的なものに留まっているといえる.農業は再生可能な自然エネルギーを生

 産要素の一部とする産業ではあるが(服部ら,2003),そうした有利な条件下にある農業で

 あっても,安井(2002)が指摘するように,見かけ上の循環系の構築だけを追及しても,

 恒常性あるいは持続可能性が期待できない.このように,現在の循環型社会ないしゼロエ

 ミッションのコンセプトにおいては,1970年代から2000年代に見られる農業と物質循環

 を論じる上での視点の変遷からも読み取れるように,「地球上の多胴な物質循環と農業の関

 係」から,見かけ上の物質循環を追求すれば良い,というような,いわばr循環指向」へ

 の過度の強調が見られるのではないだろうか.以下ではこの点について『ゼロエミッショ

 ン』(カプラ・パウリ,1996)をもとに考察する.

 境問題は単に企業(産業)が天然

 自然に及ぼす悪影響という表層

 ではなく,企業・自然・人間社会

 等の「世界の構成要素」をつなぐ

 ひとつの文脈であるとしている.

 つまり,環境開題への対処は,一

 企業・産業が実施すれば事足りる

 というものではなく,人間社会等

 を考慮した大きな枠組みの申で

 対処法を検討しなければならな

 い.その上で,自然界の生態系を

 植物・動物・微生物の持続可能な

 コミュニティであるとし,人間社

 会がそれに学ぶことがある,とし

 ている.表1-1に,『ゼロエミ

 1)ゼロエミッションの再考～『ゼロエミッション』は循環系の構築と同義か

 ゼ瓜エミッションが提示するパラダイムは,世界を分離した個々(企業・自然・人間社

 会等)の寄せ集めではなく,統合
 表1一薩エコ嬢ジーの法則

 的な全体としてとらえている.環…
法則内容

相互敏存

 生1態学的サイクル

 エネルギーの流れ

パートナーシップ

柔軟性

郭様惟

共盤進化

持続可能性

 鮨慧系のすべてのメンバーは,圏係性の網のなかで相互
 に接続している.そこではあらゆる生命のプロセスが互いに
 依存しあっている.

 巖態系のメンバーの相互依霧は,継続的なサイクルにおけ
 るエネルギーと資源の交換をともなう.

 草木の光合成により化学エネルギーに変換される太陽エネ
 ルギーは,全ての生態学的サイクルを動かしている.

 生態系のすべての生命あるメンバーは,競争と協力という
 微妙な権互柞矯の関係にあり,そこでは無数の形態の
 パートナーシップが結ばれている、
 生態系のすべての生活メンバーは,葭らを柔軟(フレキシブ
 ル)な状蝕に保つ技能をもつ.すなわち,樽夏依存性を保ち
 ながら霞らのあり方を変化させていく.
 盆櫨系の安定は,その関係性のネットワークが複雑なもの
 であれぽあるぼど,すなわち生態系が多様であればあるぼ
 ど,よく條たれる.
 鷹態系のほとんどの種は,創造と相互通馬の相互作絹を
 通じて共に進化する、

 蕊態系のなかのそれぞれの種の長期的生存は,有限の資
 源ベースに依存している、生態系は,筋違の法則に従って
 露らを組織し,それによって持続可能性を最大限確課しよう
 とする、

 出典:カプラ・パウり(1996)

 ッション』でカプラ・パウリが提示しているエコ麗ジーの法則を示す.この法則は新しい

 パラダイ云の中で,持続可能な社会における教育・経営・政治の原則に組み込まれるもの
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 であるとされる.つ』まり,これらの法則が生態系から人間社会が「学ぶべきこと」を表し

 ている.表1-1に示した法則の中で,直接的に「物質循環」を表しているのは第二法則の

 r生態学的サイクル」である.この法則は次のように解説されている.r現在の企業と自然

 の対立,経済学と生態系の対立は,自然は循環型で,産業システムは一方から一方への線

 形であるという大きな理由から来ている.(中略)生産と消費の持続可能な形態では,生態

 系のプロセスをまねた循環型のものになる必要があるゆ.」ここで「生態系」は,表1-1

 のように,相互依存から持続可能性に至るすべての特徴を有するものである.

 このように,物質循環系の構築とは,自然生態系の一側面の模倣であり,従来の産業シ

 ステムを批判するコンセプトの～つである.つまり,ゼロエミッションと循環系の構築は

 同義ではない.ゼロエミッションのコンセプトにおける循環系の構築は,産業システムが

 生態系を模倣することで持続可能性な形態に近づこうとする行動を意味する.換言すれば,

 物質循環系の構築は,ゼロエミッションのコンセプトに内包される一つの概念である.し

 かし,ゼ惚エミッションを標榜する数多くの研究・実践のほとんどは,生態系の模倣を意

 図したものには程遠く,特定の動物と植物の間,あるいは地理的に限定された範囲内での

 企業問のエネルギーと物質の交換を微視的にとらネることに終始しているに過ぎない5).に
 もかかわらず,こうした研究・実践により,ゼロエミッションのコンセプトが達成されて

 いる,あるいは将来的に達成できる糸霞が発見されたかのような印象を受けることが多い・

 『ゼロ・エミッション』が「持続可能性なコミュニティ」とした「生態学的サイクル」

 は,多様性を持つ微生物・植物・動物あるいは土壌や大気といった重層的で複雑な天然自

 然の要素間の食物連鎖や共生のなかでの物質循環を意味する.これを模倣しようとするも

 のが,耕畜連携のような特定の動物と植物の間,あるいは産業クラスターのような地理的

 に限定された範囲内での企業間のエネルギーと物質の交換(循環)である.しかし,後者

 の物質交換(循環)は,一天然自然および通常の経済・産業システムでは自然発生的には生

 じないr人為的」物質循環と定義できる.環境汚染や資源消費に関する規制の無い経済・

 産業活動においては,廃棄物をそのまま環境に排出するごとが(短期的には〉最も生産効

 率が高い.したがって,経済・産業活動の内部で物質循環系(廃棄物を資源として再利期

 するネットワーク)を構築し,資源の採取量・廃棄物量を縮小する技術開発・社会システ

 ムは,人為的にのみ作り出すことができる.天然自然から採取した資源が,加工・徒爾等

 の様々なプロセスを経て劣化し,廃棄物となって再び自然環境へと廃棄される状況を覆し,

 経済・産業活動内部で廃棄物を再び資源として利用するために構築された物質循環系が,

 本稿でいう「人為的物質循環系」である6)、

 いわゆる循環型社会における物質循環は,こうした人為的物質循環を指す場合がほとん

 どである.この状況から生じる問題意識は,人為的物質循環系の構築によって,環境負荷

 (地球環境問題)を減少することができるのか,というものである.仮に,人為的物質循

 環系が前述のようなゼロエミッションのコンセプトの一部として,生態学的システムを模

 倣するために構築されるのであれば,枯渇性天然資源の消費を縮小し,自然環境への汚染
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 物質の排出を抑制する,すなわち環境負荷を減少させることが可能となるはずである.し

 かし,人為的循環系の構築そのものを目的とした物質循環系の構築により,環境負荷は減

 少するのだろうか.安井(2002)の指摘するように,循環型社会を志向したにもかかわら

 ず,循環しない社会をつくりあげてしまう危険は無いのだろうか.大量生産・大量消費・

 大量廃棄型の社会経済を前提に置いたまま,循環系を構築しさえずれば環境負荷が減少す

 るのだろうか.この点が本論文を通じての問題意識である.

 2)人為的循環系の環境評価方法と本論文の目的

 本稿は,農外産業・農業における人為的物質循環系の検証,さらに農業と農外産業を繋

 ぐ物質フローの検証,環境影響評価手法としてのLCAの農業地域への適用による農業生産

 活動そのものの環境負荷の検討を通じ,問題意識に迫るものである.本稿における分析の

 視点は,人為的物質循環系の構築そのものを是とするものではない.また,農業地域を対

 象とするLCAや,農業分野内部でのマテリアルフロー(物質収支)に留まらず,農外産業

 をも視野に入れた分析視角を持つことに独自性を有する.

 本稿第2章では,宮城県の企業の生産工程における原材料と廃棄物に関する情報から,

 生産プロセスからの廃棄物を別の生産プロセスの原材料へと転化する廃棄物交換ネットワ

 ークの実現可能性を検討し,採用可能性のある再資源化(リサイクル)技術について環境

 パフォーマンスを評価した.工業製晶や,それに起因する廃棄物は,農業に比べ,資源・

 エネルギーの集約性(密度)が商いと目される塵こうした特質を持つ工業(農外産業)を

 対象に評価することで,人為的物質循環系構築の可能性とその課題が鮮明にできることを

 期待した.農外産業においても,経営体(企業)内部の環境負荷低減策では,そのために

 必要な追加的財政負担は生産物の価格に転嫁される.したがって,生産物の価格と量が一

 定であれば,環境負荷低減策の採用によって収益が減少するという構造は農業(農家)と

 共通する.しかし,検討の対象を経営体の集合体へと拡張し,その集合体の中で廃棄物が
 資源となり,再び利用されるという循環系を想定した課題の考察においては,農外産業に

 おける研究・取り組み事例とも,農業に比べて数多く,また開始された年次も10年近く早

 い,つまり,農外産業における人為的物質循環系が当面する課題は,将来的に農業のそれ

 が直面する課題でもある.第2章では,農外産業を対象とすることで,人為的物質循環系

 構築の可能性と課題に関する論点をより明確化することを目的とする.

 第2章は農外産業の評価であるのに対し,第3章は北海道十勝地方の大規模畑作・酪農

 地域の農業における人為的物質循環系の評価である.面積的に大規模であり,機械化が進

 展した資本集約的農業は,グ瓜一バル経済下の日本農業の目標であり,北海道の一部地域

 に関しては到達点であるともいえる。大規模農業地域の人為的物質循環系を評価すること

 で,農業における人為的物質循環系構築と,その環境影響について,より遠い将来の可能

 性・課題を見通すことを期待した.

 農業と非農業の大きな差異は,農業が太陽光等の自然エネルギーを対価の支払いなしに
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 利用している点である.これは,人為的物質循環系の構築において,環境・経済双方で有

 利に働くと推測される.第3章では,この点を考慮しながら,農業分野および農業分野と

 農外分野を統合した場合の循環系形成の可能性を検討する.

 第2章および第3章における人為的物質循環系の評価の視点は,Ge罫tler(1995)が提示

 したインダストリアル・エコシステムの4っの特徴(①バージン材の投入量が減少するこ

 と,②エネルギー消費量が減少すること(エネルギーの消費効率が上昇すること)③廃棄

 物が減少すること,④市場価値を持った製品(副生成物)の量と種類が増加すること,と

 した、この4つは評価項目ではなく,Gertler(1995)はインダストリアル・エコシステム

 を定義する上での特徴と位置づけている.しかし,これら4っの項霞は,「廃棄物・副生成

 物の交換ネットワークの形成により,それ以前に比べてiつ以上の項目で改善が見られた

 場合,他の項目の便益の水準が悪化しないこと」という条件を加えることにより,本稿の

 問題意識を検証する上で非常に有効な評価項目となる.

 人為的物質循環系,つまり微視的な物々交換による循環系の環境負荷を検証するには,

 物質の循環と,循環系の物質収支に関する定量的な評価が必要である。環境負荷を定量的

 に評価する手法として,LCA(L挽CycleAssessment)カ§ある8).本稿第4章は,LCAの
 評価対象を農業地域とした先駆的研究事例であり,LCAが農業地域の環境影響評価に適用

 可能であることを示している.第2章・第3章ではそれぞれ農外産業・農業および農外産

 業における人為的物質循環系について評価する、第4章は,農業地域にLCAを適用するこ

 とで,農業地域における農業生産活動の環境影響評価を実施する.これは,人為的物質循

 環系の有無によらず,現代の農業の環境負荷の状況を検討するものである.また,地域LCA

 の今後の方向性に関する論考でもある.

 隷
、
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 注記(第玉章)

 注1)例えば,ゴールドバーグ(1973)は次のように述べている.「我々は天然資源の利用

 および生活環境の破壊を最小限にどどめ,かっ廃棄物の再利用を最大限にするという考

 え方をもつことこそ重要であり,環境を管理する者はこの観点に立って,なされるべき

 であろう」.また,後藤(1990)によれば,1974年にもアメリカで同様の提唱がなされ

 ていた.一

 注2)貿易&産業編集部(1998)は,環境関連の投資は経済性が確認されてこそ投資意欲

 が喚起される、そのための技術開発が重要である,としている.そうした技術開発の背

 景には,CSR(Corpor就eSoci激Responsiわi蹴y)への要求や,各種環境規制の施行が考
 えられる.

 注3)森川(2001)や市原(2003)等がある.

 注4)この解説の原著はポール・ホーケン著『サステイナビリティ革命匪邦訳ジャパンタイ

 ムズにある.また,循環型社会の先駆的な提唱者は,カール・ヘンリク・ロベール(『ナ

 チュラル・ステップ』著者)である.

 注5)物質循環系への指向が過度に高まった背景には,グンター・パウリが『ゼロエミッシ

 ョン』第10章「ゼロ・エミッションー二十一世紀の産業クラスタ」において,総スルー

 プット(廃棄物を全く出さない生産システム)に近づく努力を実施した企業の事例を引

 いたことにも一因があると推測される.パウレはこの章の中で,地域社会と企業の関係

 について,安易なレイオフと資本の集中は,企業の工場が立地する地域(黒帯場の一部)

 と企業活動を乖離させ,企業の持続可能性を損なうという問題も指摘している.

 注6)循環型社会は大量生産・大量消費・大量廃棄を基調とする従来の経済システムの対極

 であり,企業が今後目指すべきものと位置づけられ,その成否が企業の存続の条件とさ

 れる.しかし,一方で環境に関する規制や企業のCSRの無い状況においては,一企業の

 環境保全対策は外部不経済の内部化となり,短期的には企業経営を圧迫する.一見矛盾

 があるようだが,ゼロエミッションのコンセプトは,従来型の経済システムからのパラ

 ダイムシフトを説いているため,循環型社会の定義が矛盾を生じているわけではない.

 ここでいうパラダイムシフトとは,企業のスタンスを,資本の集中と労働力生産性の向

 上による生産効率の向上,それによる生産量と市場シェアの増大によって他企業と競合

 するものから,資本の分散による地域の雇用とリンクした労働力生産性の向上の抑制,

 地裁住民=消費者と企業の関係が生み出す企業の持続可能性確保へと転換す争ものであ
 る.換言すれば,労働力生産性向上の追及をやめ,総スループット,つまり自然界から

 の資源採取を極小化し,かっ廃棄物を出さない生産の追及,環境生産性の追及への転換

 である.

 しかし,このようなパラダイムシフトは一瞬にして生じるものではない・ゼロエミッ
 ションのぬンセプトを指向する企業にも経済的な利益が必要であり,当面は従来型の経
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 済システムの中で競合し,パラダイムシフトまでの時間を生き残る必要がある.果たし

 てそれは可能なのだろうか.細田(1999)も,環境と経済のトレードオフを指摘してい

 る.その上で,技術革新や市場による製品評価の要素が加われば,トレードオフを解消

 できるとしている.
 グッズの隻産

 これを注図1-1の

 第一象限で説明する

 とか次のようになる.

 環境(バッズの削減)

 と経済(グッズの生

 産)は,第一象限のグッズ生産醸バッズの唐槭
 (インヅツト4)

 曲線ACのようなト

 レードオフ関係にあ

 るとする.環境に関

 する制約が無い場合,

 環境を無視した最大ノ勤ズ袴幟要棄
 (インプット2)

 限の生産が可能であ

 る(点A)、何らかの注図H理境と経済のトレードオフ

 環境規制(課税・課

 徴金・数量規制等)により,環境・経済のトレードオフ・フロンティア(曲線AC)上で

 点Bが選択される、この時,企業はADに相当するグッズの生産を犠牲にしなければな

 らない.技術の要霞と市場評価の要因により,フロンティアが曲線AC'上に移動したと

 する.この時,企業が点B}における生産を選択すれば,経済性(グッズの生産)を犠牲

 にすることなく環境負荷(バッズ)を削減することができる(細田,1999).ここで,点

 Bから点B'のシフトは,企業の生産活動へのゼ覆工ミッションのコンセプトの適用(パ

 ラダイムシフト)とも換書できるだろう。しかし,従来型のパラダイムが残存する市場

 (社会)では,企業は点黎'の生産を受け入れるだろうか.第二象限にグッズの生産と,

 そのために投入する生産要素(インプット1〉の関係(生産関数),第四象限にバッズ削

 減と削減要素(インプット2)の投入の関係を付加して考察する.企業は,環境制約によ

 り,OEに相当する環境負荷(バッズ)の削減を達成したとする.技術革新は第一・第二・

 第四象限の各フロンティアを上方にシフトさせる.この時,点8'での生産は,グッズの

 生産量が点Aと同等であり,環境負荷もOE以上に削減できる.つまり,環境と経済が

 両立する.しかし,環境制約がOEで十分にクリアされている時,企業はフロンティアAC'

 上でよりAに近い点B"を選択するだろう、この時,点βでの生産に比べて,グッズの投

 入要素は増加し,バッズの削減要素は減少する.投入要素の総量が第三象限のように規

 定されているとすれば,点裂から点β"へのシフトは,投入要素では点&から点bへのシ

 フトである.したがって,従来型のパラダイムが残存する市場(社会)では,グッズ生

     {配●壷雫轟踊十モヤ.～～噸・●●`イA}..B"
     厭“…"・一管欄岳帰帰一干}---一一判岳“A“←』---、'一“驚"`""“A:

     1DBii

     0Eliclc・

     :i練il凱
     bi・裏i

     a      陶

     、
     、、哨

     、.`
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 産要素の投入を増加し,環境負荷(バッズ)削減要素の投入を減少させるインセンティ

 ブが存在する.つまり,パラダイムシフトの過渡期においては,企業は環境と経済のト

 レードオフから脱却することができない.なお,細田(1999)は,環境と経済の両立の

 ためには環境規制や制約を弱めることがあってはならないと指摘している.環境規制や

 制約が十分に厳しい状況が受け入れられる時,企業は点B'から点B}"へのシフトないし点

 Bから点B"'へのシフトを敢行する可能性がある.点B'"においても企業の経営が維持さ

 れる条件があれば,循環型社会に向けた取り組みとしてはより望ましい。

 このように,人為的物質循環系が経済的な持続可能性を有するに至るには,多大な困

 難が予想される.本稿第2章・第3章では,循環系形成のための費用(コスト)に焦点

 をあて,そこから人為的物質循環系の経済性について若干の考察を加えている.

 注7)例えば,秋田県小坂町にかつて存在した小坂鉱山は,金・銀の鉱山として開山した.

 その後,従来精錬が困難であった複雑鉱処理に関する精錬技術の向.ヒによって銅鉱山と

 して1990年頃まで存続した.閉山後,現在は原料鉱石を輸入する買鉱精錬所となり,一

 部が精錬技術を応用したリサイクル工場(小坂精錬株式会社)となって電子基盤・家電

 製品等の産業廃棄物から金・銀・銅等の稀少・有価金属を精錬抽出している(小坂精錬

 株式会社小坂精錬所パンフレットおよび現地ヒアリングによる)。このように,金・銀等

 の稀少・高価な資源を微量に含む廃棄物であれば,東北地域のように地理的に広範囲に

 及ぶ資源回収・リサイクルも経済的に成立する.

 注8)本稿第4章で詳述するように,LCAが日本に導入されたのはig80年代後半以降であ

 るが,LCA国家プロジェクト5カ年計画(製品等ライフサイクル影響評価技術開発1998

 -2003,経済産業省・N猛DO・産業環境管理協会)の成果として田本型のLCAが作成さ

 れ,普及を開始したのはごく最近のことである,伊坪(2005)によれば,LCA国家プロ

 ジェクトの球果であり,一日本版LCAのひとつの完成形であるLIME(Li艶cycleI即&ct
 assessme滋Meth磁b&seδo鍛Enαpointmoαelin琶)を自社製晶等の評価に利用している

 のは約20社である.なお,環境報告書や環境会計を実施している企業は数百社にのぼる.

 つまり,近年に至るまで,循環系の構築による環境負荷の変化を総合的・定量的に把握

 する統一的な手段(ツール)が存在していなかったことになる.LCAの概念では,第4

 章で詳述するように,再生可能なエネルギーの使胴については環境負荷をプラスマイナ

 スゼロとカウントできる.換言すれば,表三一1の第三法則(エネルギーの流れ)をチェ

 ックできる手法である.つまり,人為的物質循環系が自然エネルギーのみで維持できる

 かを確認することができる.従来のLCAでは,その対象が工業製品・サービスに限定さ

 れていたが,2004年に始まる第二期LCA国家プロジェクトのなかでも,評価対象を地

 域に拡大する試みが見られる.従来型のLCAでも,人為的物質循環系の評価は可能であ

 る.しかし,エネルギー・資源や産業の地域性を考慮し,実現可能性のある人為的物質

 循環系を選択するための評価手法としては,地域LCAに優位性がある.

、
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 餐r一

 第2章廃棄物交換ネットワークの可能性一農外産業の事例一

 本章では,人為的物質循環系構築の可能性と課題について,農外産業を中心に検討する.

 検討の対象は,農外産業における廃棄物交換ネットワークである.農外産業においても,

 経営体(企業)内部の環境負荷低減策では,そのために必要な追加的財政負担は生産物の

 価格に転嫁される.したがって,生産物の価格と量が～定であれば,環境負荷低減策の採

 用によって収益が減少するという構造は農業(農家)と共通する.つまり,農外産業にお

 ける企業(経営体)内部の環境負荷低減策について考察しても,本質的な構造は農業と変

 わるところがない.しかし検討の対象を経営体の集合体へと拡張し,その集合体の申で廃

 棄物が資源となり,再び利用されるという循環系を想定した課題の考察においては,農外

 産業における研究・取り組み事例とも,農業に比べて数多く,また開始された年次も10年

 近く早い.つまり,農外産業における人為的物質循環系が当面する課題は,将来的に農業

 のそれが直面する課題でもある,また,農外産業における生産物・廃棄物・副生成物の資

 源・エネルギーの集約性(密度)は農業のそれよりも高く,人為的物質循環系構築の可能

 性が高いと目される.本章では,農外産業を対象とすることで,人為的物質循環系構築の

 可能性と課題に関する論点をより明確化することを目的とする.また,本章の対象事例を

 宮城県とした.宮城県には基幹産業となる重工業は無い.つまり,サービス業を除き基幹

 産業と呼べる産業は農林漁業であり,宮城県を対象事例としたことで,基幹産業を農業と

 する地域における農外産業の人為的物質循環系構築の課題について検討することができる.

 したがって,本章の分析結果は日本国内において大部分の面積を占める地域についても一

 定の共通性を持つものになる.以下,1)では農外産業における循環系形成の動向と,そこ

 に内在する問題点について述べる.次に2)では,東北大学学際科学高等研究センターとの

 共同研究で開発したソブトウエアを用いて,宮城県における循環系構築の可能性について

 検討する.3)・4)では,2〉の結果から抽出された再資源化(リサイクル)技術について

 環境・経済両面から検討し,5)では廃棄物交換ネットワークが全体として満たすべき条件

 を考察する.6)では廃棄物交換ネットワーク形成支援の課題について述べる.さらに章末

 の補論により本章の研究で使用したソフトウエアのコンセプトについて概説する,

 1)農外産業における循環系形成の動向と課題

 日本では,2000年5月に循環型社会形成推進基本法が制定された.これに伴って食品廃
 棄物リサイクル法,建設資材リサイクル法等のように,廃棄物を減少させ,環境への負荷
 を低減するための各種の法律が施行された.このようなムーブメントは,β本の社会・産

 業が従来の大量生産・大量消費によって豊かさを追求する構造から脱却し,ストック重視

 の安定的な構造を国指すものとされる.rゼ皿・エミッション」やrインダストリアル・工

 認皿ジー」という用語は,こうした循環型社会の枠組みの中で企業に求められる新しい行

 動指針を表すキーワードである.しかし,廃棄物を資源として再利用しようとする試みは

i2
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 最近始まったものではない.野口(2002)によれば,日本では1976年には「廃棄物交換制

 度」が既に開始されていた.これは,有機農産物や農業の多面的機能が注目されるより約

 10年早い時期である1).こ.のように,農外分野では農業分野に先んじて,企業単独での環

 境負荷低減策に留まらず,産業分野全体での環境負荷低減策を模索するムーブメントがあ

 った.

 前述のように,ある事業所(企業)の廃棄物を別の事業所の資源として再利用することで,

 全体としての廃棄物排出量を減少させるというコンセプトが日本に導入されたのは1976年であ

 り,それ以降「廃棄物交換制度」として実践されてきた.20倣年現在,濤本国内47都道府県

 のうち,24県で同制度が実施申であり,うち15県ではインターネット上で実施中である.この

 制度の大半は,県などの慮治体が主体となり,事業所からは廃棄物等の情報提供(登録)を受け,

 廃棄物の交換が可能と運営主体が判断した事業所を紹介するという形態を採用している.しかし,

 事業所間の物質交換や,物質の餌格・贔質等に関する協議に運営主体(自治体)は介入しない.

 この方式を採用する場合,事業所の登録や利用が低調であり,休止状態に陥りやすい.インター

 ネットを利用した廃棄物の交換で,ある程度成功している事例では,事業所間の協議やリスク管

 理にまで運営主体であるシステムの管理者が介入する形態を採用している(野口,2002).つま

 り,廃棄物交換ネットワークの形成・維持に際しては,単に登録事業駈(参加企業)に対して廃

 棄物の排患・受け入れに関する一致検索の結果を提示するだけでなく,ネットワーク全体に関す

 る環境および経済情報を統合的に分析し,さらに事業所闘の物質交換の協議に介入し,リスクや

 その回避方法等についても検討するなどの形で支援を図ることが重要なのである.

 日本においては,ある企業から排出される廃棄物や副生成物を別の企業の資源として利

 用するようなネットワークを複数企業の間で構築することを循環型社会ないしゼロ・エミ

 ッション社会などと呼ぶ.また,枯渇性資源の使用量と汚染物質の排出量減少・環境への

 負荷低減は,こうした企業問の物質交換ネットワーク化が「必然的にもたらす効果」とし

 て捉えられており,ネットワークの構築が第一義的な目標となっているのではないだろう

 か.つまり,見かけ上の物質交換的なネットワーク(循環系)の形成のみに固執し,循環

 系に対する環境負荷の増減や経済性に関する評価を置き去りにしてきたことが,実際の廃

 棄物交換ネットワークの形成・維持を阻害してきた～因である.例えば,P猟韮(1997)に

 よれば,市場(社会)は企業による環境汚染や健康被害を望んでおらず,rゼロ・エミッシ

 ョン」とは,企業がこうした市場(社会)の要求に応えるための新しいスタンダードであ

 るとしている.Pauliのゼロ・エミッションの概念の中では,複数企業の間の物質交換ネッ

 トワーク形成は,省資源と廃棄物極小化のための「手段」であり,目的ではない.また,

 P&獄1iは,ゼ凛・エミッションの概念を適用した企業では,耐久財と天然資源の生産効率を

 労働力生産性よりも優先させることで,経済的メリットを確保し,雇用を生み出す可能性

 があるとしている.さらに,ゼロ・エミッションの概念を途上国と先進国の産業に同時に

 適用することで,輸出入や産業構造が変化し,貧困問題が解決に向かうという見解も示し

 ている.こめように,「ゼロ・エミッション」とは,企業が経済的効率と環境との調和を両
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 立させるための行動理念を表す幅広い概念であり,その手段のひとつが物質交換ネットワ

 ークの構築である.また,Lowe(1997)は,エコ・インダストリアル・パークの支援手法

 に関するレビュー論文の中で,Gertier(1995)の修士論文を紹介している.(}ertler(1995)

 は,企業間の廃棄物や副生成物の交換によって,交換(ネットワーク)が成立する以前に

 比べて次の4つの便益のうち,1つ以上が見られるネットワークをインダストリアル・エコ

 システムと定義している.ここでいう便益とは,①バージン材の投入量が減少すること,

 ②エネルギー消費量が減少すること(エネルギーの消費効率が上昇すること),③廃棄物が

 減少すること,④市場価値を持った製品(副生成物)の量と種類が増加すること,の4つ

 である.また,Gertler(1995)は,このネットワーク(インダストリアル・エコシステム)

 では,参加した企業間のより綿密な情報交換の必要性についても喬及している.

 このように,人為的循環系としての廃棄物交換ネットワーク形成にあたっては,環境と

 経済両面からの分析・検証が不可欠である.こうした背景を踏まえ,欝98年から日本にお

 けるゼ以・エミッション型物質交換ネットワークの実現可能性を検討している東北大学学

 際科学高等研究センターのゼロ・エミッション研究プロジェクトチームは,「インターネッ

 トを活用したゼロ・エミッションネットワーク」を支援するシステム(ZeroEmission

 甑tw・r垣ngs穫PP磁SYStem:ZENESYS)を開発した・
 このシステムは,クラスター形成以前の調査・検討や,形成後の管理・情報交換に活用

 しうる.なお,システムのコンセプトについては章末に補論として記した.以下2)では,

 このシステムを細いて,農業以外に特に目立った基幹産業の存在しない宮城県のデータを

 .分析し,このような地域で廃棄物交換ネットワークを形成することが可能なのか,また,

 それが可能な場合,(}ertlerが示した4つの便益の視点から,環境負荷の低減と,経済性の

 向上が見込めるかについて検討する2).

 2)宮城県における廃棄物交換ネットワーク成立の可能性に関する検討

 ①廃棄物交換ネットワークの概念

 本章でいう廃棄物交換ネットワークの

 概念を図2-1に示す.事業所E2はこれま

 でバージン材を用いてある製品を生産し,

 舳2i(E2からのi番目の排患物)という廃

 棄物または副生成物を排出していたとす

 る.このうち,あるバージン材が事業所

 E1の排崩するL鮫iに代替することが可能

 であった場合,つまりL鍛1芦L鷹2iの場合,

 事業所ElとE2の間にはリンク(ネットワ

 ーク)が形成される可能性がある。これを

 EtoE型ネシトワークと呼ぶ.また,麗状

∈toE

 Vlr§輸浄土eria捻Vi蝉nMateria拾

 LtEllLF芭難血晒なE21

 Eto穀a昌dRtoE

 Vlrg融Mate湘睡

 匹ηteqp雨se二置隼
 ムヒEllLfE¶

 Vlrgin穐te舶鱈

 1…樋e甲薩sel∈2
 血晒むf勧

 農騨、R∈}cyclingAge自t:R1島R¶

 VirgiqMate轟細

 図2-4ゼ降工§ッションネットワークの概念
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 ではし働iとし壌2iが一致しないが,再資源化技術R圭により,R圭を介してL鱈1FLRhおよびL餓1i

 =L飽2iという2つのリンクが形成される可能惟がある場合,これをEtoR蹴dRtoE型ネット

 ワークと呼ぶ.このように,2事業所間で発生したリンクであっても,便宜上ネットワークの一

 部とみなし,「ネットワーク」と呼ぶことにする.

 ②ZENESYSに適用したデータの出典

 東北大学学際科学高等研究センターとの共同研究では,研究期間の制約により,Wbb上

 でシステム(ZENESYS)を稼動させることができなかった.また,宮城県ではインターネ

 ット上で廃棄物交換制度を実施した実績が無いことから,本稿では以下のようなデータを

 ZENESYSに登録した.ZENESYSは,事業所ごとの製晶の製造に必要な資材(hgut)お

 よび廃棄物・副生成物(Ou如u七)のデータからなる1/0データベース,再資源化(リサイ

 クル)技術情報データベースの2つの表2一葉宮城県の事業所統計データと

 データベースを持つ.再資源化技術情Z釧ESYSに登録したデータとの比較

 報データベースには,リサイクル可能

 な廃棄物と,リサイクルされた資材の統計値登録データ
 情報が格納される.ZENESYSはこれ

 らのデー穿ベースを分析し,EtoE型
 ネットワークとEtoR殿dRtoE型ネ

 ットワークを抽思することができる.以

 下の分析は,ZENESYSの2つのデータ

 ベースに後述する方法で収集したデータ

 を適用して実施した.なお,ZE醤ESYS

 の構造と,データベースの構成に関す

 る詳細は補論を参照されたい.

 事業所の1/0データは,1998年・

 1999年に東北大学(学際科学高等研究

 センター,ゼロ・エミッショングル・一

 プ)と宮城県環境生活部が実施した約

 8,000事業所(宮城県の事業所総数は

 1娼,297)を対象とする産業廃棄物に関

 する共同調査に基づき,大量に廃棄物

 を排出する77事業所のデータを抽出

 したものである.原材料(インプット)

 情報の登録は55事業所に留まるが,登

 録事業所総数は77,インプットデー

 タ総数は295件,アウトプットデータ

 総数は434件である.表2-1に,

農林水産業
鉱業
建設業
製造業
 電気・ガス・熱水道
運輸樋儒業
 卸・小売・飲食店
 金融・保険業
不動産業
 サービス業
公務
合計

529

90

12,530
7,202
260

3,783
 48,藩86
1,831
5,434

 34,30フ
 i,韓5
115297

4
5
8

 ハ
∠
4

77

 *データ収集俸次は1998年・1999年.宮城県の統猷郊次は

 200荏年である、

 Z狂卜iESYSのi/0データベースに適用
 廃棄物構報(483)原材料情報(295)

 廉黎旨＼c翻
甑簸轡
 騨吻ジ轟然動

 磨墨一一.ジ

 図2-2データ間の関係
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 ZEN猛SYSに登録したデータと宮城県の統計データの比較を示す.宮城県は,卸・小売・

 飲食業(4玉.8%),サービス業(29.8%)が多数を占め,重工業等の特に目立った基幹産業

 の無い地域であることがわかる.登録データは,前述のように廃棄物を多く排出する事業

 所の中から抽出したために,卸・小売・飲食業およびサービス業は含まれていない.県の

 統計データと登録データを比較すると,登録データでは製造業が多数を占めるのに対し,
 県の統計では建設業が多数である点が特徴である.

 再資源化技術情報データベースには,文部科学省科学

 研究費補助金特定領域研究(A)「ゼロ・エミッション」

 第二班が収集した3つのデータベースの合評400件から,

 特に件数の多かった5種類の技術を適用した.1/0デー

 タベースと,再資源化技術情報データベースの関係を図

 2-2に示す.400件の再資源化技術について,表2-2

 に受け入れ(リサイクル)可能な廃棄物・副生成物の晶

 目を,表2-3にリサイクル技術によって再資源化され

 る物質の晶目を示す.表2-2に示した再資源化技術で

 受け入れ(リサイクル)可能な晶目(図2-iではL鋤

 またはしもRli)としては,木くず,廃プラスチックに続い

 ておから(大豆から豆腐を作る際の副生成物)が多い.

 また,表2-3に示した再資源化された物質(図2一iで

 はL餓1iまたはL脇2i)では,建設資材,成分抽出,金属類,

 コンポストが多い.

 400件の再資源化技術のうち,最も件数の多かった技

 術は,木くずからカーボンやセルロース等の特定の成分

 を抽出する技術(19件)であった.以下,廃プラスチ

 ックの燃料化技術(17件),廃プラスチックから樹脂類

 を再生する技術(9件),ボトムアッシュ(焼却灰)を建

 材に再生する技術(9件),おからから有効成分を抽出す

 る技術(7件)である.本研究では,これらの5種類の

 技術により,宮城県内の廃棄物交換ネットワークがどの

 程度広がりうるかについて検討する3〉、

 ③EもoE型ネットワーク成立の可能性

 籔2-2リサイクル可能な廃棄物

 木くず
 廃プラスチック類
おから
厨芥類
古紙
下水汚泥
 都市ごみ
汚泥
 紙くず
 潔トムアッシュ
家畜糞尿
 古タイヤ
無機製紙汚泥
 金属くず
シュレッダーダスト
 塩化ビニル
有機性廃棄物
 発泡スチロール

 8
5
硅
一
0
5
3
2
2
2
0
0
9
9
8
6
6
5

3
3
2
2
2
1
1
1
1
1
1
1

一
 合計400

 表2-3再資源化可能な資材

建材
成分
金属
コンポスト
燃料
家畜飼料
樹脂類
活性炭
繊維
再生紙
 その他
合計

71

 7確

30

26

26

 1壕

8
7
7
6

137

400

 ZEN猛SYSの分析機能を利用して,宮城県内の事業所に関するデータを分析した結果

 を図2-3に示す.この結果は事業所の1/0データのうち,物質の名称だけを一致検索して

 得られたものである.物量や価格情報は分析に含まれていない.{/0データベースのみを分

 析対象とした場合,つまりEもoE型ネットワークでは,事業所聞の物質交換ネットワークの

 成立は33件であった.ネットワークの連鎖状況は,廃棄物・副生成物のみではなく,製品
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 のリンクまで考慮すれば,タイヤ製造業からコンクリート製造業への副生成物リンク(石

 膏・セメント用混和材),コンクリート製造業から建設業への製晶リンク(セメント・コン

 クリート),建設業からコンクリート製造業への副生成物リンク(アスファルト廃材・石粉・

 着材スラッジ),というような閉鎖系ネットワークを構築しうることがわかった.しかし,

 ZENESYSの分析機能が抽出したリンクのほとんどは,建設業(20件)からの廃棄物(ア

 スファルト廃材等)と,ある建

 設資材製造業者(1件)の問の

 リンクが占めていた.つまり,

 この建設資材製造業者が無い

 場合,2!3近いリンクと閉鎖系

 ネットワークが消滅すること

 になる4〉.

 表2-1の県統計データと,

 ZENESYSに適絹したデータ

 を比較すると,建設業の割合は

 県統計データのほうが上回る.

 ネットワークを構成する事業

 所のほとんどが建設業に関連

唾

葡 匪製造業
 (涯〉

響劃
鉄筋製造業韮

酬柵洲踊並置皿四面団甲騨隔鵜

 ザ
重

し

 窯ン確
(2)

工業

(3)

ヨ

(3)1
 __」

凹凹

 禽麟(羅盤材等)製遣繋
 (1〉

 一建設業(建物・道聡)

(20)

 有効》ンク霧i数:33

 一:致検繁の結果による華」ンク
 伽一一一一一:製贔の罵途から想定されるリンク

 図2-3覆toE型ネットワーク成立の可能性

 するという傾向は,廃棄物交換ネットワー

 ク形成の際に建設業が果たす役割の大き

 さを表す結果であるともいえる.

 この飽には,印刷業から製紙業への廃棄

 物リンク(古紙),食晶加工業,電子部晶

 製造業等の製造業から鉄筋製造業への廃

 棄物リンク(鉄くず)が可能であることが

 わかった.

 ④EtoRandRtoE型ネットワークの成立

可能性

 前述の400件の再資源化技術の中から

 抽出した5種類の再資源化技術を,事業所

 の1/0データと組み合わせた場合に増加す

 るリンクの数をZEN週SYSの分析機能を

 用いて求めた.結果を図2-4に示す.

 木くずからの成分抽出技術と,ボトみア

 ッシュからの建材再生技術に関しては,増

 加したリゾクのほとんどは建設業であっ

 オ=くずエタノー」レ

 匪登藍]桀雄琴㌦.ク
 詔ゆ謡:斐

 1淵22蟻・0コ増癒し型機ヘミセル雄心ス
 (う騰設蜘7)バレツト名物瓠

 雁藷lllも諏、
 農桑廃プラ

 塵五趣調號.頗、
 ビール噂ポ勃一旗ネ㎝ト

 ピ璽備なし離野業:蹴・

魎剰摺糠
 おから麟墨磁馨

 [密1増・0=燐なしグロブリン
 (食産業)

 一
k

轟
 !π1堰・G二撫糟

 シゆカ

 鞭ア.シュ噂轟鱒ラス
 齪焼却灰セメント

コンクリート
蹄無鉱

 図2-4再資源化技術介在の効果
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 た.したがって,ネットワーク形成にあたって,再資源化技術を介在させた場合にも,建

 設業の役割が大きいことがわかる.

 木くず再生技術(木くずからの成分抽出技術)と,廃プラスチックの樹脂化技術は,再

 資源化技術にとってのインプット側(図2-1の恥1iまたはLtRH,図2-4では1と表記)

 のリンクを増加させるが,アウトプット側(図2-1のし盤1量またはし園2i,図2-4では0と

 表記)のリンクは増加させなかった.つまり,これらの再資源化技術は,受け入れた廃棄

 物を改変・改質することはできても,宮城県の中では,その後のリンクを増加しえず,ネ

 ットワークの構築に際しての需要(天然資源代替品の需要)と供給(廃棄物や副生成物の

 排出)のミスマッチが生じてしまう.また,おから再生技術(おからからの成分抽出技術)

 については,インプット側もほとんど増加しなかった.これは,再資源化技術開発自体が

 廃棄物・副生成物の受け入れ(図2一蕊ではし馴またはLtRまi)と,再資源化された物質の利

 用先(図2-1ではL母1iまたはL嬢2重)という,需要と供給に基づいて開発されていない現状

 を暗示した結果ともいえよう.廃プラスチックから燃料を製造する技術と,ボトムアッシ

 ュ(焼却灰)を建材に再生する技術は,再資源化技術のインプット側・アウトプット側と

 もリンク数を増加させた.ボトムアッシュにr燃え殻」という呼称の物質も含めれば,イ

 ンプット側のリンク数はさらに増加することが見込まれる.次節では,この2つの再資源

 化技術について,環境負荷を削減する可能性と,経済性について検討する.

 3)再資源化(リサイクル)技術の環境負荷に関する検討

 ①廃プラスチックからの燃料製造技術

 廃プラスチックからの燃料製造技術は,ガス化改質・油化・高炉原料化・RDF化(Re血se

 DeriveαFue1)・セメント焼成燃料に分けられる.

 ガス化改質は,三好(2001)によれば,廃プラスチック分を40%前後含む一般廃棄物を

 ガス化政質することにより,水素と一酸化炭素を主成分とする合成ガスおよびスラグ等,

 再利用可能な資源へと転換する技術であり,実相プラントも稼動中である.高炉や化学工

 場などが近傍にある場合はガス売却が可能であるが,それ以外の場合は別途ガスの利用方

 法を考慮する必要がある.したがって,製鉄所や大規模な化学工場の無い宮城県には不適

 な技術といえよう.

 末岡ら(1999),待鳥(1999)によれば,一般廃棄物に含まれる廃プラスチックのうち,

 約80%が油化可能なものであり,それらを油化した場合,運転に要する動力や燃料等を差

 し引けば,プラスチック重量あたり約70%の油が回収可能で,エネルギー回収率(回収油

 の発熱量/原料ゴミの発熱量)は約80%であった。得られた濾は,ボイラーや加熱炉等の燃

 料として利用可能であるが,自動車馬燃料等,汎用性の高い軽油やガソリンに変えるには

 更に精製が必要となる。このように,廃プラスチックからの回収湘は着油精製原料として

 も利用可能であるが,回収濾の生産量は国内精油所の処理量に対して極めて少なく,精製

 所への商業ベースでの受け入れば難しい.しかし,宮城県内にはぷイラーや加熱炉等の燃
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 料の需要は充分にあると予想されるため,油化は県内への適用に適した技術である.

 高炉原料化は,根本(1999)によれば,既に実痢化されており,年間3万トン(ポテン

 シャルとしては60万トンで臼本の年間排出量の6.7%)の廃プラスチック(塩化ビニルを

 除く)を,製鉄原料であるコークスと微粉炭の代替燃料として利網している.高炉におけ

 るプラスチックのエネルギー利用効率は,高炉ガスの発電や熱利用も含めて80%以上であ

 り,非常に高効率なプロセスである.また,コークスや微粉炭などの枯渇性資源を節約で

 き,後述するように高炉スラグもセメント材料等に利用できることから,高炉原料化はゼ

 ロ・エミッションネットワークの中核となる技術である.しかし,宮城県内に高炉は無く,

 県内への適用は不可能である.

 RDF化は,阪田(1999)によれば1999年時点で国内4箇所,U町村で実施されており,

 技術としては確立されている.発電へのRDE利用や,それに伴う蒸気・熱水の利用は可能

 なようである.宮城県でも適用は可能であろう.しかし,経済的にRDFによる熱回収シス

 テムを支えるのは,阪田(1999)の事例ではクリーニング業と歯糞栽培用菌床の殺菌・販

 売業のように,廃プラスチック処理とは直接関連しない異業種から得られる収益である.

 セメント焼成燃料については,至重(2000)によれば,年間約900万トン排出される廃

 プラスチックのうち,セメントキルンでの利用可能量は,最大で推定200万トン(うち主

 バーナーは80万トン)である.主バーナー以外は燃焼に関する許容範則が広く,既に廃タ

 イヤ,廃油,汚泥等の処理に利用されており,廃プラスチックに割く余地が小さい.従来,

 主バーナーでは燃焼条件等から廃プラスチックは利用されなかったが,廃プラスチックの

 前処理やバーナーの改造により利用可能であることが判った.残念ながら,廃プラスチッ

 クをセメント焼成燃料として使うことは現在の法規(容器包装リサイクル法)上は認めら

 れておらず,宮城県での実行は不可能である.

 油化・高炉原料化・RDEについては,中野(綿99)や(財)プラスチック処理促進協会

 技術開発部(200王)がLCAによる環境影響評価を実施している.両者とも,これらの廃プ

 ラスチック再生技術について,再製晶化されたプラスチック由来製晶(エネルギー)のFSE

 (Feeα銑ockEnergy)を見積もりつつ5〉,既存の処理方法(埋め立て・単純焼却)と再資
 源化技術のライフサイクルエネルギー消費量・CO2排出量を比較している.いずれの技術

 も既存の廃プラスチック処理方法に比べて大幅に有利との評価結果を得ている.中野

 (1999)によれば,これらの技術のうち,エネルギー収支が有利なのはRDFと高炉原料化

 で,油化はやや劣る結果となった.

 以上から,宮城県に適胴可能な廃プラスチックの燃料化技術は,油化とRDF化であり,

 エネルギー効率と環境改善の効果は油化よりもRDF化が優れると推測される.これらの技

 術は,石瀬への代替,廃棄物として埋め立てられる,または単純焼却される廃プラスチッ

 クを減少するという機能を持ち,その適用によって環境負荷を低減できる.

 ②ボトムアッシュ(焼却灰)を建材化する技術

 ボトムアッシュ(焼却灰)を建材化する技術は,灰をセメントの原料としてバージン材
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 の代替物とする技術であり,既に実用化されている.佐野・市川(2001),一坪・佐野・市

 ll!(2002)による各種セメントのLCAでは,佐野は,バージン材を使用するポルトランド

 セメント(VPC)と,他産業の副生成物を利用するポルトランドセメント(PC)について,

 天然鉱物,エネルギー資源枯渇,最終処分場枯渇,地球温暖化,大気汚染,酸性化の環境

 負荷ファクターで評価した.対象は,天然資源の採掘からセメント製造までであり,副生

 成物への環境負荷の配分(ア臓ケーション)は無い.以上の枠組み及び環境負荷ファクタ

 ーを統合してLCAを実施すると,PCはVPCに比べて約40%の環境負荷を低減する.一

 坪は,環境影響評価法として海外で知名度の高い猛co-t面ic&to掘9,EPS』version2000,

 Ecopointを用いて,バージンポルトランドセメント(VPC),ポルトランドセメント(セC),
 高炉セメントB種(BB),フライアッシュセメントB種(罫C)フィラーセメント(翻C)

 について国内生産のケーススタディを実施している.この評価では,LCAの評価対象範囲

 内に副生成物の生産工程を含み,副生成物への環境負荷の配分(アロケーション)を副生

 成物の経済的価値に基づいて実施している.その結果,Eco・inaicato掘9ではVPCの環境

 負荷が最も大きかった.EPS.versio鍛2000では聡Rの環境負荷が最も大きく,VPCを下回

 づたのはH℃だけに留まった.翫opoinもでは,VPCの環境負荷が最も大きかった.これら
 の結果を踏まえ,一坪・佐野・市川(2002)はセメント評価向けの独自のLCAであるCEP

 法(CementEco-valuePoint)を提案し,同様の評価を実施した.結果は,廃棄物・副生

 成物の環境負荷を含めた場合でもVPCが最も環境負荷が高く,それ以外はおおむねVPC

 の50～60%程度の環境負荷であった.…

 このように,アロケーション(この場合,灰を供給する産業で生じる環境負荷を評価対

 象に入れること)を考慮しても,ボトムアッシュ(焼却灰)の建材化は環境影響を抑制す

 ることが可能な技術である.宮城県内には火力発電所も存在し,この技術は既に一部では

 ネットワークとして機能していると考えられる.したがって,現在は埋め立てられている

 灰分をいかにセメント産業に取り込むかが課題である.この技術は,バ“ジン材使用量を

 抑え,埋め立てなどに回る廃棄物を減少しうることから,バージン材の投入を減少させ,

 廃棄物を減少させている.LCAの結果からは,エネルギー投入量の減少を可能とすること

 も推測される.また,佐野ら(2002)によれば,鉄筋コンクリート構造物の建設までを対

 象とするLCA(エネルギー消費量とCO2排出量による評価)の結果,80%の負荷が構成材

 料の製造工程で発生しており,そのうち95%がセメントと鉄筋の製造時のものであった.

 したがって,ボトムアッシュの建材化(セメント製造)技術は川下側への影響も大きく,

 廃棄物交換ネットワークの中では注目すべき技術である.

 1龍i、1
/

 4)再資源化(リサイクル)技術の経済性に関する検討

 ①廃プラスチックからの燃料製造技術の場合

 宮城県で実施可能な技術は油化とRDE化である.鴻化については,玉置(2000),待鳥

 (想99)によれば,廃プラスチック再生油の場合,ボイラー燃料向けの晶質でも,1リッ

 推1季 20
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 トルあたり70～80円程度の高価格となる.年間2万t規模の処理能力のプラントでは,廃

 プラスチック}トンあたりの処理コストは8万2千円にもなる(うち4.1万円はメンテナ

 ンス等,3.2万円が減価償却費(建設費55億円,土地代を除く),0.9万円が労務費).年間

 1,300トン規模の処理能力のプラントで,建設費は2～3億円,iリットルあたり価格を25

 円程度に抑えられるものもあるが,この程度まで価格が下がらないと石油製晶とのコスト

 競争は相当に厳しい.

 下間(2002)によれば,事業所が廃プラ再資源化製品を従来のバージン・材の代替物とし

 て購入するインセンティブは,事業所に経済的(価格的)メリットまたはそれ以外のメリ

 ット(事業所の環境イメージの向上等)がある場合に発生する.再資源化製品の価格を左

 右する再資源化の際のコスト要因のうち,重要なのは製品の歩留まり率と再資源化製品の

 質である.当然ではあるが,歩留まりが高く,質の高い製晶を供給することがネットワー

 ク形成の促進につながる.PETボトルを例にすれば,仲・鍵山(2002)によれば,ボト

 ルの消費量と回収量は今後とも増加が見込まれるが,現状では(回収したボトルから得ら

 れる工業原料等の)他産業への転用は飽頼状態にあるといわれている.そこで,回収ボト

 ルをPET樹脂またはそれに類する樹脂原料に戻す方法が注目されている.しかし,技術的

 に最も望ましい樹脂には若干劣るジメチルテレフタレートヘのリサイクルを例に取れば,

 その経済規模は年間約3万トンの生産であり,そのために3.6万トンのボトルを回収しなけ

 ればならない、日本国内の2000年度の小型PETボトル(700m1以下)生産量約64億4

 千万本の1/5に相当する回収が必要となり,広域回収が必要となる・ポリエステル系の原料

 需要からは,高純度テレフタル酸に戻す事が望ましいが,これはコストが高い技術であり,

 採用し難いという問題がある.

 ②ボトムアッシュ(焼却灰)を建材化する技術の場合

 この技術の場合,刺網奄能な灰の価格が高くなければ,コスト的な問題は無く,バージ

 ン材や既存の再資源化材の代替物を供給できると考えられる.しかし,川下側で,コンク

 リート建築物解体時に発生するコンクリート廃材を再処理して建築物骨材として戻す場面

 では,環境負荷はバージン材利用に比べて悪化する(佐野ら,2002).また,路盤材などへ

 のカスケード利用の場合にも,コンクリート廃材の粒径を小さくする等,建築上の要求を

 高度に満たしうる状態まで再処理すると,環境負荷が高くなり(Mroue鼓,U.M.,猛sko掘,R,

 L&i葺e・Ylijoki,」.,2001),コスト的にも見合わない場合も生じる(松下ら,2000).

 5)廃棄物交換ネットワークが満たすべき条件

 以上の検討結果を踏まえ,廃棄物交換ネットワークが満たすべき条件について,Gertler

 (1995)が提示したインダストリアル・エコシステムの4つの特徴(①バージン材の投入

 量が減少すること,②エネルギー消費量が減少すること(エネルギーの消費効率が上昇す

 ること),③廃棄物が減少すること,'④市場価値を持った製晶(副生成物)の量と種類が増
 加することに則して検討する.ネットワーク形成により環境・経済両面での便益が得られ
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 るかを評価する視点として,これら4っの便益について考察した場合には,ネットワーク

 形成以前に比べて,4つのうちの1つ以上の便益が得られる,というGe搬erの定義では不

 足である.つまり,1つの便益が得られても,残り3っは以前よりも状況が悪化する,とい

 う状態に陥った時,ネットワーク化の効果についての議論は決着しない.本章では,ネッ

 トワーク形成以前に比べ,4っの便益のうちiっ以上が得られた場合に,残りの便益の水準

 が悪化しないこと,という視点でネットワークを評価する.

 本章の事例研究からは,猛toE型ネットワークの成立は困難であると推測される.実現

 可能性のあるネットワーク(リンク)は存在したものの,それらは既存のリンクである可

 能性が高い.また,ネットワークの階層(リンクの継続)は,1段階(1磯のリンク)の

 みが大多数を占め,循環系の形成やネットワーク化には程遠い状態であった.したがって,

 以下ではEtoR3ndR七〇E型ネットワークについて,Gertlerの示した4つの特徴の視点から

 検討する,図2-5に,ネットワークの物質・経費の1/0(インプット/アウトプッ1・)の概念

 図を示す.ここで,物質のインプットは生産に必要な資材としてのバージン材およびエネルギー

 投入であり,アウトプットは廃棄物等の排出である.経費的110には資材購入費と廃棄物処理費

 が想定され,資材等有価物の購入では物
 バージン材・エネルギー廃棄物等のアウトプット

 質(資材等)の流れと逆方向に,廃棄物

 のようにマイナスの価値を持つ物質の場

 合は物質の流れと同方向となる.

 廃棄物・副生成物の排出事業所(図

 2-5の事業所A)は,廃棄物のアウト

 プット(Ao)を再資源化技術の介在に

 よって減少させることができる.しか

 し,製品の生産工程に変化が無い場合,

 インプット(Ai:バージン材・エネル

 ギー投入量)は変化せず,エネルギー

 効率も変化しない.また,市場価値の

 ある製品の増加に関しては,事業所A

 のインプット

 ロドロすまぺ

 禦蕪☆耀吻課豊饒
 ノ ぺ

 Ri_ぐ灘騰、
 P藝叫翩翻“……昌＼.～..一.。.一、・・〆一

 一Ro

 量隔傭“闘闘陣妙Pro

 副署難◇烈1
 図2-5ネットワークの物質・経費の蒙/O

 からの再資源化技術への廃棄物の投入と,その結果生じる(事業所Aから直接排出される

 廃棄物の減少による)製晶イメージの間接的な向上が市場拡大に結びついた場合にのみ可

 能となる.

 再資源化された物質を従来資源の代替晶として利用する側の事業所(図2-5の事業所B)

 ではバージン材の消費量(Bi)を減少することができる.エネルギー効率と廃棄物量(βo)

 については生産工程が以前と同様であれば変化が無い炉,再資源化された資材の生産時に
 必要なエネルギー量がバージン材(B主)の製造時に必要なエネルギー量を下回れば,事業

 所Bでは間接的にエネルギー投入量を減少させたことになる.事業所Bの市場価値のある

 製晶の増減については,廃棄物排出側企業(事業所A)の場合と同様である.
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 よって,ネットワークの中の再資源化技術が,事業所Aの廃棄物(Ao)を減少させ,事

 業所Bのバージン材の投入(B玉)を減らし,なおかっエネルギーを生産し,ネットワーク

 内部にそれを供給することでネットワーク全体のエネルギー効率を向上させ,技術の適用

 によって,Aoの減少分を上回る廃棄物(Ro)を出さない技術である場合に,ネットワーク

 全体としてGe組erの提示した4っの便益を全て得ることができることになる.

 また,バージン材等の従来製品(原料)と比べて,再資源化された物質が費用効果的で

 ある場合,または市場に対するアピールの大きい製品である場合に市場価値を持つ製品を

 増やすことになる6).

 以上をまとめると次式のようになる.

 菰b+Bib≧菰+Ri+Bi一"“・一一一。一・一“一印・一畳。一一一一一・・(1)

 Aob刊30め≧Ao+Ro+Bo…・一一一一一一一噂ゆ一…一・…・・…一“(2)

 P&ob≧Pao一"一一一一一一・・一・一一一一一・・…一・…一一一・(3)

 Pbib≧Pbi一。一。・一・一・一一。一。一。。一一一一・一一。一。一。ゆ。一。(4)

 Paib+P翫。麦)+Pb無}+Pboま)≧P&i+P&o+碧ri+Pro+Pわi+Pbo・一一一一一・(5)

 (1)式と(2)式は,環境面での必要条件である・(1)式でAib・職bはネットワーク形

 成以前の事業所Aおよび事業所Eへの資材投入量を表す.(1)式は,ネットワーク形成に

 よって,ネットワーク全体へのバージン材やエネルギーの投入量が不変もしくは減少する

 ことを示す・(2)式でAob・Robはネットワーク形成以前の事業所Aおよび事業所Bの排

 出する廃棄物量を表す.(2)式は,ネットワ一夕形成によって,ネットワーク全体から排

 出される廃棄物量が不変もしくは減少することを示す.(i)式と(2)式はAND条件で成

 立しなければならない.

 (3)式から(5)式は経済性の必要条件である.事業所Aおよび事業所Bの製造する製

 晶の価格(および品質)が変化しないと仮定し,図2-5に則して考察すると,(3)式で

 P&o厨まネットワーク形成以前の事業所Aの廃棄物処理費用とし,(3)式はネットワーク形

 成により事業所Aの廃棄物処理費用が低下することを意味する.(4)式でPbibをネットワ

 ーク形成以前の事業所Bの資材購入費用とすると,(4)式は,ネットワーク形成により事

 業所慧の資材購入費相が低下することを意味する.(5)式の左辺は,ネットワーク形成以

 前の事業所Aおよび事業所Bの費用合計であり,・右辺はネットワーク形成後の事業所A・

 、事業所Bおよび再資源化技術の費用合計である.

 事業所Aと事業所Bの総費用がネットワーク形成の前後で不変であった場合,つまり

 P駄。わ=P&◎(3),Pbib焦Pbi(4)の時,(5)式は次式のようになる.
 0≧;Pri+Pro一一一・一。一・・。。一・由。一。。。・一・専一ゆ一。・一一一一。一・(6)

 (6)式で,PriとProは,それぞれ事業所Aからの収入(一塩と表記)と,リサイクルの

 ために必要な資材の購入費用(priと表記),事業所Bからの収入(一島と表記)とリサイ

 クル過程で生じる廃棄物の処理費用(騨。)とに分解できる.この時,(6)式は次のように

 表せる,、

驚

■
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 pri+pr・≦la+1も……………・…一一………・一…一(7)
 (7)式は,再資源化技術の採算性を表しており,左辺が再資源化技術の総費用,右辺が

 総収入である.つまり,事業所A・事業所Bおよび再資源化技術の3者によるEtoRandR

 toE型ネットワークにおいて,事業所Aの廃棄物処理費用と事業所Bの資材購入費用が不変

 の場合,再資源化技術の独立採算性がネットワークの経済性を現すことになる。

 この視、煎から廃プラスチックからの燃料製造技術とボトムアッシュ(焼却灰)を建材化

 する技術について検討すると,両者とも(1)式と(2)式は満たしている.したがって,

 環境面での条件は満足している.ボトムアッシュ(焼却灰)を建材化する技術については,

 (3)式と(4)式で等号が成り立ち,(7)式についても,セメント製造業が成立する限り

 満足される.しかし,廃プラスチックからの燃料製造技術では,(4)式が成立しない.ま

 た,既存のプラントでは独立採算は不可能に近いことから,(5)式が成立しないと考えら

 れる.つまり,廃プラスチックからの燃料製造技術を中核とする廃棄物交換ネットワーク

 の持続的維持・運営には補助金投入が不可欠である,また,ボトムアッシュ(焼却灰)を

 建材化する技術に関しても,松下ら(2000)が指摘するように,建材から建材へのリサイ

 クル過程では,(2)式(廃棄物の減少)は満たせても,(1)式(エネルギー投入量の減少)

 は満足できず,また(4)式(総費用の減少)も満足し得ない.よって,廃棄物交換ネット

 ワークとしては成立するが,循環系を持つ廃棄物交換ネットワークとしては成立しえない

 ことになる.

 以上は,リサイクルされた資材の価格と廃棄物処理費用については現状の水準に固定し
 た場合の議論である.(7)式の左辺(リサイクル技術の運用に不可避な費用)はリサイク

 ル技術の技術的要因に帰属する.これは,一定水準のリサイクル資材を生産する際に,プ

 ラント建設やその稼動のために発生する費用であり,ゼロにはなりえない.したがって,

 検討すべきは(7)式の右辺,つまり再資源化技術によって得られる収入が,不可避に発生
 する費用を上回ることができるか,ということになる.収益は受け入れる廃棄物の処理費
 用(1&)と,リサイクル資材の販売による収入(1b)である・Ibは,被代替物(廃プラス
 チックの燃料化の場合には,同等の晶質を持つ化石燃料)の価格に依存する・被代替物の

 価格が相対的に上昇すれば,1bも上昇する.枯渇性資源が被代替物の場合,資源の消費と
 ともに価格が上昇するはずであり,枯渇性資源を被代替物とする再資源化技術は将来的に
 収入増を見込むことができる.しかし,枯渇性資源の価格上昇は,高度な採掘技術の導入
 を可能とするため,価格の上昇とともに資源の枯渇も先延ばしになる.つまり,確認埋蔵

 量の増加を招き,枯渇性資源の急激な価格上昇が掬えられる.したがって,枯渇性資源を
 被代替物とする再資源化技術における亙bの短期的な上昇を期待することは適当ではない.
 一方,ねについて考察すると,例えば仙台市の場合,産業廃棄物に占める有価物は4%未

 満であり,その内訳は金属くず,ガラス・陶磁器くず,動植物性残渣,紙くず,廃油の一
 部であり,金属くずは金属に,ガラス等は路盤材に,動植物性残渣は堆肥に,紙くずは再
 生紙に,廃油は燃料油等にと,比較的リサイクルし易いものに限られる.残り96%以上の
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蒙  廃棄物は,破砕,焼却,脱水,乾燥等の中間処理(主に減容化)を経て埋め立てされる(重
 野ら2004).つまり,容易にリサイクルできる廃棄物は有価物として流通しており,これ

 鳶原材料とする再資源化技術の場合,ねはマイナス(収入ではなく支出)になる.仙台市

 鯵場合,現状で中間処理に回される廃棄物の多くは委託処理されているため(重野ら,2004),

きを

 廃棄物処理費用(1&)が発生していることになる.しかし,有価物として取引されない廃棄
 物の多くは,リサイクルが囲雑なものである.よって,処理費用(1&)の高い廃棄物は中間

 薬理または再資源化が技術的・コスト的に園難な物質・状態であると考えられる.再資源
 鐵された資材にも工業製品としての品質水準を満足していなければ動も得られない.した

 鹸縞て,高い水準の醸を追求すれば,技術的な困難性も高まり,技術的に不可避なコスト

 ((7)式の左辺)も上昇すると考えられる,以上のように,リサイクルされた資材の価格

 輪廃棄物処理費用の動向(変動)を考慮しても,非農業分野における再資源化技術の独

 繊採算は相当程度困難であると考えられる7).
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 鋤廃棄物交換ネットワーク形成支援の課題

 !本章は,宮城県という一事例のみの事例分析であり,さらに対象とした事業所の属性に

 魏寒とのギャップが存在していた.また,事業所(企業)内部における環境負荷低減策に
 噸いては言及されていない.しかし,廃棄物交換ネットワークの形成の展開方向について

 1鱒以下のような示唆を得ることができた.

 “農外産業の人為的物質循環系としての廃棄物交換ネットワークの形成にあたっては,参

 興する事業所,つまり廃棄物・副生成物を排出する事業所と,それを受け入れる事業所を

転

 覆一ディネートする第三者の存在が重要である.Z猛賛ESYSは,識一ディネーターを支援

 簸るツールを目指して開発された.事業所間の廃棄物/資源の取引のリスクを廃し,安定

 鞠穣ネットワークを形成する上では廃棄物/資源等の種類・性状・質・量と需要・供給の
 畷洋ミング等,事業所から収集し,解析すべき情報は非常に多岐にわたる.また,コーデ

 結ネーターは,それらの情報を常に更新しつつ,ネットワークを微調整,場合によっては

 ドラスティックに変更することを推進するプロモーターでなければならない.したがって,
 跨報収集は非常に重要な作業となる.この作業を効率化するため,Z猛NESYSではW6b(イ

 ンターネット)を中間媒体(インターフェイス)とする情報収集システムが検討されるに

 至った.このような情報収集システムは,従来のような調査票形式の調査,あるいは訪問

 調査に比べ,簡易かつ低い経費で情報が収集できる.しかし,収集すべき情報には企業秘

 密に属するものも数多く存在するため,機密保持のための様々な対策を講じる必要が生じ

 矯..情報管理の重要性が注目される現在,コーディネーターは廃棄物交換の経済的リスク
 回避,ネットワークの監視に加え,情報管理も要求されることになる.こうした状況が,

 一特定の地域内部の複数事業所による廃棄物交換ネットワーク形成よりも,一企業ないしグ
 ル“プ企業内部での自己完結型の廃棄物交換,例えばrゼロエミッション工場」等と称さ

 れる,企業の内部的な環境負荷低減策の採用へのインセンティブを生じさせると推測され
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 る.したがって,信用と中立性の高い団体がコーディネーターとなる必要があり,従来は

 県等の地方自治体がそれを担ってきた.しかし,地方自治体が仲介役となる廃棄物交換ネ

 ットワークの形成は低調であった.その要因は,廃棄物交換に伴う経済的なリスクを地方

 自治体が負うことが困難であることが推測される.現在,地方自治体が主導する廃棄物交

 換ネットワークは,エコタウン構想等のように廃棄物・副生成物の相互利用・相互補完が

 姥較的容易な産業を地理的に集積するか,特定の再資源化技術の誘致を前提とするもので,

 構造的には企業の内部的な廃棄物交換ネットワーク形成の動きに共通するものがある.し

 たがって,現在の廃棄物交換ネットワークの展開方向は,面的な広がりを持つ「地域」を

 対象とするものから,地理的にも参面する事業所の属性(業種)の面でもより集積化・特

 定化されたものへと縮小する傾向があると考えられる.この傾向を逆転させ,地域全体で

 の廃棄物交換ネットワークの形成を実現するためには,廃棄物の交換に伴う経済的なリス

 クを担保しうる財政規模を持ち,公共性の高い経済団体がコーディネーターを麺う必要が
 ある.以上の諸要求に応え続けることは,大学の一研究グループに担いきれるものではな

 かった事が,ZENESYSの実際的な運用が不可能であった大きな要因の一つである.この

 他の要因としては,ZIENESYSが抽出した一致検索結果について,環境・経済両面でのパ

 フォーマンスをチェックするアルゴリズムが未開発であるため,有識者が一つ一つのリン

 ク(一致検索結果)の実現可能性に関する恣意的な判断を下す必要があったことは第2章

 補論でも述べる。

 さらに,コーディネーターの担うべき重要な役割は,再資源化(リサイクル)技術の開

 発支援である.本章で述べたように,現存する再資源化技術の多くは,地域内の廃棄物・

 副生成物の供給量と,その潜在的な需要量を把握した上で開発されているとは言い難い.

 個々の技術は実現可能性のある技術であっても,ネットワークあるいは地域トータルで物

 質循環系を構築し,それを維持することを意図しておらず,特定の業種・地域に偏った短

 絡的なネットワーク形成を可能とするのみの場合が多いと考えられる.ゴーディネーター

 は,地域内の廃棄物交換ネットワークに参画する事業所から収集した情報を解析し,地域
 内のネットワーク形成,およびその維持発展を通じた地域活性化に最もふさわしい再資源

 化技術の選定,あるいは新規開発の方向性を示さなければならない.第2章補論で述べる

 ・ように,ZEN猛SYSの開発過程では,このような技術開発支援のための診断ツールの基礎
 的な概念を示すことはできたが,実際に再資源化技術の新規開発支援に利用するためには

 さらなる論考が不可欠であろう.

 以上のように,廃棄物交換ネットワーク形成を推進するコーディネーターには,事業所

 の機密情報に類する情報の継続的な収集・管理を遂行するための能力と信頼,取引リスク

 を担保する財政的な信頼性,新規の再資源化技術の開発支援を行う能力が要求される・こ

 れらの要求を完全に満たすコーディネーターの出現なくして,廃棄物交換ネットワーク(人

 為的物質循環系)の構築・維持は困難であろう.

26



 『
ミ
一

鱒

欝蒸

熱  ■一

 ■『

r

■

 難
1

 「■

l
i

 欝
・

 7)まとめ

 東北大学学際科学高等研究センターのゼロ・エミッションプロジェクト研究チームが開

 発したZENESYSにより,農業以外の目立った基幹産業を持たない地域である宮城県の事

 業所の1/0データを解析した結果,次のようなことがわかった.再資源化技術が介在しない

 廃棄物交換ネットワーク(EtoE型ネットワーク)は建築業に関連するものが大多数であ

 り,その多くが土木建築系廃材をリサイクルする1っの会社に依存しており,ネットワー

 クの構造は極めて脆弱である.したがって,再資源化技術の導入無しでは,安定したゼ覆・

 エミッションネットワークの構築が困難である.

 次に,宮城県の事業所1/0データに,5種類の再資源化技術を適用した場合(猛toRanδ

 lRもoE型ネットワークによる)のリンクの増加数を調査した.その結果,主に廃プラスチ

 ックの燃料化と,ボトムアッシュ(焼却灰)の建材化が,リンクを増やすことがわかった.

 この2つの技術について,Gertlerの示したエコ・インダストリアル・パークから得られ

 るの4つの便益(①バージン資材の投入減少,②エネルギー効率の向上,③廃棄物の減少,

 ④市場価値を持つ製晶の増加)の視点から検討した.その結果,いずれの技術も条件の①

 ～③までを満たしうると判断された.しかし,宮城県の産業構造では,廃プラスチックの

 燃料化については,高効率な再資源化技術を選択できず,④を満たすのは厳しいと判断さ

 れる.また,ボトムアッシュ(焼却灰)の建材化は,技術そのものは④を満たすことがで

 きるが,コンクリート製品の利用・廃棄・リサイクル(川下側)においては,④を満足さ

 せようとすれば環境負荷が増大し,①～③を満たせなくなる可能性があることがわかった.

 廃棄物交換ネットワークの環境・経済両面での特性は,事業所間にリンクを発生させる

 再資源化技術に依存するところが大きい,再資源化技術について検討した結果,農外産業

 (特に基幹産業の無い地域)では,技術的には廃棄物をリサイクルすることが可能である

 が,バージン材と同等の品質を持つ資材にまでリサイクルしょうとすると,コスト的な問

 題が生じる.それを回避するためには,エネルギーのような汎相性の高い資材への転換(カ

 スケードリサイクル)や,建築物等への蓄積に選択肢が限られる傾陶があり,循環系の形

 成は,環境面から考慮しても達成しえない場合がある.

 農林水産業を基幹産業とする地域において,再資源化技術の導入無しでは人為的物質循

 環系の構築は困難である8).つまり,事業所から廃棄物として排出された物質がそのまま他

 の事業所の生産プロセスの原材料となることは期待できない.また,図2-5のように,廃

 棄物・副生成物の排出者(事業所A)とリサイクル資源の需要者(事業所B)との間に再資

 源化技術を介在させることで人為的物質循環系を構築する場合,仮に事業所Aと事業所B

 の生産プロセスが変化しないとすると,環境負荷の減少と経済性の確立は,全て再資源化

 技術に依存することになる.この場合,環境負荷の減少と経済性の確立を両立できる再資

 源化技術は非常に限定される.よって,農外分野における人為的物質循環系が当面する課

 題は,物質循環ネットワークの拡大のために有効な再資源化技術の開発・選択にあると同

 時に,ネットワークで接続される事業所(図2-5の事業所Aおよびβ)内部の生産プロセ
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 スをネットワーキングを前提としたものに改変しなければならない点にある.

 農業と非農業の大きな差異は,農業が太陽光等の自然エネルギーを対価の支払いなしに

 利用している点である.これは,本章の検討結果からすれば,人為的物質循環系の構築に

 おいて,環境・経済双方で有利に働くと推測される.次章では,この点を考慮しながら,
 農業分野および農業分野と農外分野を統合した場合の循環系形成の可能性を検討する.
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 第2章補論

 廃棄物交換ネットワーク形成を支援するウェブベースソフトウエアの概要と課題
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 1)はじめに

 2003年,東北大学学際科学高等研究センターのゼワ・エミッション研究プロジェクトチ

 ームは,「インターネットを活用したゼロ・エミッションネットワーク3を支援するシステ

 ム(Zero蝕nissionN凱workingsupporもSYStem:ZENESYS)を開発した,これは,1998

 年から2003年にかけて実施された同センター研究プ覆グラム「環境保全とクリーンエネノレ

 ギーの開発・普及に関する技術的f社会経済的条件の解明」(研究代表者:経済学研究科・
 大村泉)の一環である.以下では,ZENESYSの概要について説明し,その開発過程で生

 ¢た様々な課題について述べる.

藤 圏

■
“

 2)ZENESYSの概要

 ZENESYSの概要を費琶.2-1に示す.このシステムは,ユーザーとして①Entre群ene敬
 すなわち廃棄物・副生成物を排出する事業所およびそれらを受け入れる事業所,②廃棄物・

 副生成物を処理して有用な資源に変換する技術を有する技術者等(り日echnic段1experも:再資
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 源化技術保有者),また,③対象とする地域のゼロ・エミッションネットワークの形成状況

 を観測する者(Gene灘a1:一般ユーザー)およびネットワークの管理者の4者を対象にして

 いる.ここで副生成物とは,製鉄所からの高炉灰や石炭火力発電所からの石炭灰等,ある

 製品の製造過程で排出される物質のうち,有価物として扱われるものを示し,廃棄物とは

 副生成物以外の排出物(無化物ないしマイナスの有価物)を示すものとする.

 事業所および再資源化技術保有者は,物質収支の1/0情報すなわち廃棄物・副生成物の物

 質呼称・名称(量tem),自社の所在地(a磁ress),製品(pro伽cts)の生産量や再資源化に際し

 て必要となる資源の使用状況および廃棄物・副生成物の発生量(&mount)・価格(群ice)
 等について,ZENESYS内の分類テーブル(C1&8si癒ationt&ble)を参照し,物質の呼称・

 名称について統一を図りながら王/Oデータベースまたは再資源化技術情報データベース

 (Recycling艶chniqueぬねb&se)に登録する.情報を登録した事業所ならびに再資源化技術

 保有者は,ZENESYSの分析ツールを用いて,自社が受け入れ可能な他社の廃棄物・副生
 悟。

 成物または再資源化製品を生産する企業および自社で発生する廃棄物等の受け入れ先につ

 いての情報を得ることができる.ネットワークの管理者は,事業所等が登録した位置情報,

 蜜.発生量・価格等の情報から,想定するネットワークがGertler(ig95)の4つの便益を得る

 欝一 できるか するこ きる 灘登録しなレ搬一 業
 一所等の機密情報を表す事の無い専胴の分析ツールにのみアクセスすることが可能で,どの

 ようなネットワークが構築されているかを知ることができる.

 3)類似システムの稼動状況と先行醗究

 ネットワーク形成による環境および経済への影響を分析する手法としては,Albino,v,Izzo,

 C.,Kuh七z,S.,(2002)やMell鋤W,et&1.,(2002)のように,事業所間あるいは特定の生産

 プロセス内の工程間の物質の投入・産出について,物量・価格等を2次元マトリクス(産業遠

 関表のような投入産出表)とし,これをLCA(ライフサイクルアセスメント)圏等に応期するな

 どして環境負荷の削減量やクラスター内の経済性について把握するものがある・また,特定地域

 一の事業所間における廃棄物や副生成物の交換ネットワーク・クラスター形成の蒋能性を,その地

 、域の事業所の110データと再資源化技術情報の物質収支データに基づいて分析した研究には,後

 i、藤・催(2000),成瀬・他(2001)がある.データベースの構築と110一致検索については,
 ZE蔚ESYSの機能と重複する部分が多い.しかし,後藤,成瀬の研究の対象は,事業所闇の物

 『質交換ネットワーク形成のためのデータベース作成と分析に関する方法論であり,実際に分析対

 過◇象としたのはポリエチレン関連の事業所と,燃え殻に関連する事業所のみであった・
 ・実在する地域内の事業所から排出される廃棄物(自動車産業関連)について,インターネット

 1』を用いて廃棄物の処理を最適化するシステムとしては,C五韻冨,N.馨.,L加,YT,Ch&n琶,YH,,

 一(1998),Ch&ng,YC.,C&n琶,N.B.,M&,G.D.,(200i)によって提案されているように,ユー

 1▽ザーがインターネットを通じてデータベースにアクセスし,GIS(地理情報システム)等を介し
 ◇て情報を得るものがある,
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 ZENESYSは,これらの先

 行事例を踏まえ,インターネッ

 トを利用することによってユ

 ・一ザーの利便姓を確保し,分類

 テーブルを介した1!0データ

 ベース,再資源化技術情報デー

 タベースの構築により,1/0一

 致検索の精度と確度を向上さ

 せた.また,一般ユーザー向け

 の分析ツールを搭載している

 。.ことも特徴のひとつである.

 罵琶.2-2にZENESYSの一般

 ユーザー向け分析ツールの概

 念図を示す.事業勝が登録した

110

データベース

 紅燈・・剛/ド
 .一y
110

データベース

 1聾
コ

 F憾2-2ZE醍SYSの分析ツールの概念

 lI10データベースについて,循環系が成立する場合を想定する、Eig.2-2の上段左側の図は,イ

 ンプット物質Aを使用する製造プ翼セスから廃棄物Bが排出される場合を意味する.同様に,

 上段中央ではBを使用してCが排出され,上段右側ではCを使用してAが排出される.この時,

 A→B→C→Aという晃かけ上の循環系が構築されうると判断される.上段の3つの図(1/0デー

 タベース)は全て園じデータベースであるので,これを一つの図で表すと,思g.2-2下段のよ

 うになる.つまり,循環系を構成する仲介物質の項目がA・B・Cの3種類の時,これらの物質

 が1!0データベースのインプット郷・アウトプット側両方に同時に存在していれば,見かけ上の

 循環系構築が可能と判断できる.ZENESYSの分析ツールでは,この考え方を更に単純化し,1/0

 データベースのインプット側の頓田(物質塩称)でアウトプット側の項関を一致検索し,項目(物

 質名称)の累積度数を表示した.例えば,物質Aの累積度数が物質Bより多い場合,物質Aは
 『物質Bに比べて供給(廃棄物)が多いことになる.この時,物質Aを原料とするとし,物質B

 やCが排出されるような製造プロセスを持つ事業所がデータベースに登録し,ネットワークに

 参画すれば,ネットワークは循環系へとより近づくことになる.
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 4)ZENESYSの開発過程における課題
 轍ZENESYSの開発を通じて,廃棄物交換ネットワーク形成嬬こ関して次の4つの罷

 が生じた.それぞれの問題の内容と,その解決方法について述べる.

 、・①分類問題

 まず,技術的な問題として,例えばr硝子」とrガラス蓬の検索結果は一致しない.こ
 れは,事業所の物質収支についての入力を個々のユーザー(事業所)に任せた場合に生じ
 1』る不一致の問題である.この問題は,例えば「硝子」と「ガラス3を同一物とみなす類義

 1』語辞典的なものをシステム上に搭載することで,一致検索結果の度数を向上させることが
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 できる.しかし,さらに根本的な問題として,ユーザーの廃棄物ないし資源が分類テーブ

 ル上のどの分類に属するかを正確に決定できない場合もありうる.

 ZENESYSには,当初ユーザー登録型の分類テーブルの搭載を検討した.これは,

 ZENESYSの分類テーブル上にユーザーのインプット/アウトプット物質の名称が登録さ

 れていない場合に,新規に任意の物質をユーザー登録できるようにするものであった.し

 かし,ユーザー登録型では上述の問題が完全にクリアできないため,Z猛NESYSでは大分

 類・中分類・小分類の3つの階層を持つ固定された分類テーブルを使用した.これらの問

 題と,ZENESYSの分類テーブル関しては,劉・他(2004〉で述べられている.

 ②UO一致検索結果の信頼性

 例えばA社の廃棄物(アウトプット)が「段ボール」で,β社の必要資材(インプット)

 がr段ボール」であっても,これをr一致」と判断することはできない.A社の廃棄物は明

 らかに古紙としての駿ボール」であり,B社の資材は梱包材としての(未使硝の)椴ボ

 ・一ル」と推測されるためだ.これを回避するためには,ユーザーに対して廃棄物・資源と

 も同じ名称の場合,名称以外にコメント(未使用または廃棄物)の入力を要求するしかな

 『い.この問題は,廃棄物/資源に要求される「質」の問題である.実際に,宮城県の産業
 廃棄物データで検討した結果,ZENESYSが示した一致検索結果は112件に上るが,その

 中である程度の信頼性を持っていると判断できる一致総数は33件であった・このように,

 分類テーブルを介したデータ入力の結果に対する一致検索であっても,現状では信頼性の

 判断は第三者(システム管理者)が行わざるを得ない.

 ③量・タイミングの問題

 Lowe,A.E.,(1997)等にも紹介されているように,廃棄物の排出量とその発生タイミ
 ングによっては,1/0検索結果で一致しても,実際にはネットワーク化できない場合もある.

 工業製晶の製造(仮にC社とする)では,製晶や製造法を変更しない限り,コンスタント

 にほぼ同質・同量の原材料が要求される.しかし,廃棄物(アウトプット〉側(仮にD社

 乏する)で,排出時期や量に偏りが生じている場合,1/0検索結果で一致した結果をネット
 ワークとして有効に成立させるためにはC社とD社の問にバッファ(倉庫等の貯蔵施設)

 を設置しなければならない、ZENESYSには,事業所の1/0について,質・量・排出/要
 .求タイミングに関する入力項目を設けたが,Web経由のデータ収集ができなかったためこ

 の問題に対する解決策の具体的な検討はできなかった・
 ④環境・経済評価のパッケージ化

 上記の①～③の問題をクリアする実現可能な検索結果が得られたとしても,輸送量が多
 、く,輸送距離が極端に長い等の場合には,ネットワーク化以前に比べ環境・経済両面の便

 ,1』益が得られない可能性がある・現状では環境影響評価(LCA)システムとZ冠NESYSはそ

 沖ぞれ全く異なるノフトウエアヴ一夕ベースシステムである・観経灘の評価こつ
 ..いても,バージン材と再生材(廃棄物)の価格の比較に留まっており,再生材から製造さ
 △れた生産物の価格・マーケティング等に関する評価ソフトウェアシステムはZ昼餐ESYSに
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 緊』は存在しない.したがって,第2章(本文)に示したように,環境評価に関する考察は,
 醗ZENESYSが抽出したネットワークについて,第三者(システム管理者)が文献調査を実
 ◇施するか,あるいは抽出したネットワーク全てを個別にLCAソフトウェアシステムで評価

 するしかない、また,輸送に関する経済性や輸送・貯蔵場所の最適化を検証するためには

 鰍1地理階報システム(GIS)とZENESYSの統合化が望ましい.
 学際科学高等研究センターにおけるプロジェクト研究では,時間的・予算的制約上,こ

 欝総論瀧離職鷺ト謡痘語漏欝欝
■

 欝ir-YSが摘出したネットワーク1こ含まれる事業所等の亙/・データ,および事業所の位
 ロじでマヨ
 すをヌマすロす

 騨i鱈置情報からGISにより輸送距離を算出し,1/0データと輸送距離からLCAを実施すれば環
 境負荷の検討は可能である、輸送コストとバージン材の価格情報をデータベースとして

 .『、ZE賛SYSに搭載すれば,輸送コストとバージン材との代替効果による経済性に関する検討
 も可能となる.
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 塁5)まとめ

 Z猛NESYSは,分類テーブルや分析ツールの搭載の点で,従来の類似システムに対する

 続アドバンテージを有していた論b経由のデータ収集機能も搭載されていたカ㍉この機能
 唯風.を実際に使用してデータ収集するには至らなかった、このため,Z翅NESYSの実用上の青
 鷺効陸に関する検討は不十分であったといわざるを得ない.しかし,データ収集における各

 ◇種の限定を考慮しても,廃棄物交換ネットワークを支援するソフトウェアシステムの当面

 観る基本的欄題点は整理することがで翫麟物交換ネットワー妓援ソフトウエア
 ,システムは,単なる一致検索のためのツールに留まらず,ネットワークヘの参画を意図す

 鱈る事業者,あるいはネットワークの管理者や第三者に対して,信頼に足るネットワーキン
 鋸、グの状懇と・環境・経済評価結果を提示しなければならない・そのためにはデータベース

 藻鍔喫驚欝欝鯉賑タ諦観.鞭究麟識,ヒ
 、・③),さらに環境影響評価システム(LCAソフトウエア・データベース)および地理情報シ

 窯繋駕撒三灘llll鰍騰
 。鱈『り,近い将来に実用化が見込まれる.
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 注記(第2章)

 注1)多面的機能を意識した取り組みは,平成鴛年度食料・農業・農村白書によれば,1980

 駐年代後半に開始され,その評価への取り組みは綿91年に実施された.農外産業における

 環境保全への取り組みは,オイルショック(1973年)のような経済不況や,円高による

 原材料価格の高騰に遠因があると推測される.一方で,農業の環境便益への注目は,農

 業の衰退によるものと考えられる.

 注2)Ger七1e罫の4つの便益は,インダストリアル・エコシステムを定義する上での特徴を

 記述したものである.しかし,本章ではこれをネットワーク形成に対する評価の視点と

 して導入する.

 涯3)ZENESYSには,事業所の1/0情報と再資源化技術情報に付帯して地理情報,物量情

 報,金額情報,さらに再資源化技術の適用に必要な資源量および廃棄物量の情報も登録

 ㌧、できるが,本章では付帯情報として地理情報しか収集できず,これを登録するに留まつ

 熱熱灘難論む薯離礁贈
 ンク)について,一つ一つ可能性(リンクとして成立するか否かのフィージビリティ)

 を精査する必要があった.図2-3に示した結果は,精査の結果,リンク成立の可能性が

 藤あると判断された件数を示して溝Z麗鵬の検索結果そのものとは熱る・
 注5)ここでいうFSE(FeeαStockE簸ergy)とは,再資源化された廃プラスチック由来の
 エネルギーを,正味の発熱量(被代替物,つまり油化の場合は化看燃料油の発熱量)と

 するのではなく,そこから再資源化する際に消費されるエネルギーを差し引いてエネル

 ギー収支を考える,という概念である.エネルギー収支(再資源化されたエネルギーか

 ら再資源化に必要なエネルギーと再資源化しない場合に使用されるエネルギーを差し引

 いたもの)がプラスであれば,再資源化によりエネルギー回収が成立する.

 、.涯6)Ger七lezのいう市場価値を持つ製晶の増加とは,P&uliのゼ皿・エミッション概念に

 照らせば,シェアの増加・売り上げ増加以外にも,製晶アイテム数の増加の意味もある

 と考えられる.本章では,アイテム数の増加は慮外としているが,ネットワークの成立

 のための経済性向上という要件を達成するために,アイテム数の増加は極めて重要な要

 素であろう.

 づ濫7)ここでの議論は,廃棄物およびリサイクル資源の質(クオリティ)と,それによって

 変化する(市場)価格に関するものである.本論では物質循環系の(最適な)規模につ

 いて論じてはいないが,その原因は対象を地域全体としたために,個別の物質(例えば

 ペットボトルやガラス等)の循環刺網に際しての(地理的)規模が議論されていない.

 .、/つまり,価格の高いもの・低いものが同時並列的に混在する状況で最適規模を議論する
 事は難しい.しかし,価格が高いもの,あるいは質の高いものは広域回収でも採算性が

 確保されることは自明である.よって,質・価格に着目すれば,最適規模の議論も可能
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                                         無難齢帆繋鋒寒き餅褻榔『皆皆となると推測される,注8)本稿では,宮城県の事例分析の結果に基づいて,「農林水産業を基幹産業とする地域」一として一般化している.確かに,地域固有の産業構造があるため,一事例をもって一般化することの困難性はあるが,宮城県の位置づけは以下のようになり,宮城県を一般的事業漸数(件)§
                                         一一一■■一一一一■一一一一■一                                       
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 な事例として支障は無いと言える.r総務省統計局平成13年事業所・企業統計調査結果」

 による事業所数では,注図2-1のように,関東・近畿等の工業地帯を除けば平均的な位

 置にある、本稿の事例分析に使相した事業所分類項目(製造業・建設業・鉱業)と農林

 水産業の都道府県別割合(注図2-2)でみても,東北6県のうち4県,全国でも約半数

 (22県)の構造と類似している.一また,都道府県の面積で事業所数を除した集積度(単

 位面積あたりの事業所数)は注図2-3のようになる(集積度の高い東京都・大阪府・神

 奈川県・埼玉県・愛知県・福岡県を除く).東北6県のなかでは集積度が高く,宮城県は

 廃棄物交換ネットワーク(人為的物質循環系)の構築可能性は他県に比べ高いと推測さ

 れる.したがって,本稿の事例分析から,宮城県よりも集積度が低く,農林水産業を基

 幹産業とする県では,さらに農外産業における人為的物質循環系の構築が困難であると

 いえる.よって,都道府県別の産業構造の相違は当然あるが,農林水産業を基幹産業と

 する地域での農外産業を中心とした人為的物質循環系構築の困難性についてはある程度

 共通しているものと推測される.
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 第3章農業地域の環境負荷低減策の検討

 一北海道十勝地域でのバイオガスプラント事業を事例に一

 本章では,農業における人為的循環系の構築による環境負荷低減策について,大規模畑

 作・酪農地域におけるバイオガスプラント導入を事例に検討する.バイオガスプラントは,

 後述するように,酪農家から排出される廃棄物としての糞尿を嫌気発酵することで,可燃

 性ガス(メタン)を含むバイオガスを生産するプラントである.バイオガスはエネルギー

 として利用可能であり,発酵後の糞尿(消化液)は肥料として利用可能である,つまり,

 従来の耕畜連携にバイオガスプラントを導入することで,廃棄物処理(肥料化)と同時に

 エネルギーの生産も可能となる.北海道十勝地域では,近年バイオガスプラントの導入が

 進行し,既に数多くの実働プラントが見られる.本章の対象事例に同地域を選定した理由

 はここにある.

 前章(第2章)では,農外産業において,生産物(製品)を変化させずに,製造プ・セ
 スからの廃棄物・副生成物を事業所閲で交換するネットワーク(人為的循環系)を形成す

 ることで環境負荷の低減を図る方法について検討した,第2章では,事業所間の廃棄物交

 換ネットワーク形成には再資源化(リサイクル)技術の導入が必要であり,その環境・経

 済両面でのパフォーマンスがネットワーク全体に及ぼす影響が大きいことを示した・廃棄

 物交換ネットワークの概念を農業に適用する場合を想定すると,生産物(作付け作目等)

 ダストリアル・エコシステムを定義する上での4つの特徴(インダストリアル・工訟シス

 、ギー消費量が減少すること(エネルギーの消費効率が上昇すること),③廃棄物が減少する

 尿の堆肥化では③の便益は得られる,①と②は,堆肥の非代替物である化学肥料との比較

 蕩ネルギーバランスを検討する.最後に,バイオガスプラントから得られるエネルギーの農
 書,i外産業分野への輸送・貯蔵とその利用方法についてエネルギーバランスと経済性を検討す

麟
 難1を変化させずに環境鯖を鰍するためには波動の異なる農糀ないし農家内部の
 /異なる生産プ溝セスを結合する再資源化技術を想定しなければならない.従来の耕畜連携
 鵜1は隊畜蘇雄肥化し・耕種農家で利用するというネットワークイヒを想定していた・つ

雲

 /瓢家畜糞尿の堆肥化が磯源イヒ技術と耀づけられる・Ger七'er(酬の示したイン

 で す

 いヨで
でき

 “テム形成によって得られる4つの便益),①バージン材の投入量が減少する・こと,②エネルー

『

r

す

■

 爵・こと,④市場価値を持った製品(副生成物)の量と種類が増加すること,のうち,家畜糞

 慰鷺論馨籍灘鷺織れむ囎響霜野鵬欝暴騰 『
『

で
 鵜鑑と訴額欝欝騰勢で灘黒蜜簾灘欝欝
 圏へr

 』■
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を
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 r縮をバイオガスプラントで結合し,ネットワ」ク化した場合(農業分野の物質循環系)のエ ー1■
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z華};峠蕊“一卓βr{『“澄『一走湛耳“き“『畠華、翼、≦達、z“誰峠蕊“

  多r・一・“旨旨『…葵藻、..葉叢つ農緊業器一銑.1季一総勢1)バイオガスプラントの概要“避爵1バイオガスプラント(以下熱
  /lタン発酵させることでバイオカ
  黙生成し,これを利用して電力適=季、
  顕“ミ該毒i灘蓬雪も導、琴青きぎる事ができる.メタン'発酵で1郵ll『原料有機物中の炭水化物・た.簿無難質量脂肪が嫌気臆により加71これ,低分子の有機酸が生成さオ
  ご毒・～、蒙、、ヨ奨ぎ-、華～“・凄“ぎ湛一『凄一・、一審薮・にこの有機酸を利用してメタ齢臨タン。co2を生成する(新井ら・!縦BGPは,複数の農家や廃棄物黛、戴嚢から原材料を収集する大規模欝郵型」と,畜産農家一戸ごとに看黙る「個別型」に大別できるが
  豪球ムの概要はほぼ同一で,図3一

  段典、;笹ぐi-言・護～副藁鼓“欝軸のである.家畜嘆尿等の藍籔加水等の水分調整が行われる。主・碧籍発酵槽(b)からは,原材料の投騨数回バーフローする.これを消イ
  ー.、無難豊～一手き澤識量羅吏瀦≦翻れる.一方,発酵槽(b)から発`畿化水素)は,脱硫装置(d)で硫イ鰭(b)は,良好なメタン発酵を継蜂疑.酵」の場合).原材料は大気温蝕、、
  馨肇鎮拳繕醤譲『雛誌低下するため,発酵槽の保温、難用いたボイラー(9)が必要とな

  選.凄慧-毒γ蓄記講瀬ま、『馨『、藻葦ミ毒-・黛撃壌叢章、鑑発電装置は,軽油とバイオが臨刈オガスのみを燃料として不離鰹。農場内の電力需要(プラントしてガスを貯蔵し,ガスホル騰る,またはM僻を常㈱以上がBGPの概要であり,
  寒擁濠1≦毒薄舞“義概.時点)では,原料貯留槽(のは難ll『～脚0㎡である濃場(250であることから,原料貯留槽(鋭覇劉を貯留できる能力となってい辮欝次に,現在のBGPの問題点獣総

 
 

一難や驚～、耳難球マ毒薬耳.幽耳麗i、、齢 観話熱■魏都計.、

 バイオガスプラント(以下「IB(}動と略記)では,家畜糞尿・厨芥類(生ごみ)等をメ

 タン発酵させることでバイオガス(メタンとCO2,微量の硫化水素等を含む混合気体)を

電力
 粛{鸞

 輿.熱

 _』響/「ll轡…響
 ,擁f癖欝

 i槽(a)皿」…一、:1.一■

 図3一蓬BGPのシステム7羅一

 なものである家畜の糞尿等の原材料は,先ず原料槽(&)に投入され,撹拌による均質化と,

 加水等の水分調整が行われる次に原材料は発酵槽(b)に一定期間内に一定量が投入される.

 発酵槽(b)からは,原材料の投入量と同量の消化液(メタン発酵が終了した後の糞尿)がオ
 消化液は肥料として農地に散布さ

 れる.一方,発酵槽(b)から発生したバイオガス(メタン60%,二酸化炭素40%,微量の硫
 化水素)は,脱硫装置(d)で硫化水素を除去した後,ガスホルダー(e)に貯蔵される.発酵槽
 (b)は,良好なメタン発酵を継続させるため40℃前後に保温されている(いわゆる「中温発
 酵」の場合).原材料は大気温とほぼ同等の温度であり,その投入時には発酵槽(わ)の温度が
 低下するため,発酵槽の保温のために加湿が必要となる.このため,バイオガスや灯油を
 用いたボイラー(g)が必要となる.また,農場内の電力需要に応じ,発電装置(めを稼動する.、
 発電装置は,軽油とバイオガスを混擁するディーゼルエンジン(デュアルエンジン)や,
 バイオガスのみを燃料として利用できるマイクロガスタービン(MGT)が用いられている・

 農場内の電力需要(プラントの維持を含む)を満足して余りある場合は,発電装置を停止
 してガスを貯蔵し,ガスホルダーが一杯になると燃焼装置で燃焼(つまりガスを廃棄)す
 る,またはMGT等を常時稼動させつつ系統電力に逆潮流設定し,売電することもできる・
 以上がBGPの概要であり,北海道士幌町に導入された個別型BGPの事例(2004年8月
 時点)では,原料貯留槽(&〉は50～75㎡,発酵槽(b)は400～660㎡,消化液貯留槽は3,200
 農場(250頭規模)の一日あたりの糞尿排出量は約15トン(io数㎡)

 であることから,原料貯留槽(&)は約3～4日分,消化液貯留槽(c〉は200β以上分の消化液
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 1、1勢GPの問題点は,第一に消化液の処理であり,第二に投入エネルギー量と回収エネルギー
 ,ill量のバランスである.第一点目について,従来の糞尿処理は水分調整(脱水)による減容

 “犠藁講義黙黙購欝蟻欝潔鰻製筋豪書換お
 叢よう礪形分が多く含まれる場合1ま・加水して流蝋餉上させる鞭をとる腰もあり・
 ・,・.容積は増加することになる.したがって,消化液輸送に伴う環境的・経済的コストが従来

 ilの燃こ比べて増加する朧性力弍ある・就松田(2002)が指摘するようにβGPの設
鶴嫌驚欝蕩欝鑑蓑磐齢鑑識翻諜難
  ねデで

 蕪酪農家では糞尿処 嚇条件力滉かけ上消滅隈家経営の観鰯1麟頭数を
 貢1脚させることが合理的始動となる・しかし讃産難問題のうち涙購一部の問題
 溶を解決し,畜産環境関連法への対応が可能となっても,農地への糞尿投入過多という問題

 轡鰍されないばか暁むしろ悪化する朧齢高い・
 ドイツでは1990年当時100基程度だったBGPが2000年には1,200基を越えた.この

 il痴な鰍ラッシュの欄こ嶺g9・年の同国の電力供給法による環境保全的な生産電力

 鵡諜魏欝麗継渡轟膿論総論禦誰、深思
 .綴織黙秘轟禦鶴麟灘響灘灘繋講犠認
総灘灘欝欝窒灘鷺灘鑑灘魏魏券離

す

 

マ

 1ぎ妓点を上回る収入を得ることが可能であることから,混合発酵が一般的な形態となりつつ

 lililある(淡路,2002).一方,EU加盟国であるドイツは,EUの「農業に起霞する硝酸塩に

 瓢鷹繍臨臨轟轟岬筆濃轡叢論、瀧雛。
 照年1畑地の場合は6月30日までの半年問は2iOk響/搬・年,7月1臼からの半年聞は

 .言.蜘k幽・年とするものである(前述のEU硝酸塩指令976/9・では緯・7・k幽'年)・
 》寒た,土地利潮型農業の場合は10ね&以上の経営体で窒素について毎年,リン・カリについ
 ギて3年ごとに投入栄養・排出のバランスシートを年度終了後6ヶ月以内に提出しなければ

 滋参らない・こうしたヂ適切な農業活動」に故意または過失により違反した場合・最高3万
 汐ノレク(1万5千ユー・繭200万円相)の罰金が課される・ドイツでは・1992年のC鯉

 _1◇改革(マクシャリー改革)以降,EU規則2078/92に沿って農業環境政策プログラムが実施

撃搬無謬鷲奪詰論醜議難繍黛譲罐
 霧インセンティブを働かせる法律を整備する一方で,農地への投入過多を防ぐための措置(バ
 灘ヲンスシートの提出義務付け,罰金等)が整備され,βGPの増加に伴う消化液の処理問題・

嚢
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 膨家畜飼養頭数の増加に対処していると考えら泌
 灘,一方,β本でも1999年に農業環境3法が施行され,2004年10月をもって「家畜排せつ
 献物法」の猶予期限が満了する,このことが近年の家畜糞尿を利用したBGP建設の増加要因
 靴『ともいわれるが2),これらの法律や環境基本法は,家畜糞尿の素掘りラグーンヘの投入や野
 離『積みを「不適切な管理」として,これに起因する汚染を防止する観点から「管理基準に沿
 難つた施設整備」を行うことや,r地下水の水質の浄化に係る措置命令等」に依拠して,都道

 難府 は家 の 止のための 備を命じることが といったように
 欝忌(末國,2003),農地への投入許容量を明示して規制するものではない.つまり,日本には,

 膨1・。B脚設置に伴う家畜飼養頭数の増加と,それに起因する家畜糞尿の農地一の搬入の発
 『生を規制する法的枠組みが存在しないことになる3),

 第二点目について,松田(2002)は,消化液の利期とそれに伴う化学肥料投入減が想定

 されない(つまり消化液を汚水として処理し,溝川放流できるまでに浄化する等)場合,

 膨1投入エネノ と回収エネノレギーのバランスは非常に困難であると指摘してい綾沼ら
 襲(2002)は・酪農学園大学のBGPの鰍運転実績データを基に蕊30～140頭規模の酪農
 難繋 プラントの  的脚数を算出している・その結果財オガスか
 轍得られる禾棚能エネノレギー(電力とし %識して 3・%)カ㍉プラント設備
灘灘篠灘鵯儲甲職繍鄭謝肖鱗
 /難を製造するために必要なエネルギーを差し引いた場合で3年であった.また,菱沼ら(2003)

 “『

一

 三“

一

 は,同様の枠組みを用いてBGPの経済的成立要件も試算している.その結果,消化液の有

 瀬効利用による間接的な収益性(化学肥料の購入費用の減)を考慮しても,充電価格が一般

 翻、余剰勧構(2-4阯鴨)の場合は投入朗トが、。。年以上償還不可能であった.プラ
 翻、ント建設コストの75%が補助された場合,20年の償還年数を満たす充電単価は約9円/kW虹,

 きl19・%徽の場合は約3触陥であった4).以上の欄は,プラント単体を対象とした評価
 、贈鶴経済的には問題が残るも⑳エネルギー収支の観点からは上ヒ較釣り一ズナブノレ

 .,な結論となっている.しかし実際には,消化液の処理は酪農家内部だけで完結できない可

 、ll雛もありプラントの運耽酪農家の自給飼料栽培や耕種農家の営騒動までを含めた
 、『『評価を使って改めて評価する必要がある.言い換えれば,耕畜連携の中心にEGPを置いた

 r搬繊農業のエネノレギ硝費をBGPからの鵬エネノレギ鱒まかなうことができるか・
 ゴr震いう評価になる・以下では・EU硝酸塩指令2078/92相当の規制が適爾されると仮定し,
 翼北海道の大規模畑作・酪農地域に個別型BGPを設置する場合を想定してLCA的にエネル
 ・1潔一バランスを評価する.

 ☆2)機業分野におけるバイオガスプラントと家畜飼養・飼料作物栽培のエネルギーバランス
 鋤イオガダラント(以下BGPと劇による資源循環のイメージ
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 図3-2に,個別型B(}Pを中心とする物質循環のイメージを示す.家畜飼養サイドでは,

 垂牛舎からの家畜糞尿は,専絹の機械(図では小型のホイル翼一ダー)によって牛舎から取

 り除かれ,BGPへと搬入され

 る.プラント内の糞尿および

 バイオガス,消化液のフ滋一

 は前述の通りである.消化液

 は貯留された後,専相の運

 搬・散布装置(図では250馬

 力のトラクターと,容量20七

 のスラリーローリー)を用い

 て飼料栽培サイドで液肥とし

 て利用される.飼料作物は最

 終的に家畜へと給餌され,循

 環が完結する.この循環の過

 程で取得可能なエネルギーは

 BGPからのバイオガスのみ

錨
含 照臨職噛ト

 、バ“スプーント

 蜜畜飼養サイド

 =消化液

 灘
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巴 飼料栽培サイド

消化液
 (液肥)

頓旗随風構様謝郭樺様犀輩塾

 図3-2バイオガスプラントによる資源循礫のイメージ
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 であり,消費されるエネルギーとしては家畜飼養サイドで必要な電力・化石燃料,および

 飼料栽培サイドの営農活動に必要な化石燃料が挙げられる.以下では,EU硝酸塩指令

 2078/92相当の規制を前提に,家畜飼養サイド・飼料栽培サイドの飼養・栽培規模とエネル

 ギーバランスについて検討する.

 ②家畜飼養のための飼料栽培規模の推定

 酪農で飼養する家
 表3一譲乳牛飼養に要する葉日あたり養分量

 畜(乳牛)は,搾乳
位乳敵

 牛,未経産・乾乳牛,体重裟g650600350
 携体田量靴/d鍛0α崖7
 育成牛の3種類に大、、、に要すC欝k露α5810.5480、766
 る養分量M臓MJ68271.677.2

 討では,総頭数200る養分量M眠M」1薩6◎COG
 給与水準の補正1、03荏1
 頭とし,内訳は搾乳合計CP裟琴2・380・55G・77
 M覆…MJ歪90.347歪.6077.20

 牛難5頭,未経産・
 出展:引潮文献(農林水産霜農林水産技構会議事務局,畦999)

 乾乳牛35頭,育成

 牛50頭と仮定した5)飼料設計では,まず要求養分量(表3-1)を求め,要求される

 C藪CrudeProtein:粗蛋白質)と瓢E(Me搬boliz&bleERergy)を満足し,なおかっ乳牛が

 食べきれる量(乾物ベースで体重の婆%以内)となるように,飼料成分表を参照して飼料の

 種類と量を選択する.

 表3-1の「維持に関する養分量」は,鍔本飼養標準乳牛聾99年版(農林水産省農林水

 産技術会議事務局,1999)からの抜粋である.これに乳量25k竃細,乳脂率3.5%の牛乳を
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プ“三一難1ミ鋭灘。難き艦、ぎ馨、、“鎮き熱吾貯『卑蓑『

    苓誉難ぎ豊熟郵浸“一・噴一章律、養鰻生産するための「生産に関する養分量」を付加し,
    .卸!i

    今疑合計養分量を求めている,給与する飼料作物は表3

    遷警護分量を,表3-2に示した3種類の飼!、

    函・桑炎■さ再現冠雪§一糞驚『獣料でまかなう場合,それぞれの給与量と嚢/lCP・ME,要求量(3-1表中の「合計」)
    、馨欝トウモ

    、景、ーー葬.一.噸童部盤㌧1離職1数に対する充足率は表3-3のようになるトゥモ棄・アルフ6)欝・蕃出展:引用
    墓婁ξ一葦『、一、こr“{7義・『、“裏rI諜、次に,表3-3の給与量を確保するた器`。聾表3-3飼料の給与量(1.蟻『
    奪“『無籍与羅CPM把物給与量

    嘱裁トウモ覇皿シサイレージ16.0α35243.51L868.OGi≧!l『トウモ口調シ7.0(L6総9(L40、953、7
    鱗1アルファル万牧草乳01鋤鰯α74α3懸・ム言}30.02、333喋9G5噂3.54准2G

    .!凄熱要糧急38銅9α3奮建9エ910α1

    標津馨謹・毫轍難総表3-4飼料作物の身ry“
    難、(k/h3〉・(%)、麟

    誤へ■一漢貸fβ一ξ慧一戴驚襲霧ヴ!lil§§1§i§畿

    欝欝糠量は北髄+勝支劇玉999)および槻膿業獺対策本§嚢脂鞍壷給与時乾物率は引用文献(農林水産霜農林水産技術会議麟務局,難.i臨鞍めに必要な栽培面積を推定する.そ塞離れぞれの飼料作物の収量を表3-4
    構難のよう甑定する淑灘後の飼料
    一葦トウ母購篇シサ

    黛藤蕪『/一難虜・、義ミ譲“、1巌籍・作物(原料)の乾物率と,給与するトゥモ囎シ継料の乾物率は異なるた配れら  ゆ欝1の比を補正係数として収量に乗じることで,給与目難表3-3の給与量を合計200頭の乳牛に給与した時収量で除すことで,飼料作物の栽培面積を導出す
    》飼料作物の合計栽培面積は約81h&となった・凝
    舞③家畜からの糞尿発生量の推定 

   
湛“瀞・選濤銀星類一等難雛、鰍ジ■■『一1一『∫一r・

    聚ミ『“横奪-綴三態.籔1・1、i=ミ・
    ≠養彗諜羅識蕊r42動、r鮮=
    彗憶『廉一輪換、、

 表3-1に示した

 表3-2給与する飼料
 単位:%MEのみMJ承)
 2分CPM獲

 トウモロコシサイレージ74、薩2,22.72
 トウモq瓢シ給.58.8荏2、92
 アルファルファ牧草10.6硅g.58,08

 出展引用文献(農林水産翁農林水産技術会議事務局,紬99)

CP

 O.1フ6

 G、326

0,059

0.560

0.548

 葉02,2

 M薮

 2葉、8

 4フ.8

2.4

72,0

 7葉、6

100.5

'(%)
25.9

86.5

 89、4

 (t激M獲のみMJ/k)

 物,q与量CPM区物
 5.933.OO.0668.22、22
 0.504.20.37〔)54.30.57
 0.03嘆.80.351嘆4、50.薩9
 6.469.00.78777、02.98

0.76677.2
 1G2.799、7

 正、
 1、嘆6

0.35

0.34

Jq

 表3-5飼料作物の栽培面積

給与量合議姦味反収
 靴銭/わa

4,i33,32559,768
190,3483,988
 確66,075歪1812

 (靴/h自)
59,768
3,988
11,812

 栽培面■
 h呂
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 撚れを土壌翫
 籔する隙圃基
 難準(170kg囲
 獣を遵守すると仮
 膨』.定すると,必要
 膨・鰍地面積は約
 きヨを三三す

 膨8蹴となる・ま
 難』た,本節の前提
 鯵1条件では,糞尿

 髭の糠翫に必

 前節で設定した飼料を給与する場合の前提条件と,それに基づく糞尿の年間発生量と窒

 素含有量の推定結果を表3-6に示す7),年間の糞尿発生量は2,27畿となった.これに含ま

 れる窒素量は
 表3-6糞尿の年間排出量

 13,910k霧であり,

 頭数(頭〉
 平均体重(kg)
 平均乳量(㎏/頭・日)
 平均増体量(㎏バヨ)
 平均乳脂率(%)
 DCP(乾物率%)
 給与量(㎏PM/頭)
 TDN(乾物率%)
 CP(乾物率%)
 全リン(乾物率%)
 ふん乾物率(%)

"5

650

25

3.5G

5.16

13.54

68.50

 壕7.23

0.27

拓

5
0
3
06

4.55

6.46

 69、1G

8.67

0.27

 薩5

e
O

 5
鑑
》3

0.7

71.44

26.39

G.28

絡

2.98

200

 ふん量(生十尿量,t/隼)
 ふん中N(報酬/年)
 尿中Nk韓/年)

1,840
5,680
 5,確20

291

46G

6go

 薩432,274
59(}6,730

 荏,3707,硅80

 *DCP:可消化糠蛋白質,TPN:可消化養分総鰻.鱗料成分蓑を暴に算建.

 要な耕地面積(82ha)と,酪農のための乳牛飼養に必要な飼料作物の栽培面積(8燃a)が

 1影ほぼ一致した.このことから,総計200頭の乳牛による酪農では,飼料作物栽培耕地と糞
 蕊湶の土壌還元耕地が約80強aでバランスし,「循環的」にr適切な農業活動」を維持できる
ぐすで

 il河霧誰が示唆された8)・
 薯④バイオガスプラントによるエネルギー園収量の推定

 総・乳牛の糞尿1t(=約i㎡)あたりのバイオ
 駕、豪3-7エネルギーのバランス

 ll,雛灘麟灘膿塾_壽暴..、,費量.、警叢
 ぎ』MGT定格電力出力kW30
 ミそ二・は68・220㎡になる・バイオガスの発熱量をMGT定格熱患力M」/h326

 バイオガス供給量m/年68,220
 1i1234M」(5・59Mc&1)とし・マイク耐スター渤供纒敦wh・年1・盈959

 繍難惚璽蝦爆勢姦繍麟婁量鵬鷺・瀦
 (約60,000kWh)と,BG碧の稼動に必要な

 蕊電力量(約88,000kW蓋)を合計すると,約i48,000kW蓋となり,酪農とβGPの維持に必

 襲要な電力量の全てを供給することはできない'しかし轍給ではBGPの維持(発酵槽
 1灘』》 熱 000M」)を 上  め 表3㎜7のよ
 1綴購蝋鷺雛織慈器想一一
 載物質。エネルギーの出入りを検討弧蝋牛舎と鯉の擶管理(家畜飼養サイド)
 難.および飼料作物栽培(飼料栽培サイド)で必要なエネルギーが投入(消費)されると仮定

 ・
謙

懸
じ

 『、～ξ
 一r

r
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旨
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騨

 襲㌻,

 敷ヒする.飼料は80h、の農地での飼料栽培により100%自給可能と仮定する、肥料としての窒
 辮、素分は,8。h歌の灘こ還元畝禾盛れてレ、ると仮定し,外部からの窒素分脚.力
 欝“り等(化学肥料)の投入,および農薬や農業胴ビニール類等の資材は捨象する.生産物と
 簸』しては,酪農の主生産物である牛乳肥育用として経営体外部に流出する雄子牛,さらに
 齢『B(建から得られる電力・熱とする.副生成物としての家畜糞尿は全量が飼料作物栽培時の

 膨一.肥料として利用されると仮定する.

 獲謙難惣獺響鷺蕪灘灘鱗1
 騰一方生産側では,乳量はi頭あたり露量25kgと設定してお吃搾乳段数を300日とすれば,

 襲.年間1頭当たり7,500k琶となる.また,この規模の酪農経営からは年間50頭前後の雄子牛
 総が肥育罵として経営外部に流出する.雄子牛の体重を平均30kぎと仮定する.牛乳と子牛は

 …欝饗髪一
 驚継齢illlilllに

 欝 食時の
 騰、1・エネルギーと乳ooqoOO

 鬱する仔牛は肥
 齢育が前提であ1㈱。。。勧
 /、高鷲箏。騰

 難5。%として,経『

投入産出
 をですマで

で

 壅蔽営外部に出荷
 図3-3エネルギーバランス

 騨される際の工

馨
 ,馨

            約200万績」一一■一一一一牛乳24i5,000宰2一一一一一一一■

      

      化蕎燃料約35万㈱
      5フ8,達00一一一暉一^竺ヂー“一=」=・一『勧麺曝一一      制一連86,360一骨一一昌トー一一一冒』一』,齢375.lBGPからの供給分i      ,「.蛎。lill一.鞍、1.じ『一一-精一,一一一-臣,、一一'膏』一'帰』一昌'一-一一一一一一'憲雛勲}

      購購8GPの需要分一

 ネノレギーとした1}).

 以上の前提を基に推定した生産・消費のエネルギーバランスを図3-3に示す.電力・熱・

 藻「燃料等だけを評価対象とする場合,エネルギーバランスでは約35万MJ(軽油換算で約
 辮…1)の投入過多(赤字)となる力弐,生産物として牛乳と肉の摂食麟ルギーを加算す
 鰍ると繭2百万M」の醐超過(黒字)となる・BGPが存在しない胎(索2と歯・の差分)
 /でも,縮万M」の灘超過となる、つまり,鯉の撫にかかわらず,牛乳と肉の搬
 難日新ノレギーをこれらの物質の保有するエネノレギーと仮定し鳩合,自然エネノレギーを有

難

で

す

で

 1』効に変換し,人間等に供給するシステムであることになる.摂食時エネルギーを考慮しな

ロ

 、い場合,バイオガスプラントを設置してもエネルギーバランスは投入過多(赤字)となる・
すき

で

 膨1しかレ    “オガ  本  から約22%
■■

棄

 騰
1

 』三■
 一■戸『

す

華

 鋤1、“
 、
“
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数
舞

 膨1増加(一 り緬・購2i・㎡一)することで解消轍あり・ドイツの例のよ
 鞍、う襯合発酵方式噂入靴より・バイオガス(メタンガス)発生量餉上することがで
 l/諮繊化石エネルギ“に依存しな嚇棚能な循環型農業が実現できることになる'2)・
 懸、北海道士幌町でのヒアリング結果によれば,酪農経営体の多くは飼養頭数200頭に対し

 欝腰膨黙黙欝認欝凱灘繋脚高爵あ
 熱場合,耕地面積に対する牛飼養頭数は約3.1頭ノh&(肥育牛含む)であり,本稿で示した理

 齢1、想的な数撤ある2瀬田aと極端に乖離して1まいない・バ材が袖来のエネノレギー膿
 難作物栽培に必要なエネルギー(トラクターで使用する軽油等)に,エネルギーロスを極小
 鮮化しつつ転換するという技術的課題が克服でき,なおかっ畑作農家(飼料作物含む)と畜
 鰹』産農家が連携して窒素投入量水準を一定限度内に抑制できれば,耕畜連携による土地利用
 熱型循環型農業が実現できる可難もある,
 難1以上のよ弧BGPには瀬資源化技術としての環顛の+分なパフォ幅マンス醐待
 髄・

 膨できることがわか売経離に関して1瑳沼ら(2003)はプラント建設費用や充電に

 鰍竺聯論義羅欝高騰犠奪篇竜繍1
 撫1.、かかる補助金が必要としているが,前述のように菱沼ら(2003)の分析以降,βG整の価格

 ざヨで りでぐ

騰欝欝錨讐欝騨欝欝螺璽猛
 鷺、1来購入していた化学肥料への代替によって得られる。しかし,酪農家で消費する電力と熱
 1、負『の量は,BGPによって得られる電力・熱よりも小さい場合がある・つまり,BGPから得ら

 ll』れるエネルギー的・経済的メリットは,酪農家と耕種農家をEGPで結合する循環系だけで
 馨海は十分には得られない・よって,バイオガスをエネルギー需要先に輸送するシステムを検
 雛討する腰がある.次鞭は,バイオガスの輸送・貯灘ついて環境・経済両面から検討

膨隆
馨

壌
黛

 r、「華
 .摯

舞
構

三遷

灘

黛

講
 ・
、
耀

を
 

馨
講

 蕩、

 ぎ。3)バイオガスプラントからの余剰ガスの農外産業への輸送・貯蔵に関する考察

 熱螂膿家訓オガスプラントの現状と課題および対象事例
 ll』、護灘塀弊灘灘難論駈落灘難器雛饗
 欝3GPで得られたバイオガスは,コージェネレーションシステム等を介してBG澱備を含
 鮮む農家のエネノレギー需要(電力・熱)を賄うことに用いられる・農家の需要を超える電力

 1麟電力鋤こ販売する場合もあるが,これが不可能塒比較的規模の小さv欄農家用
 雄Gpの場合には糞尿から取得したエネルギーが有効に活用されないことが開題となる(松

 岡,2004)、
 誉おGPからの余剰エネルギーを社会に還元することが,農家に新しい収入源をもたらすと
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 鱗1購こ,わが国のエネルギ欄題解決の一助となるためには,躍からの余剰エネノレギー

 鱗灘鼎羅論難)禰_菱沼ら㎜)に
 膨1よる個別農家用BGPのエネルギー評価,猫本ら(2002)の投入化石エネルギー・環境への

難舞欝鷺轍雛灘茎硫誘醗騎灘副馬講
じで

 難1、(羽1 ・200練田ら・200晒野。鵜フll・2002)等が挙げられる・しかし・個別農家相
懸締臨舗搬鱗驚霧雲欝姦卿
 韓灘攣撒簾牒灘響llを蓄携擁護蔽詩聡麟言

 継継一一農一…一一一一町
 彫i一表3㎝8方ント設置(綻)鷲の鞭

 単位A羅BC-DE蒙FG
 飼養頭数頭2102002602雄280400400
 総バイオガス発艦量(Gt)N㎡/day4沁3905074硅0546780780
 ,農家電力需要(a)kWh/d3y1嘆22082綿質81182124刀
 プラント電力需要(b)kW舞/dδy252240斜2252336480480
 『プラント熱需要(c)MJ/da4,5714,3535,6594,5716,0998,7"8,7蓬1
 総農蜜電力需要(狂a=斜b)kWh/day3644485303フ0454692951
 ・総農家熱需要(Ha=c)MJ/da4,5刀4,353{5,659-4,5刀6,0998,7穏8,711
 即Cまでの距離k薩1嘆 577757

 』1内のバイオマス資源,特に家畜糞尿を原材料とするβGPの設置を検討している、2004年
 ・、には2基の個別農家用BGPが建設され,将来的には合計7戸の農家にBGPを設置する計

 籔畔ある・本棚分析の醗条件1ま士醐の鱗型農業システムマスタプラン1こ準拠す
 膨鳶のである・表3一8にBGP設置農家の概要を示す膿家のBGPメーカーはそれぞれ
 瞭辛r異なるが・基本的な構成要素(発酵槽。スラリ樋タンク。ガスホノレ外脱硫装置'コー
 膨ジェネレーショ職備等)および単位糞尿量からのガス発生量は礁と仮定するぽた,
 欝lBGぞ設備を含む農家の電力・熱需要には時間的・季節的な変動があるが,本筋では1日あ
 膨1,たりの平均需要量をベースに分析する.士幽には,各農家からの余剰ガスを繊新工
 ▽ネ集中パワーセンター(EPC)謹に運搬し,コージェネレーション設備を用いて隣接する福

 祉施設に電熱併給を行う計画がある.各農家とEPCのコージェネレーション設備には,マ

 イクロガスタービン(MGT)を想定した.現在広く普及しているバイオガスと軽油のデュ

 轄蕪二蕪三論蓋梶奪漏雲熱1繍雛鵜錨麟悪
■

“

 撫灘ll灘護り 齪勲 と騰 
 醗1官、

鞍弱 齢
11
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 難ガスの輸送方灘邸プライぬる輸送(圧送)溜 ダ一轍したトラッ
 膨ク等による輸送が想定さ繍前者は環境面でも経緬でもイ ヤルコストが高く・ラ
 翻ンニングほストは低い.後者はその逆であるが,さらなる相違点はシステムの柔軟性であ

 欝.る.士幌町では近い将来BGP増設の可能性もあることから,トラック輸送が現実的であり,
 欝・.以下の分析もこれを対象とする14〉.

 、』室温においてメタンは超臨界状態であり,高圧化によって容易には液化せず,高密度状

 蕪嬰藻灘鷺熱論灘1,祭器鷺:総1
 雛1現実的であり,活性炭等の吸着剤を充填した低圧メタンホルダーの利爾を想定すれば,10

 雛1驚驚難陰欝蕪欝欝1蘇

『

 襲職稲「犠、鶏灘瓢総濃欝欝,臨難臓
 …『体を用いたメタン貯蔵に関する研究には,半沢ら(2000)等がある.容積比30倍でのトラ

 ック輸送は,パイプライン輸送に比べて大幅な優位性を持つことが期待されることから,

 本稿では容積2㎡の鉄製容器に活性炭を充填した輸送・貯蔵容器を想定し,積載量4トン
ますで

 騰1▽欝姦講関のトラックによる輸送噛す 

 鋸羅欝欝1醜星,,、,謎
 、.二酸化炭素(約40%),および微量の
 、』硫化水素である.個別農家用B(}Pに

 メタンを高濃度に精製する装置を併設

 、』すれば,燃料ガスにならない二酸化炭

 1』素を輸送せずにすむため,農家とEPC

 、・、間のガス輸送時の輸送効率を大幅に高

 i“めることが期待できる.しかし,精製

 警i装置の製造およびその使用に伴うエネ

 .1ソレギー消費(ユーティリティー)が新
 掛たに発生する.バイオガスの精製法は,

 蒙PSA(PでessureSwin琴Aαso署ption)法,

 電力二一;
 熱:一一・レ!

 バイ拶禰塑塑一■磯鱗0～iバ材ガス,一一一:
 1一■控≧iτ一"「

 ㌻謹蜜1遡
il

 メタン継の堺台灘あダフ

 図3-4精製装置の有無と物質のフ葭一

 7商圧水洗(スクラバー)法,膜分離法があるが,本節では実績が多く,データ入手可能な

 囎SA法とスクラバー法について検討する.

 スクラバ」怯は,スウェーデンのおG費でガス精製に用いられている技術で(S(}C,2001),
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 欝わ力弐国での適用事例も古く,暮召下017年壱こ畢ま下棚汚泥の嫌気発酵壱こより得られた 
 lllガスの精製に用いられていた(中條,1943).高圧条件下でバイオガスと溶媒(水)を接触

 させることで,水に溶けやすい二酸化炭素を分離する方法である.溶媒として利用可能な鎌

 .水が豊富な場合(下水処理施設等)では,溶媒を1回だけ使用するワンスルー方式が採用
■

■

 講できる識の場合…酸化炭素胴欄こ水に可溶嫌化水素胴蹴除去可盲目であるが,
 溶媒を循環利期する場合は溶媒中に硫化水素が蓄積するため,スクラバーへのバイオガス

 錐導入前に脱硫処理が必要となる.比較的大規模な処理容量(ガス量)での運転が効率的と

 難さ欝器撫ゼオライト等の吸着斉Uに封ずるガスの吸着容量(単位吸着斉哲あたり
 の吸着ガス量γの差を利用して混合気体から特定のガスを分離する手法である.日本では

 1963年に特許公告となり,ig90年代以降,様々な産業分野で利用されている(春名,2000)・

 硫化水素やアンモニアは吸着剤に残留し易く,性能劣化を招くため,PSAへのバイオガス

 導入前の脱硫・脱安が必要となる.膜分離法と同様に,精製過程でオフガス(濃度の低い

 鞍隷獣灘離郷f灘潔鷺禽欝
 》向上させると得られるメタンの濃度が下がる.比較的小規模の処理容量の運転が効率的と

 される(SGC,2001).

 ④余剰ガス量の推定

 個別農家用BGPからの余剰ガス量G8(㎡)は・,BGPを含む農家の電力需要を満足させ

 るためのMGT稼動によるガス消費量Gmgtと発酵槽の加温に絹いられるボイラーのガス消

 費量Gわをバイオガス発生総量Gtから差し引くことで求められ,次式のように表せる.

 Gs=Gt一(Gmgも÷Gb)(i)

 M(}Tの定格ガス消費量をCm帥(㎡癒)とレ,ボイラーのそれをCbとすると,MGTの
 稼働時間Tm帥,ボイラーの稼働時間恥とガス消費量の関係は式(2)・(3)のようになる.
 また,スクラバーおよびPSAの定格処理量をA(㎡/h)とし,それぞれの稼働時間をTscr,

 Tp綴とすると,余剰ガス量との関係は式(4)のようになる.

嚢

Tmgt=Gmgt/Cmgt(2)
 Tb=Gわ1Cb(3)

 Tscr=Tgs翫瓢Gs/A(4〉
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を
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醤

 BGPを含む農家の総電力需要をE&(kW蚕)とし,スクラバーとPSAの電力消費量を

 Esc望,Eps&とすると,総電力消費量mは,ガス精製しない場合にはE&と等価,精製す
 る場合は次式のようになる.
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   項目配位

   ガス精製処理量(スクラバー・PSA)A麟m/h

   繋言1MGT定格出力電力PmgしkW熱}畦搬MJ/わ3
   MGτ燃料蹴量MJ/h4MGT簸格ガス酒費量Cm麟擬/h
   ボイラー定格黙思力HbMJ/h2ボイラー定格ガス消費量CbN㎡陥
   建格電力消費量スクラバーJscrkWPSAUsakW

   rr『』・・『・、『、・、『、『、一㍉醗『甥斐朧肇熱回収率襯『PSAメタン園収率Rsa

   載齢鶴1影藤緊張、喜麟翻、バイオガス発熱量脚/Nm黙精製後ガス(メタン〉雛熱量経mMJ/N掘鑿一緊』誕.織一ズ難 1紅紫   濠講憾鋸馨薄紫“『一…臨蕪『=一襲属蕪表3一 示す数値と表・のG曲踊所与¢49霧臨.
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 余剰ガス最大200翼mとして

 メーカ一方タ環グ(仕様)

 メーカーヘのヒアリングから推定
 メーカー仕様書
 メ心力ーヘのヒアリングによる
推建値
 文献(松岡ら,2003)等による推定

推定縫
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 図3-5に士幌町内の農糊麟灘簿撫剰が禰送の概念図を示す.大村(2・・4)
 の検討では,士幌町におい懸燦欝欝謙灘秘を採用する場合と,バイオガスを大気圧でト
 ラックに積載し,即C蜜で輸遊繊圏霧縷の濾暖化負荷を比較すると,およそ婚年間の使矯

 脇鱒騰容積塊で3倍程度加圧圧縮して輸送できれば,30

 義3遡驚騰欝スおよびガ補選回数
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 表3-10にガス精製の有無による茶剰ガス量の農家ごとの相違および低圧ホルダーのi
 日あたり輸送回数を示す.農家叢滞の余剰ガスが低圧ホルダーの容量(60㎡)未満の場合,

 、EPCガス利胴用1基)のホルダーを,またそ

 れ以上の場合は,余剰ガスが60耀ごとに2基のホルダーを追加的に必要とすると仮定する.

 職3門葉設備の材料・素材名・重量

 重量(k)
 鉄370文献(嵐2002)から推定
 鉄870

 メーカーヘのヒアリング
 溝性炭壕,200

 餓荏β50メーカーヘのヒアリング
 活性炭300
 鉄750メーカ心力タqグから推定

 変換され,隣接の福祉施設へと供給されることとした.表3-9に示したガス精製量,MGT・

 ボイラー等の出力,電力消費量等の前提条件で,ガス精製の条件ごとに各農家の余剰ガス
 量・輸送回数を算出した結果が表3-10である.MGT・ガスホルダー・精製装置の材料・

 衷3一捻感度分析結果

 メタン濃濫
 +荏G%一10%刊O%
 一23.7-74.77葦.6

 -19.轟一67.97葉.1

 一国畦.3-75.37茸.0

 ガス発麗
 一薩G%刊G%
 一98.葉93.0

-98.996.5

-96.584.6

 MGT、,1'騒馬盥
 一10%刊0%
60.393.0

78.996.5

 74.28荏.6

 表3-9～表3-11の設定をベースシナリオとし,これに基づいて,素材製造,ガス精製・
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 輸送・貯蔵およ鯉C脚矯驚譲鰯鯵
 段階の温暖化負荷量を推定骸掩図2臓磁蕎素i
 材製造段階,図3-7に輸送貯蔵鑛縁鷺識稼一

 動段階の温暖化鮪量をジ騨競騨欝鱗1
 の温暖化負荷削減量を示す」と蕊で欝登混暖化、
 負荷削減量とは,カーボン訟講侮ト婁ル糠簿幕
 ルギー(バイオガス)を瓢一ジ澱ネ、膨一難鄭ン』

 に利相した場合に,排出されなくなる硝嘩減す

 る)とみなされる商用電力・・化擶燃料に起因す
 る温暖化ガス量である.

 ベースシナリオにおける低圧黙ルギ訟基数
 は,精製なしとPSAの場合・18基,rrズクラバ

 ーの場合で絡基となった.また,』癖SAの場禽
 でばEPCへの輸送ガス量が他の方式に塊べて
 多いため,出力30kWの蟹G艶を雲華追加す・
 るとした.

 園3-6～3-8中のエラーバ申は}表3-9

 ～表3-11に示した前提条件となる数値(ベ

 ースシナリオ)のうち,不確定な数値を±⑳%

 変動させた際に結果(環境負荷量)に与える影

 響を考察するための感度分析(表3-i2)の結

 果の最大値と最小値,つまり結果の変動幅を表

 している.

 素材製造段階(図3-6)は,低年ホルダー
 および精製装置の製造段階での環境負荷であ

 る.ベースシナリオでは精製なしの場合が最も

 負荷が小さい.PSAの場合,オフガスはボイ

 ラー燃焼すると仮定したため,精製に回すガス

 量が増加し,輸送設備が精製なしの場合と同等

 程度必要になる.発生するバイオガス量が

 io%増加した時,精製なしの場合で追加的に

 必要となる低圧ホルダーの製造に伴う環境負

 荷の増加によって,PSAの場合に匹敵する環

 境負荷が発生する.図3-7は,輸送段階(蓋0

 年間),つまりトラック輸送のための燃料製

 造・消費に伴'う環境負荷である.輸送ガス量(容
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14Q,000140,000
 絡達8

32,00036,000
 達84,000200,000
320,646480,654
 6,4壌39,6蓬3
190,413209,613

3,061,554
 40,8476葉,23謹

19,992,438
 葉8,31127,448
 59,葉5888,679

 一謹20,934
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 関連に60%の補助(約1億露千万

 ・円)により10年で黒字転換が可能

 となる.精製なしの場合1こは,同

 様の補助率(補助金額約3千万円)『

 の場合,5年未満で黒字化可能であ

 るが,ガス発生量が10%低い場合

 には補助があっても45年以上黒字

 化できない.

 環境負荷と経済性の関係は,べ・

 一スシナリオの結果で図3-10の

 ようになる.スクラバーの場合,

 表3一娼にベースシナツ欝難鶴鍬鐙郊闘の経済的収支を示す.収入には,商用購入電
 力単価を2・陥肱醜離離聯脚円aとした場合に・コージェネレーションの
 電熱併給によって相殺さ懸る農織鞍榊鐙した.EPCが電力・熱を供給するS町の医療・福

 く三「醗圏～、一、1三
 祉施設の電気・熱の購入料金獄錯囎繊繋労内以上であり,このうち700万円弱分の電力・
 熱がEPCから供給可能であ懸.精製簾藏の場合には10年間で約800万円の黒字となるが,

 その他の場合には約1億陽揮璽獺欝淡鈷藤まれる・黒字転換年次は・精製なしの場合8£
 年・スクラバ吻場合鋳轍鵬熱導は23年を超える・ガス発生量が蝋減少した
 場合,赤字額は1.7億円を超漆黒雛転換は90年以上見込めず,事実上黒字化は不可能と

 考えられる.

 バイオガスを精製した場禽自動華齢蒼いは農耕機械用燃料への代替も考えられる.軽
 油とメタンの発熱量を等価換奪鑓魂偶での利用を想定せずに自動車用燃料として販売し
 た場合には,猛PCの場合に犀へ猟ク』浮パー・PSAの場合には10年間で約1千万円の収
 入増が見込まれるが,赤字を相殺するには至らない.スウェーデンでは,自動車(バス)

 用燃料としてバイオガスを精製莉用す蕃ことで,BGPの収益性を確保しているが,これは

 自動車期燃料への高額課税政策嬉震鯵零要者(バス運行業者)にとってバイオガスが相
 対的に安価になるため,バイオガズの販売収入がIBGP維持に必要な高い水準に保たれてい

 るためである(酉澤ら,2001)1』士幌町の事例では,軽油単価が現行水準(80円/1)の2倍

 以上に誘導されなければ10年以内
 一2。1
 での黒字化は不可能である,M一一・i
 ・講スクラバーi
ハ ヨ ヒ
 士幌町の事例では,PSAで設備『一合ii
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 一3・2懸PSAi
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-3.4f
 一葉2-8-404

 達0奪間の経済収支(x10了円)

 図3-10螺境負荷と経済性の関係

 精製なしの場合に比べて環境面でのメリットは少なく,PSAの場合と経済性を比較しても

 優位性は見られないゆ.
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 4)農業地域における人為的物質循環系構築の可能性

 ①Gerも1e鴛の噂つの視点からの再検討
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革嚢
 以上の分析結果を踏まえ1農業錨欝総饑餓瀦災為的物質循環系の構築の可能性について

 検討する溜オガスプ鍵麟難曝す喬縫携(農業分野の内部完結的な
 物質循環系)を想定した場合酪鶴鰹i幾鞠i糧農家お1よびBGPの組み合わせでは・酪農家お
 よびBGPの需要する工勅難灘麟熱熱であるの馴し,βGPから供給される
 エネルギーは電力と熱のみ飾燃縛縄灘糧は酪農家(およびBGP)の瀬より
 も小さく逆に供糊融韓繍雛購び1慧GP)が瀕する量よりも大きかった・
 このように,エネルギーの需要叢繰総轄義数緊ッチがあることがわかった.また,既存研
 究によれば,バイオガスプデ潔振の鰹藩醜態立も困難とされる.しかし,士幌町のように
 地域内部にエネルギーの大口需要先が擦穫塗る場合,そうした需要先(農外産業)まで個
 別農家用BGPで生産されたパイ漆灘欝驚輸遷す為ことで農業地域における農外産業を含む
 地域全体としての環境負荷(エネ燃織潔聯繋λ・逢低減することができる・この時・エネル
 ギーの大口需要先では,従来の商胴震力磁化署燃料(ボイラー油)に,バイオガスを用い
 たコージェネレーションによる滋ネ霧馨篇供給が代替され,従来エネルギーの購入費用(農
 業地域外部に流出していた費矯)を農藁地域内部へと還流させることができる.農業で農
 産物以外の製品(エネルギ歴)を製造.販売することで,新しい収入源を獲得することに

 なる.このような酪農家～BG撃解証ネル鮮励講要先・耕種農家という循環系について,①

 バージン材の投入量が減少するこ磨③雛ネルギー消費量が減少すること(エネルギーの
 消費効率が上昇する;と),③廃棄物が減少すること,④市場価値を持った製晶(副生成物)
 という4つの視点から改めて考察ずる.。、まず,①については,13(}Pや輸送・貯蔵容器等の
 設置に関する資材投入は増加するが1・定常的なプラント運用過程では,循環系全体へのエ

 ネルギー投入量と,化学肥料(消化液によって代替される場合)の投入量が減少する、②

 は,循環系全体で見れば,系外部からのエネルギー投入が減少するが,系内のエネルギー

 消費量に変化が無いため,見かけ上のエネルギー消費効率は向上する.③では,廃棄物と

 しての家畜糞尿が液肥として有効利用される場合には,廃棄物の減少と捉えられる.④は,

 バイオガスを用いたコージェネセーシ欝ンにより,エネルギーという市場価値を持つ製品

 を増力轟させたことになる.

 前章で論じたように,工業分野における循環系の構築は困難な場合が多く,再資源化(リ

 サイクル)技術を考慮した場合でも,物質循環というよりは物質の変質と消費(カスケー

 ド型リサイクル)ないし物質の蓄積となる傾向にあった.ではなぜ農業分野を中核とした

 人為的循環系では上述の①～④の便益が得られる可能性が生じたのだろうか.前章で検討

 した廃プラスチックの油化やRDE化は,廃棄物によるエネルギー生産という意味ではBGP

 と同様のように見える.しかし,廃プラスチックの原材料は化石燃料であり,枯渇性のバ

 ージン材とみなすことができる.一方で,本章2節で検討したような,糞尿(消化液)～

 農地～飼料作物～家畜～糞尿および牛乳という循環系では,生産物の原材料は太陽光を源

 とする自然エネルギーであり,EG診はその一部を有効活用していることになる.したがっ

 て,BGPによるエネルギー生産は,カスケード型リサイクルではなく,エネルギーの生産
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 そのもので繍この点が聯繰鶴勲繍的雄異である一方・エネルギー生産
 以外の醸源化技駅つ曝露舞雛膿礫灘の醐源化技術では・リサイクル技術
 は問題ないが,コスト的な闇題が嚇難聴鰹灘欝と同等の晶質を持つリサイクル資材を生産

 できない状況にあったBGP灘灘繍欝脇とのエネルギーは・本章第懸で紹
 介したように,二酸化炭素とメ潔灘,謙糖搬素の混合気体である,二酸化炭素は内燃機関

 の燃料にはならず・硫化螺鯵継蝋醗騨勲腐食させるこのよ弧いわば品
 質の低いエネルギーが有効活用響毒欝欝能性塗縛りた背景には,MGT(マイク以ガスター

 ビン)のように・硫化水継鱗鱗麟滋墜おけば…酸化炭素との飴気体状態で
 も効率の高いコージェネレ贈シ灘翻漆百態襲懸る設備が比較的り一ズナブルな価格で存在

 しているためである・したが脅贋、農薬分野から他産業向けの資材生産においても再生産
 物の蹟蠣題は存在してレ廓購鱒題輝脚る技術(MGT)が存在してv・るため・
 BGPを中核とする循環系では帯揚価値誉持つ新たな製晶の獲得が可能になったといえる18〉.

 ②農業地域での循環系構築に向け塞探題
 (独)産業総合研究所ライフサイクルアセスメント研究センターズ2005)によれば,同

 センターが中心となって推進する地域滋¢A。プロジェクトの一環として,千葉県における有
 機性廃棄物(家畜排濯物・生ゴミ等)処理継のβG欝導入とエネルギーの利活爾が検討され

 ている.BGP自体は申條(1943)碗事例のように,下水汚泥の処理方法として古くから日
 本にも存在しており,今β的な技術的課題はいかに多くのエネルギー(バイオガス)を生
 産するかという点に主眼があるだろう,・しかし,消化液(発酵後の糞尿)の処理は依然と

 して重要な問題である.日本の農業分騨への懲G墾導入の先駆的事例である京都府八木町

 (2004)の事例でも指摘されているが,消化液を還元する十分な農地ないし草地を持たな

 い地域では,消化液を浄化処理(水処理〉し,溝川放流しなければならない.水処理に必

 要な費用はBGPの運営を圧迫するほど大きく,消化液の利用先が確保できない地域での

 BGP設置は費用面で非現実的といえる19〉。農産物に安全・安心が要求される今日,廃棄物

 や汚泥に由来する消化液を積極的に利胴する農家は多くはないであろう20).つまり,BGP
 を用いたエネルギー生産は,適用可能な地域が限定されることになる.

 また,士幌町の家畜(乳牛と肉牛)の飼養頭数は,本章第2節で検討した物質循環系に
 おける水準(1haあたり2.5頭)を上回り,窒素の農地への投入量は,EUの硝酸塩指令

 (170kg-N艇&)の水準を上回ることが予想される.また,家畜の飼料もioO%自給されて

 いるというわけではない.したがって,循環系が成立する一方で,土壌中から地下への窒

 素分の浸透による損失(ロス)が生じている可能性がある.損失がゼロの循環系の構築は

 非現実的であるにせよ,損失を一定水準内に保っための侮らかの取り組みがなければ,循

 環系の影に隠された環境負荷が増加する可能性もある21).

 以上をまとめると,次のように要約できる.農業地域の人為的物質循環系は,農業生産

 活動による生産物(飼料)と副生成物(糞尿)の循環的利用により,自然エネルギーを農

 業・農外産業で利用可能な形懇(バイオガス)へと変化させることで,農業生産物以外の
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無

 きレです欝
熱

 齢新しい生産物(エネルギー)を獲得し,経済的な安定性をも得るというものであった・た
 総だし,BGP導入の場合,農業内部での配完結的蠣環系にはエネノレギ噛で質融ミス 

 驚マッチが存在しており,それを打開するために農外産業との連携が必要となっていた22).

 蝶生産活動に自然エネルギーを利用し・それを人間にとって有効な資源。エネルギーへと変
 輪換すること膿外産業にはない農業の特徴であるが凛然エネノレギーの所産である噺し
 熱い生産物(エネルギー)」に要求される晶質をクリアする技術(MGT)が重要な役割を果た

 醗…ルて喝.農外産業との連携を闘こ入れた腰轍こよる糖連携の覇では,循環系

 欝欝離婁鍵鶴凝響こも欝欝懇濃熟諜騨
 r『啄

 むしろ適用が限定されている.轡

 瓢③農業地域における人為的物質循環系の展望
 本章では,大規模畑作・酪農地域における§3GP導入による人為的物質循環系の検証と,

 翫エネノレギー貯蔵'輸送システム1こついて燃した・その結果は上述のとおりであり・限定
 膨∵融条件下であるにせ膿外醐こ賂麟を幟とする人為的物質循縣こは環境。
 驚経済両面での優位性があることが示された、しかし,この対象事例は大規模化・効率化を

 馨,,極限まで追求した農業の一種の到達点としての大規模畑作・酪農地帯であり,BGPは酪農
 臨における大規模化の弊害である糞尿問題の解消方法の一つという側面を持っている.つま

 翻り,再資源化技術としてのBG財,大規模化,ひいては大量生動糧消費・大號棄社
 難会によって生じたゆがみ(糞胴題)を根本的に解決旋わけではなレ・.したがって,農
 熱地保全や農業地域の社会・経済的活性化の観点からは,本稿が対象事例とした比較的条件

 膨の 農業地域のみな  地域に代 る条  おける人為 
 藝lll循環系の構築と,それに伴う地域社会経済の活性化の可能性の検討が必要である・

 2006年4月に実施した1石川県津幡町および岩手県奥州市(旧江刺市)の農業集落居住者

  華へ倣アリング調査(計10戸)咽ま職域農業漕に基幹作物としての水稲作の深刻な担

 籔麗鷺蕪甥灘羅講親講欝灘牒㌘嫡
 無力の低下が深刻であった.次世代の担い乎と目される壮年層(子世代)は,多くが農外産
 翻業に就業しており,休暇を集落全体の農業(稲作)を維持するための農作業に充当するこ

 膨と朧的稲家所有畑維持の刷旨祀る傾購った.さら好は代一のヒ

 蕪繋灘i総総灘i繍1灘
 雛・者の経営をも圧迫しており博業農家1ま果樹など稲作以外の高収益作物一のシフトを強化
 彫琢無難灘灘嘉麟;嚢篤磐磁警無
 熱購にシフトし練薬農家も,難全体の農業(稲作)鎚加陳労働力を投入すること
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 が困難化している.中山間地域の場合と要因・構造は異なるが,いずれの場合も基幹作物

 としての水稲作を担う次世代の担い手確保は容易ではない.ごのような地域に対して,北

 海道のような大規模畑作・畜産農業地域と同様の考え方によるBGPの導入は,非現実的で

 あろう.

 しかし,大規模農業地域,中出間地域を問わず,現代の農業は農業機械類に高度に依存

 している.担い手不足の現状は,この傾向をさらに強めることが予想される.したがって,

 農業生産に必須の生産資材として,肥料・農薬に加えて,農業機械類向けのエネルギーの

 重要性が一段と高まると考えられる.電力や軽油など,汎網性の高いエネルギーは,農業

 内部での自家消費的利用にとどまることなく,余剰が発生した場合は農外産業での利活用

 も可能となる、この時,農業は農業生産物以外の生産物による新たな収入源を獲得するこ

 とになる.したがって,農業における人為的物質循環系の展開方向は,大規模で先端的な
 一部の農業を対象とするものから,条件不利地域や日本農業の基幹作物を対象とするもの

 へと拡張していく必要がある.そのためには,現在の基幹作物の営農活動に付随する物質

 収支について詳細に検証し,採用可能性のある馨資源化技術を検討するとともに,農外産
嚇

 業との連携の可能性をも検討しうる分析枠組みを構築しなければならない.

 本章の検討結果からは,農業地域が普遍的に循環系の構築に適しているとはいえない.

 むしろ,現代の農業地域では,限定された条件下でしか循環系の構築と,それによる自然

 エネルギーの有効利用ができないことを問題とすべきである.

 以下,補論で士幌町における黎GP導入の経緯ど経過を紹介し,そこで本章の検討がどの

 ような役割を果たしたかを述べる.次章では,第2章の農外産業,第3章の農業および農

 業と農外産業の人為的物質循環系の評価を受けて,改めて農業生産活動そのものが有する

 環境負荷とその状況について検討する.次章第4章では,農業地域の農業生産活動を,地

 域LCA(Li艶CycleAsses8燃e益t)1こより評価する.

-
,
-
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 第3章補論

 士幌町におけるバイオガス事業の経過

 1)士幌町におけるバイオガス事業の背景と経過

 士幌町における家畜糞尿処理・活用に関する検討の開始は,廻90年代後半に本格化した.

 1999年には,士幌町循環農業システム検討会を設置し,BGP設置事業実施に向けて検討作
 業を開始した(松井,2005).

 科学技術振興事業団CRESle・合田素行チーム(当時)が綿99年～2000年にかけて士幌

 町における地域資源の有効活相策(具体的にはβGP建設)に関する調査を実施した際は,

 士幌町役場,JAともBGP事業にはやや否定的であった.当時は憩99年に施行された家畜
 排泄物法の猶予期間であった.同法に対する当時の対応は1主として堆肥盤への屋根の設

 置であった.士幌時も,町とJAによる経過措置(簡易シート設置)への助成を実施した(士

 幌町,200仙)・当時,B(}Pは一基あたりの単価が2㌣3億円の高価な設備であり,単価が
 数千万円以下の堆肥盤設置・整備にインセンティブがあったものと推測される.しかし,
 士幌町は,単なる家畜糞尿処理に留まらず,農業からのエネルギー生産という側面を持つ

 BGPの可能性を調査・検討することを止めなかった.この調査・検討の直接の推進者(プ

 ロモーター)となったのは,士幌町農政課の松井克則氏であった、

 家畜糞尿処理のためのBGPは,当時国内にはそれほど多くはなかった.1998年の京都
 府八木町のバイオエコロジーセンターのEGPは牛豚糞尿(豚糞尿9七旧,牛糞尿40t煽)

 を主原料とする集中型プラント(糞尿を農家から回収し,消化液を農家等に返却・販売す

 る方式)であり,2001年に稼動した北海道別海町のプラントも集中型であった.松井氏は,
 これらの国内の先行事例の視察に留まらず,ドイツのように個別型(畜産農家個別にBGP

 を設置する方式)BGPが広く普及した海外の事例を個人的に視察し,士幌町へのBGP適

 用の可能性や,βGPメーカー,メーカーごとのプラントの特徴について情報を収集した.

 士幌町では,2001年に畜産農家からBGP設置希望者を募り,応募者13名を士幌町循環農

 業システム検討会特別委員とした(松井,2005).農家による特別部会を設置することで,
 農家へのBGPに関する情報提供,農家側の問題点等の情報交換の円滑化が図られている.

 同時に,2001年からの4ヵ年計画として,BGPから排出される消化液の利用について,士

 幌町と帯広畜産大学との共同研究がスタートした(帯広畜産大学・士幌町,2004),この共

 同研究では,士幌町内のほ場に帯広畜産大学BGPからの消化液を施用し,経過を観察して

 いる,共同研究は,上述の検討委員や役場関係者に留まらず,広報等を通じて町内居住者

 に対して経過を公開する公開実験の形で実施された.研究に使胴されたほ場は,晦民がア

 クセスしゃすい場所が選定された.共同研究の成果は良好なものであり,農家や地域住民

 の聞にBGPや消化液に関するポジティブな認識が浸透した,松井氏を中心とするこうした

 取り細みにより,BGP設置事業は個別農家と役場だけの事業としてではなく,農家をはじ
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 め多くの町民にオープンな事業として素地を固めていった.しかし,全てが順調に進んだ

 わけではなく,2002年に実施された畜産農家アンケートの結果からは,一部の農家にしか

 設置できない個別型BGP事業への不満も見られる(士幌町,2003).農家の不満は主に農

 家のコスト負担増,施設整備の平等性(集中型を希望する者),堆肥盤の整備を優先するも

 のであった,

 2002年度,士幌町は,特別部会構成員から希望を募り,最終的に3戸の農家からの希望

 を受けて,2003年度に2戸,2004年度に1戸の農家に個別型18GPを設置した.βGPの

 メーカー選定にあたっては,BGPメーカー側からのプロポーザル形式を採期し,10数社か

 らの応募をBGPに詳しい学識経験者が審査した.具体的には,北海道大学松田從三教授を

 委員長とするf技術審査委員会」を設置し,5名の委員でプロポーザルの内容を点数化する

 方式で明確性のある採点を実施した.その採点結果が同一レベルと評価された数社を士幌

 町の「指名委員会」で選定し入札した.こうした経過を経て導入された3件のβGPは,そ

 れぞれ異なるメーカーめBGPであり,異なる特徴を持っている24).士幌町(松井氏)のス

 タンスは,3件全てを同一メーカーのβG整で構成することではなく,将来の個別型BGP

 の普及を視野に入れ,どのようなBGPが十勝地域に適しているかを実地試験するという意

 欲的なものであった.

 士幌町は2002年度までのβ(建に関する検討結果を『士幌町循環型農業システムマスタ

 ープラン』に取り纏めている.この中で,βGPからの余剰ガスを町有の病院・福祉施設に

 輸送し,利活用するプランが提案されている.当時ジB(建から得られる余剰エネルギーは,

 農家および附帯施設(加工工場等)で自家消費するか,電力会社に販売するという手段が

 一般的であった.しかし,RPS法が施行されてもRGP・コージェネレーションによる電力

 の販売価格はそれほど高くはない.また,逆潮流設定(電力会社に電力を販売するための

 インフラ整備とその設定)を維持するために法定点検費用を要し,充電による農家の利益

 は得難い状況にある.また,本章2)で述べたように農家内部のエネルギー消費構造とB(}P・

 諏一ジェネレーションによるエネルギー生産構造にはミスマッチがあり,個別農家からの

 電力販売では熱が余剰(ロス)となる.松井氏のプランは,電力も熱も大量に消費する町
 内の共有施設までガスを輸送し,施設近傍でコージェネレーションを実施することでエネ

 ルギーロスを最小限に抑えつつ,電力と熱(燃料)購入費絹を削減するという画期的なも

 のであった.このアイデアについても,有識者・農家を集めて具体的な方針を検討してい

 る(士幌町r,2004a,).

 2)士幌町の方針と今後の展開

 上述の3基のBGPは,農家個別に設置されているが,施設は町有である.町は農家から

 土地を無償貸与させ,君GPを設置している、農家は糞尿の投入・朕}Pの管理,消化液の散

 布を行う.消化液の散布のための大型(20t)スラリー散布装置も特有であるが,この散布

 装置を牽引するために,BGP設置農家は大型のトラクターを購入する等,畜舎の改造も含
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 めて相当程度の負担をしている.こうした所有構造のため,余剰ガスの使途は町によって

 決定しうる.余剰ガスの移出に伴う経済的な収入を農家は得られないが,畜舎および附帯

 施設で消費される電力の一部をBGPから供給することが可能で,エネルギー購入費用は低

 減されている.余剰ガスを町有施設で利糊し,既存のエネルギー購入費用を減少できれば,

 町の財政支出を掬えることになり,町にも農家にもメリットが生じる.

 松井氏は,「現在の状況はBGP設置企業が企業の費用でモデルプラントを設置する段階

 から,公共事業での整備する段階に移行したに過ぎず,農家が容易にβGPを購入できる段

 階にはない」と指摘している(松井,2005).しかし,士幌町のβGP事業および「農村エ

 コパワーセンター構想」と銘打たれた地域内エネルギー生産・供給事業は,将来のBGPの

 農家への普及を視野に入れた事業である.設備の設置と維持管理に終始することなく,経

 済的メリット措置までも実証的に検証する取り組みであるといえよう.2005年12月現在,

 士幌町は,農村エコパワーセンター構想をさらに拡大し,JA所有の設備・施設への余剰ガ

 スの輸送も検討を開始した.BGPが特有から個人所有へと普及し,エネルギーの需要者も

 町有施設から一般事業者へと拡大していくとすれば,士幌町と松井氏の現在の取り組み,

 つまり異なる種類のBGP導入や,余剰ガスの輸送,需要先での利用という事業は,将来の

 農業地域の環境保全策に重要な示唆を与えるだろう.

 ところで,食品残渣や人糞尿(下水汚泥等)は,農業分野(農業地域)での処理が期待

 されていることはいうまでもない.士幌町は既に食料の一大供給地域であり,大村ら(2000)

 の試算によれば,士幌町内の全ての家畜糞尿をEGPに導入すれば,地域内に存在するエネ

 ルギーの大震需要(食品加工コンビナート,馬鈴薯でんぶん工場)を満たすことができる.

 士幌町は,エネルギーやその他の資源(素材)をも供給し,食品残渣や下水汚泥を処理で

 きる可能性があるのだろうか.士幌町のBGP事業においては,士幌町と,推進者(松井氏)

 に負うところが大きい,士幌町役場と帯広畜産大学の共同研究(公開実験)は,住民や農

 家に,BGPに対する理解と,消化液の有効性(少ない臭気や肥料としての高い効果等)に

 関する認識をもたらした.松井氏によれば,黎GPは糞尿の水分含有量が高い酪農(乳牛)

 からの糞尿処理に適した技術であり,肥育(肉牛)には不適である25).士幌町の牛飼養頭

 数のうち,乳牛は3割前後である.したがって,全ての牛糞尿のBGP導入を前提とした大

 村ら(2000)の試算からは,エネルギー生産量を割り引く必要がある.また,松井氏は,

 食品の安全・安心への消費者の要求が高まるなかで,下水嬢理汚泥の食料生産農地への施

 矯には相当の抵抗があることも指摘していた、仮に下水処理汚泥をBGPに導入するとすれ

 ば,町有緑地等への散布が現実的とのことであった.つまり,士幌町の事例は,役場が主

 体となって事業を展開するなかで,町有の資産を最大限に活用することで環境・経済両面

 での高いパフォーマンスを引き出しうる形になっている、逆にいえば,BGPと附帯設備,

 さらにはエネルギー需要者までを町有としたことで,スムーズな事業展開・意思決定を可

 能とし,それが高い環境・経済パフォーマンスを引き出す可能性をもたらしていた.通常

 の人為的物質循環を想定する場合,それに所属する事業所等はそれぞれ経営体が異なる.
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 したがって,循環系に参画する事業所等の利害調停や,循環系構築によって得られる便益

 の配分は非常に難しい問題≧、なる.士幌町の事例であっても,BGPをめぐる関係者と役場
 ξ.との間には少なからず認識のギ》ップがあったと推測される.それを埋め合わせてきたの

 は,推進者を中心とする役場の積年の努力にほかならない.
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 注記(第3章)

 注1)ドイツではバイオマス発電からの買い取り価格は発電能力の規模により異なる.ドイ
 ツのバイオガスプラントはほとんどが個別型であり,これと対照的なのは大規模な共同
 型を中心とするデンマーク・、スウ土、“デンである.デンマークは電力買い取りに補助金
 を投入し,石油・石炭等の化雁エネルギーに環境税を課す方法で再生可能エネルギーの

 シェア拡大を図っている.スウェ忌デンでは,電力の完全自由化(発電単価の低い周辺

 各国からの電力輸入)により,再生可能エネルギ」による生産電力買い取りへの価格支
 持が機能しない。しかし,化石エネルギーへの課税措置がある.このため,スウェーデ
 ンではバイオガスを精製し,電力としてではなく自動車用(主に路線バス)の燃料とし

 て利用することでプラントの収益挫の向上をはかっている(西澤ら,200i).なお,バイ
 オガスは再生可能エネルギーと位置づけられ,地球温暖化に寄与しない非枯渇性エネル
 ギーとみなすことができる.しかし,その構成要素であるC頚およびCO2はともに温暖

 化物質であり,大気中に放出されれば温暖化の原因物質となる.つまり,バイオガスは

 枯渇性資源(石油)に代替されることで再生可能エネルギーとみなすことができる.

 注2)松田(2004)は,バイオガスプラントは,1998年に京都府八木瞬にプラントが建設

 された頃から急に注圏を集め,上述の家畜排せっ物法や2003年施行の「電力事業者によ

 る新エネルギー利用に関する特別措置法」(鯉S法)を背景に,今後も普及が進むと予測

 している.同時に,ドイツや日本の北海道に多く見られる個別型プラントでは,現時点

 では取得したエネルギーの使い道が無いこと(農場では消費しきれず,売電の条件を満

 たせない農家が多いため)を問題点として指摘している.

 注3)IEUのような先行事例があるにもかかわらず,β本が農地への糞尿(およびそれに含

 有される栄養分)投入量ベースの環境規制を実施しない理由は,畜産農家における糞尿

 散布のための農網地等の確保の問題,規制に付随して発生する行政コストの問題と推測

 される.オランダにおける農場の窒素収支を監視するための鍛INAS(ミネラル収支シス

 テム)や,ドイツにおける農地ごとの窒素投入量の監視システムは,極めて多大な行政

 負担となるはずである.

 注4)バイオガスプラントの価格(建設費馬)は,2002年以前は個別型i基あたり1億円

 を超える高額であった.しかし,2004年8月の北海道士幌町におけるヒアリング調査に

 よれば,近年は250頭規模でも5千万円前後にまで低下している.このことから,菱沼

 ら(2003)の経済的評価よりは,現状では相当程度短期間に償還できる方向に進んでい

 ると考えられる.しかし,プラント導入による畜舎やトラクターの改造,スラリータン

 クの購入など,プラント以外にも評価対象とすべき高額設備が存在する事にも注意する

 必要がある.

 注5)飼養頭数の内訳は,分娩間隔を13ヶ月とし,うち鉛ヶ月を搾乳期間として,成牛

 頭数が150頭の時,年間平均23%(3÷i3×100)が乾乳牛となるとした・育成牛頭数は

 分娩個体数を100頭と見積もり,うち半分(50%)が雌牛であったと仮定した.
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 注6)飼料設謙により,給餌量と給餌品目を求めて畜産の環境負荷を推定する方法は,島田

 (2004)の研究グループが採期している方法と同様である.島田は,LCAを用いた家畜

 飼養の環境負荷推定ソフトウエアを開発した.

 注7)牛糞尿排出量と窒素排出量は,農林水産省農業研究センタープヨジェクト研究第6チ

 ーム「家畜排泄物量推定プ資グラム」Win彼ows対応V硫1.1,2000年i月による.

 注8〉EU基準を遵守することは,環境負荷がゼ鷺であることを示すわけではない.土壌に

 投入した窒素分の動態(地下浸透,大気中への揮散,農作物への吸収)は土壌・気象の
 条件により異なり,複雑である.LCA的に環境負荷量を把握するためには,窒素収支を

 明らかにする必要がある.しかし,基準が遵守される場合,つまり投入窒素量が全ての

 農地で同等であれば,土壌を経由して発生する環境負荷も長期的には同等とみなすこと
 ができる.

 注9)MGTのスペックはメーカーのカタログ数値による.メーカーへのヒアリングから,

 M(}Tからの熱回収率は60%とした.発酵槽の加温に必要な熱量は,原料(糞尿)の温度

 を大気温相当とし,帯広市の2003年の月平均気温の年間平均と,発酵槽の温度(40℃)

 との差に,原料(糞尿)の投入量を乗じて求めた.原料の比熱は,含水率が90%である

 ことから水と同等の王とした.厳冬期は月平均気温が一7℃以下になる月もあるが,実際

 に原料が凍結することは無いので,月平均気温がマイナスの月(1月～3月,12月)は原

 料温度を2℃と仮定した.この結果,年間平均気温は6.5℃,原料の年間平均温度は8.8℃

 となった.プラントの電力消費量は士幌町(2004&)による.

 注10)ヒアリング対象農家(4戸〉では,全ての農家が200頭以上飼養し,耕地面積は80h&

 未満であった.つまり,家畜飼養サイドの規模は本稿の前提よりも大きく,飼料栽培サ

 イドの規模は小さい構造である。頭数ベースで推計すると,軽油消費量は約8,9001,面

 積ベースで推計すると約2i,500iとなるため,両者の平均を推定消費量(約15,0001)と

 した.軽油の発熱量は38.2MJとした(資源エネルギー庁,2001)。

 注11)子牛の肉のエネルギー量は100霧あたり450kJ,牛乳は280kJとした(鈴木,2001)、

 また,本節の分析枠組みでは,家畜糞尿は飼料作物栽培に全量還元されると仮定してい

 るが,実際には家畜飼養農家も化学肥料を購入している.さらに,BGP設置農家から消

 化液を搬出して施肥に利用する畑作農家も存在する.よって,より実際的な分析におい

 ては,家畜飼養農家経営内のみならず,地域全体の農業(農家)を対象に組み込む必要

 がある.

 注12)2004年の士幌町役場での担当者へのヒアリングによれば,同町に設置されたB(}P

 におけるバイオガスの発生量は,本節の想定を上回ることが確認されている,

 注13)前述のように,B(}Pには,複数の畜産農家から糞尿を収集・集積する集中型と,個々

 の酪農家個別にEGPを設置する個別型がある.集中型の場合,BGPシステムそのもの

 のエネルギー効率は高くなるが,畜産農家から糞尿を運搬し,RGPでエネルギーを生産

 した後,耕種農家へと再び輸送しなければならない、この場合,単位容積あたりの糞尿
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 が持つエネルギーのポテ熔シャルは,バイオガスのそれよりも低いことは開白である・

 エネルギー収支の観点からは,糞尿(エネルギーの原料)を運搬するよりも,バイオガ

 ス(エネルギーそのもの)、を運搬する方がエネルギー効率は高い.また,糞尿はバイオ

 ガスに比べ,絶対量(重量)も多く,長距離輸送には不向きである.したがって,本箇

 では,糞尿の輸送距離を最小化し,エネルギーを輸送することが可能な個別農家絹EGP

 について以下の検討を進める.

 注14)2004年8月の士幌町役場におけるとアリングでは,パイプライン輸送は,凍結深度

 の深い十勝地方では,パイプの埋設深度が深く,識ストが高いこと,また,同町には道

 路が碁盤目状に敷設されており,工事にあたってはそれらを必ず横断することになり,

 特に町内を縦貫する国道の交通量も多いこと,などの理由から・,パイプライン輸送には

 否定的な見解であった.

 注15)輸送容器の想定にあたっては,2003年12月の三井鉱山(株)総合研究所でのヒア

 リングおよび検討結果を参考にした.

 注16)本節で検討した輸送・貯蔵システムの運用を実現する際に,人件費は大きなウエイ

 トを占めることが予想される.しかし,小錦⑦以降での結果と考察のように,人件費を

 考慮するまでもなく赤字となる場合がある.したがって,輸送・貯蔵システムの実用化

 を検討する上では,想定される黒字の範囲内で雇用ないし外注が可能かを判断すること

 になる.輸送・貯蔵容器を一般のトラック車両に搭載可能な形状とすることで,既存の

 運送会社等に外注するごとも想定できる.

 注17)本節の検討は,既存研究・文献やメーカー等へのヒアリングによって作成したベー

 スシナリオに基づくものである.個別農家用βGPからの余剰ガスを有効に利用するため

 には,発生量が比較的少ないバイオガスを輸送・貯蔵する技術が必要となる.こうした

 技術の開発が進展し,それに伴って消費エネルギー量や設備・装置の価格等の実績デー

 タが蓄積されることが,より正確な評価・検討の要件である、

 注18)つまり,BGPの経済性を左右する重要な要素は,BGP本体ではなく,製品として

 のエネルギーを高品質に提供するための手段であり技術である.農外産業,特に工業分

 野の原材料には,規格への適合や,高度な成分管理による一定の晶質の確保が要求され

 る・農業では植物や動物を利活用するために,その生産物の組成のバラツキを工業製品

 の要求水準内に収れんさせることが非常に困難である.前章で紹介したように,木くず

 やおからからの有効成分の抽出は技術的に可能であっても,それを製品として農外産業

 に供給することは容易ではない.

 注19)京都府八木町(2004)では,液肥の利用拡大について,新たなインフラ整備や稲作・

 野菜等も含めた検討を実施している、βG碧の運営において消化液処理が大きな課題とな

 ることについては,北海道バイオガス研究会の松田從三教授や干場信司教授も指摘して

 いる.

 注20)しかし,2004年8月の士幌時における懲GP設置農家へのヒアリングによれば,消

 羅
,
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 化液の利用は簾で編機1鞭購曙隣の耕鶴家まで消化液を禾ll肌ているため・
 鯨韻分が不肘礪嘩繍之のことであった

 注2・)士幌町の場合激特醗1ぐ翻ス舛ン雄の肥育)の飼養頭数の㌻ヒ率はi:2であ
 る.酪農を営む上で,、、地建割合φ雄子牛の誕生は不可避であり,士幌町ではこれを肥育
 することで高付加価値レて購売する戦略を採用している.また,環境負荷については,
 2005年9月に実施したオランダ1・ワ歴ゲニ～ゲン大学の0.E(Osc段r)Sc蓋oum鋤s氏へ
 のヒアリングでは,飲料水等どして利期する可能陸のない深層の地下水への窒素流出で
 あっても,環境負荷とすべきである,との見解であった.なお,オランダでは地下への

 窒素損失を一定水準内に保つ取り緩みとして,M脳ASを実施していた実績がある・
 注22)農業における循藻系(耕畜連携)への懲(}P導入を経済学的に解釈してみよう.ま
 ず,耕畜連携を通じて牛乳・肉・糞尿を生産している状態を注図3一勲こおける第一象限

 に示した農業地域の生産に関する等量曲線(産出i)としよう.曲線(産出亙)は,投入

 1(エネルギー)と投入2により一定量の牛乳と肉・糞尿が産出される際の投入iと投

 入2の代替関係を示している.点Aの生産量を維持した状態に!B(}Pを新たに導入するこ

 とで,糞尿の生産量に応じたバイオガスの発生が得られる.この状態を表しているのが

 注図3-1の第二象限である.第二象限の曲線は,単位糞尿量あたりのバイオガス発生量

 を示している.発生したバイオガス(産出2駕投入3)はマイクロガスタービン(MGle)

 等のコージェネレーション設備により,投入1に代替可能なエネルギーに変換される(第

 三象限).バイオガス由来のエネルギー(産出呂騨投入4)の供給が,循環系への投入エ

 ネルギー(投入1)の需要と完全に一致している場合の代替制約条件は第四象限のiの状

 態にある.つま
 投入2

 り,バイオガス労働等

 由来のエネル

 ギーを全量使

 い切り,点A

 と同等量の生

 産を維持して産躍投入1
 (投入3)エネルギー

 いる場合は点バイオガス

 Bへとシフト

していること

 になる.しかし

 実際は,循環系
 産慮3

 のエネルギー(投入4)
エホルギー

 需要とBGP・

 MGTからの工注図3一噛農業地域の循理系の経済学的解釈

 ネルギー供給

    嘆患産
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 にはミスマッチがあり,代替制約条件は第四象限のHの状態にある.循環系で利用しき

 れないバイオガスが余剰ガスとなっており,余剰ガスの貯蔵・輸送システム導入によっ

 て,農業地域内部の「農村工諏パワーセンター」および公共施設で余剰ガスが有効利用

 できることになる.公共施設と循環系の生産量はBGPおよび余剰ガス貯蔵・輸送システ

 ムの有無に関わらず一定であるので,農業地域全体としてみた時に,余剰ガス輸送・貯

 蔵システムが地域内のエネルギー需要を満たし,第四象限の1の状態へとシフトさせた

 と解釈することもできる.(より厳密には,生産物量(y)を前提条件で閲定している条
 件下ではBGP導入後の生産関数はHの状態にはないが,バイオガスの発生量や農業地域

 の生産物量(y),投入量(X)が可変である場合はIIのように表せる.)

 注23)このヒアリング調査では,親世代は集落全体の水田と自家所有水田の両者に対して

 強い愛着と責任感を持っているのに対して,子世代は集落全体の水田への愛着・責任感

 は希薄で,自家所有水田にのみ愛着と責任感を持っていた.さらに,孫世代は水田その

 ものへの愛着・責任感が希薄のようであった.その原霞は,親世代は幼少期に自らの身

 体によって水田を開墾・拡張してきたが,子世代の幼少期は農業の機械化が進展し,農

 作業の重労働部分の一部が機械に代替されていた・さらに孫世代の幼少期にはそうした

 機械化農業による農作業にほとんど参加していないことにあると推測される・こうした

 幼少期の体験の差異による農村風景(生活空聞)評価結果の相違や高度成長期以降のふ

 るさと皿農村という図式の崩壊については長谷部(2002)で議論されている.

 注24)士幌町でこの時期に導入された3基のRG嚢は,主として発酵槽,ガスホルダーの

 形式,脱硫方法(貯留槽),コ」ジェネレーション設備と補助燃料がそれぞれ異なる.

 注25)!BGPの嫌気発酵では,原材料(糞尿等)の水分含有量が高い状態に保たれる必要が

 ある.2004年7月の北海道大学B(聖の視察では,牛糞尿に加水して水分調整する場合

 もあるとのことであった.加水して容積が増加すると,廃棄物(原材料)が増加するこ

 とになり,消化液の十分な需要がなければ,余剰分の消化液は水処理しなければならな

 い,という事態になる可能性がある.

も
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 第4章農業地域へのライフサイクルアセスメント(LCA)適用

 第2章・第3章では,農外産業・農業および農業と農外産業を横断する人為的物質循環

 系について,Gertle望(1995)に基づく4っの条件によって評価したが,農業生産活動その

 ものに関する環境影響評価は実施していない.第4章では,ライフサイクルアセスメント

 手法を用いて,農業地域・農業生産活動の環境影響評価を実施することで,農業の環境パ

 フォーマンスを再確認する.

 ライフサイクルアセスメント(以下rLCAコと表記)は,環境負荷を定量化する手法と

 して,1997年に国際標準規格1SO14040により,その「原則と枠組み」が規格化された(石

 谷・赤井,1999).LCAは,これまで主として工業製晶を対象にしてきた.手法そのもの

 も,工業製晶の評価に適した形へと展開・発展しつつある.本章2)に後述するが,既存の

 農業生産物のLCAも,水稲や肉牛,肥料の製造や食晶加工など,特定の農産物や営農資材・

 加工業を対象とするものが多い.つまり,既存の農業分野のLCA研究は,工業製晶の評価

 法を基本としたことにより,評価対象が品目ごとに個別的となった.その結果,従来のLCA

 では,異なる作覆・畜種の環境負荷を横断的に比較することができなかった.

 農業は,異なる作目・畜種を

 複合的に組み合わせた生産シ

 ステムである点が工業との相

 違点でもある.本稿第4章の

 LCAは,営農資材の生産と流_へ

 通・農業生産活動・農産物の流
 蕊接の

 通を連結し,対象となる農業地用途 レ

 域の作目・畜種を横断的かっ包一一ノ
 の開発・改善

 括的に評価する枠組みを有す弊
立案
ケティング

 ることで,「地域レベル」での他

 環境影響評価が可能なことに

 独自性がある.以下では,まず
 図4-11SO韓040で認められたLCAのフレーム

 LCAの手法について概説する.蹄ルギ_資源

 DLCAと、ま何か1ニニ!卜+!マ7州}
 lll一ほ

 LCAは・①暇範囲の灘②イii生産圃鯛慮廃剰
 ンベントリー分析,③影響評価,④結ヘノ隻ノkパ
 果の解釈とレ、う4つのステヅプから構㌧二1十…一什一…汁ノ
 成される(図4-1).①～④の各ステ麟鮪㈱僥棄物など

 ップは順序的なものではなく・それぞ図4-2プ環セス・フ縣一図の例
 れのステップで生じる様々な条件の変

    〆LCAの粋細みバ㎜㎝一、

    優露一Tr、ンベントリ分析」上結果の解釈
    塵一、製品戦略散策マーその

    )、一
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 化を向時並行的に処理しながら完成度を商めてゆくという関係にある.

 ①はLCAの目的とその対象範囲を決定するもので,②はプロセス・フローに基づいて,設

 定した境界(システム・・バウンダリー)を越えて出入りする物質の種類と量の把握するス

 テップである.

 図4-2に,プ皿セス・フロー図の一例を示す.矢印は物質の流れを表す、例えば,食晶

 加工業を評価対象とする場合,.選4-2申の丁生産」とは加工前の原料作物の栽培段階であ

 り,物質(A)は加工前の原料である.、r使用」は,農産物の加工段階と読み替えられ,物

 質(B)は加工後の食品である、r廃棄」、は消費段階と読み替えられる.「生産」から「消費」

 までを総括してライフサイクルと呼び,各段階はライフステージ(またはプロセス)と言

 う.ライフステージとは,プロセスの集合体を総括した呼び方であり,例えば,「生産」ラ

 イフステージの内部には,「生産」に必要な資材やエネルギーの生産・使用・廃棄といった,

 rプロセス」が入れ子状態になっているというイメージである.このように,プロセス・

 フロー図とは,評価対象のライフサイクル内で,各段階(ライフステージ)がどのように

 連関しているかを表す樹形図である.図4-2中の点線で示した境界の外側が「環境」と仮

 定すると,それぞれの段階ごとに点線を越えて出入りする物質の種類が決定される1).しか

 し,それらの物質の量は,物質(A)や物質(R)の量によって変化する.物質(A)また

 は物質(B)の量を機能単位(ファンクショナル・ユニット)と呼び,評価対象となるシス

 テムの「機能」を最もよく表現する物質の量に定める.この例では,加工後の食品(物質
 (B))の1ロット分に相当する量が妥当であろウ.

 次に,③影響評価によって,環境負荷を導出するまでの流れを國4-3に示す.影響評価

 では,②インベントリー分析によって把握した物質の量に,物質・環境負荷カテゴリーに

 固有の特性化係数を乗じ,積算した値を環境負荷とする.図感一3では,r温暖化」の環境

 負荷カテゴリーで特性化係数を持つ物質はCO2とN2()であり,係数はそれぞれiと360

 である.それぞれの量がX,Yであった場合の温暖化環境負荷はi×X+360×Yとなる2).

 以上をまとめると,LCAとは,目的と評価対象に応じたプロセス・フローと機能単位,

 システム・バウンダリーを設定し,インベントリー分析によってプロセス(段階)ごとの

 物質収支を求め,物質量に環境負荷カテゴ
 インベントリー分析分類化,特性化

 リーごとの特性化係数を乗じて積算したズ人_で》・ノ」へ
 ものを環境負荷とする手法である.x9一…t2隻卜'ミ＼一へ

 .臨麟鍵碁一…塾舞_
 蹴騰灘llli∵綱
 負荷の大小を比較することも可能である.“

 LCAのこう、した機能は,環境調和型製晶図4-3礫塊負荷導出までの流れ
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 のデザイン(D至E)や,工瓜ラベリング等に利用されている.

 2)従来のLCAの研究動向と方向性

 LCAは,1969年にアメリカで始まったとされる.LCAの創世期を紹介する際に高い頻

 度で引網されるH犠nt,R.G.,F聡nklinWlE.,(1996)の論文は,アメリカにおいてLCAが

 企業の内部作業から公共・民間セクターへと派生する過程に関する私的回顧録である.こ

 の回顧録によれば,アメリカにおいてLCAは,次のような過程を経て発展したとされる.

 資源・環境プロファイル分析(RE駐A)のコンセプトは,1969年,コカコーラ社からミ

 ッドウエスト概究所(MRI)へと委託された飲料容器に関する研究によって開始された.

 1970年代,REPA研究の原動力は固体廃棄物(so1憾w&ste)への対応にあった.飲料容器

 のREセAにより,リターナブル容器が環境に良い,モールドパルプトレイが環境に良い,

 という「常識」が覆された3〉、1974年には,インパクトアセスメントのフレームワークが

 開発され,1975年には学術雑誌にREPA(LCA)が公開された.しかし,単一指標への統

 合化(インパクトアセスメント)は,信頼に足るデータの不在から,開発が凍結される.

 一方で,1975年のエネルギー危機により,RE盈A(LCA)のエネルギー分析的側面が脚光

 を浴びる.しかし,RIEPAは企業における環境ストラテジー作成の支援ツールであり,結

 果にはrいいニュースと悪いニュース」を必ず同時に含むことから,企業の内部情報とし

 て扱われ,1980年代後半まで公共・民間部門で注目されることは無かった.特に,毒性・

 危険性を持った廃棄物への関心の高まりが,環境問題」全般への関心をそらせた.1988

 年」ゴミバージ(G紺b歌鶴b鍵琶e)」問題から固体廃棄物への社会的関心が高まり,公共セ

 クターでREPA(LCA)が見直される.1990年代以降,鼠EセA(LCA)から(公的には)

 15年間遠ざかっていたEPA(Enviぎonment&1ProtectionA客ency)やSETAC(Socie七yof

 E群iro鍛ment&Hbxicology&n&C蓋emis七ry)が回帰し,R即Aの概念はLCAとして明示さ
 れた.その後,LCAに関する議論は爆発的に増加し,企業や凝ンサルティング会社も含め

 たLCAへの取り組みが加速した4).

 以下では,農業分野を中心に,1980年代以降の日本におけるLCA研究の展開を概観し

 ながら,LCAが製品・サービスといった個別の「モノ」から対象範囲を「地域」へと拡大

 させた経過を概観する.

 日本では,1980年代中ごろからLCA研究が実施されていたが,LCAが公的に認知され

 たのは,1991年に日本LCAフォーラムが企業の協賛を得て以降である(LCA国本フォー

 ラムの発足は1995年).1993年からB98年までは,経済産業省が後援したエコマテリア

 ルプロジェクトの中でLCAの体系的な研究が進展した(H疑豆ke1鋼D.,Yasui,1.,Yam段lno七〇,

R.,ig98).

 1998年からは,経済産業省が12億8千万円を投じた5カ年計画「LCAプロジェクト」

 が実施された.このプロジェクトの目標は,インベントリーデータの収集,データベース

 フォーマットの研究開発,環境影響評価手法の研究開発,廃棄物処理・リサイクル等のデ
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 一タの整備の4点であった.成果は,約250種類の製晶のデータ整備,UME(娠侮cycle

 Impacもassessme撚Me癒oab総磁0鷺猛n虚pointmo虚e1ぬg,日本版被害算定型環境影響評
 価手法)の開発であった(N&驚i惚,N・,eも&L,2004).ここで収集されたデータは,鉄鋼連盟

 や電気工業会等54の工業会から提供されたもので,各業界の製晶の製造プロセスに関する

 インベントリー分析の結果である.このように,1998年以降の日本のLCA研究は,工業

 製晶のPLCA(製品を対象とするLCA)が中心的なものであった.

 農業分野でも,廻98年に農林水産省が主導して,持続可能型農業のプロジェクトが開始

 され,その中で稲作とトマト栽培に関するLCAが実施された(N&rit&,N.,et&1.,2004).

 この問に実施された農業に関連するLCA研究は,営農資材の生産,特定の作目の農業生産

 活動,農業生産物の加工のように,評価対象が個別的なものが大多数を占める.先駆的か

 つ代表的な研究として,鶴田・尾崎(1999,2000〉,井上・高橋(2000)による水稲の生

 産活動のILCA,林(1999,2000)による肉牛生産のLCAがある、肥料生産では小林・佐

 合(2000a,2000わ,2000c,2001)による肥料生産.・流通のLCAが代表的である・なお,
 1998年の第3回エコバランス国際会議(LCAを中心に議論する国際会議)では,農業分野

 では酪農関連で1件,水稲栽培関連で3件,生ゴミ・畜産糞尿処理関連で2件の報告があ

 った.2000年の第4回エコバランス国際会議では,農業関連のセッションが組まれ,計10

 件の報告があるなど,農業分野のL(雛研究も活性化した.

 これらのLCAでは,従来の生産体系との環境負荷の比較は可能であるが,作目・畜種の

 変更による環境負荷の変化は把握できない.また,多くの既存研究では,評価対象の範囲

 を特定の農場・農地に限定することから,営農資材と農業生産物の輸送は,評価対象から

 除外されている.したがって,農業生産に係わる資材の生産段階や生産物の輸送段階と農

 業生産活動段階の環境負荷の比較はできなかった,

 2003年から始まった新しいLCAプロジェクト(第二期)は,再び経済産業省の支援(実

 際はN猛DO経由で(社)産業環境管理協会が受託)を得て実施されている.この第二期

 LCAプロジェクトの目的は,地域産業に係るLCA研究の推進,製晶におけるLCA研究開

 発の支援,3R(リデュース・リユース・リサイクル)におけるLCA研究開発の支援,LCIA

 (ライフサイクルインパクトアセスメント)の4点である.ここで注目されるのは,目的

 の一つに「地域産業LCAjが挙げられていることである.その内容は,LCA手法の地域政

 策への活用であり,地方自治体や地域住民・NPO等にLCAの手法(ライフサイクル指向

 の考え方,Li飴cycleむ熱nking)を啓蒙しながら,LCAを産業インフラから社会インフラヘ

 と拡大することを意図するものである(安達,2004).

 LCAの対象が製品から「地域産業」へと拡大された理由としては,日本のLCA政策の方

 針が,第一期LCAプロジェクトによってインベントリーデータの収集と方法論の整備がほ

 ぼ完了したことを受けて,第二期ではその啓蒙と実践を進める方向へと転換したことが挙

 げられるだろう5)、地域LCAは,(独)産業総合研究所において,地域LCAプロジェクト

 として推進されている.対象地域は千葉県・岩手県のような県レベルの行政単位である.
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 これらの事例では,GIS(地理情報システム)を利用してバイオマス資源や各種廃棄物等の

 発生量・場所を特定し,一それらの利用・処理に最適な場所(位置)を推定する作業が実施

 されている(井村,2004).

 農業分野では,2003年n月,(独)農業環境技術研究所によって,「LCA手法を用いた

 農作物栽培の環境影響評価マニュアル」が取り纏められた.これは,娼98年以降の農作物

 栽培のLCA研究の集大成でもあり,個別作物のLCAについて明確な方針を示すものであ

 った.また,家畜飼養に関するILCAは,ig94年から実施された環境保全のための家畜排

 泄物高度処理・利用技術の確立に関するプロジェクト研究(通称「糞プロ」)に端を発し,

 農林水産省農業研究センター第6チームによる「家畜排泄物量推定プ鷺グラム」の開発を

 経て,畜産に係わるエコシステム創出に関する技術開発プロジェクト(通称「畜産工則)

 の中で,中課題として取り扱われるに至った・この中で,LCAに必要なインベントリーデ

 ータ(原単位)の策定と,評価システムの開発が行われ,家畜への飼料給餌量等から環境

 負荷を推定するアプリケーションソフトウエアが開発された(島田,2004).このように,

 工業分野のLCAデータベースおよび方法論の整備には若干遅れているものの,農業分野で

 も,農作物・畜産物個別のLCAに関する研究はほぼ完成の域にある.

 一方,農業分野のLCAでも,「地域」を意識した研究が進展している.代表的なものと

 して∫小林・宮本(2001)・小林(2002)や,木村・波多野(2004)・三島(2004)等が挙

 げられる.これらの研究では,土壌肥料学を基礎として,耕地土壌からの窒素の流出を環

 境負荷の一つとして捉えている.環境負荷となる無機体窒素は,水を媒体として移動する

 ため,これらの概究における「地域雄の捉え方は主に「流域」である点に特徴がある.ま

 た,これらの研究では,農業生産活動の経済性は考慮されていない.小林(2004)は,経

 済部門・非経済部門・環境部門を組入れた投入産出型物質勘定の表現形態にLCAを援用し,

 地域農業の炭素勘定を試みている.この研究では,人間活動と環境からなる地域活動の物

 質フローを経済と環境の相互連関構造(経済活動と自然環境との問の物質のやりとり)と

 して捉える分析枠組みを持ち,生産量の4.3倍に相当する炭素フローにより地域農業が成り

 立っていること等を明らかにしているが,土壌システムや林地について取り扱っていない

 など,フレームワークとしては発展途上である.

 以上のように,1990年代以降,日本国内でも発展したLCA研究は,個別の製品・サー

 ビス・農畜産物の評価から,2003年頃からはr地域」のような面的・社会的広がりを持っ

 た対象の評価へと拡大していった.筆者らは,2000年から独自に地域拡大LCAを提唱し,

 これに取り組んできた.大村e搬1.,(2000)の地域拡大LCAでは,北海道の大規模畑作・酪

 農地域において,r地域」を市町村レベルの行政区域とし,主として家畜糞尿等の地域資源

 を町内で有効活用するためのシナリオについてLCAで評価したもので,現在工業分野((独)

 産業総合研究所ライフサイクルアセスメント研究センター)で実施されている地域LCA(上

 述)に近い概念を持つものである.次錦3)は,大村(2004)による農業分野における地域

 LCAで,流域の環境評価ではない農業地域LCAのもっとも先駆的な事例研究である.
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 3)地域ILCAの展開～沖永良部,聾の事例

 (1)対象地域(沖永良部島)の概要
 鹿児島県沖永良部島は,鹿児島市の南西約騒Okm,沖縄本島の北側に位置する.幅約8km,

 長さ約18kmの二等辺三角形の島で,標高245mの大山と188mの麓山を除いてほとんど

 が海抜ioOm以下の平坦地で

 ある.総人口は約15,000人,徽一た1詑

 総世帯数は繍・・戸 、『醗…
 総農家数は約2,000戸で,島の

 5鴇辮
 就業人口のうち農業部門が約騒粧翻繋

 合爵1G,756欝万円

 半分である.土地利用は,大半
 膿卉、、..

 が耕地で森林は少ない、耕地は1織一.、

 畑がほとんどで水田は無く,栽

 培面積ではさとうきび(作付面
 図4-4沖永良都島の農業粗生産額

 積の約30%),バレイショ(同

 約20%),サトイモ(約8%)の順に大
 …欝錘朗数一……

 きい.球根や花卉類の栽培も盛んである,

 畜産は肉牛の飼養が中心で,鶏や豚を飼

 養する農家はほとんどいない.島の飲料

 水や灌漑用水は地下水である。図4-4

 に,1997年の沖永良部島の農業粗生産額

 を示す6).

 島の農家・JA等へのヒアリングによ

 れば,営農資材は全て鹿児島経由で,向

 島まではフェリーによる海運である.作

 物の主な出荷先は京阪神地方であり,畜

 i化醐儂等

 i王難蕪一等
 1「一一一戦.『■

 ㌧一マ」

輸送

農業地域

 イ璽屠』1同一廃棄1
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 図4-5評価の枠組み

 産物は,主に九州内,山陰地方が出荷先で,一花卉に関しては鹿児島から日本全国に空輸さ

 れていた.後述するLCAにおいて,輸送距離の設定は,このヒアリングに基づく.ただし,

 空輸に関しては,鹿児島～東京間を想定した7).

 (2)沖永良部島への地域LCAの適用

 沖永良部島を事例に実施したLCAの特徴は,特定の地域の農業生産活動全体を表現する

 枠縛みを有すること,主たる機能単位を土地利用(作目も段/年)とし,営農資材の生産・資

 材と農産物の輸送の段階ではそれぞれの機能に応じた別の機能単位を設定する複数機能単

 位型であること,農業生産活動の評価に土壌中の窒素フロー・モデルを導入したことであ

 る.CML(紛96),伊坪(2002)は,土地利用を機能単位とするLCAにおいては,土地の

 改変に伴っで変化する生産性の差分が環境負荷(生産性水準の変化)であるとしている.
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 また,CML(1996)によれば,農業生産物のLCAでは,r生産物(あるいは含有する特定

 の成分)・k副を用いることが妥当とされるが,本事例では農産物の種類ごとの環境負荷を

 相対化するための枠組みと機能単位を設定した.この枠組みを図示すると,図4-5のよう

 になる.従来のLCAは,図4-5中で示した化学肥料や特定の農産物ライフサイクル(生

 産～廃棄)を個別に評価してきた.本稿では,農産物の生産活動(生産過程)の機能単位

 として,農業地域全体の土地利用(作目・h&/年)を用い,農作物間の環境負荷の相対比較を

 可能とした.生産活動に必要な資材(生産要素)についてはk霧を単位とし,農作物の種類

 に応じて異なる投入量をこれに乗じて環境負荷を導出した.生産要素と農産物の輸送につ

 いては,単位をkg・k燃とした.

 本事例のLCAの評価対象は,農業地域の農業生産活動に起因する物流の範囲内とし,図

 4-5中では点線の内部に相当する.コンポストなど,地域内で生産され,消費されるもの

 に加え1化学肥料やエネルギー等については,その生産段階に遡って評価対象に加えてい

 る.農産物(図4-5中のr農産物(A)・(B)」)の使用(加工・調理段階)と廃棄(r食べ

 る」段階)については,地域内で一次加工が行われるもの(図4-5中のr農産物(君)」に

 相当)についてのみ評価対象とし,その他は評価対象外とした.この理由は以下の2点で

 ある.まず,食品加工産業は対象地域の外に存在する場合が多く,農産物加工のLCAが,

 従来の工業製品を対象とするLCAと同様の手法で実施可能なためである.農産物加工に関

 する既存のLCAでは,M麗。瓢,P,eむ&1.,(給98),R&g審i,A.,et蝕,(2000)のように,一次生

 産物を「原材料」としてとらえ,農業生産活動(原材料の生産)を評価対象から除外して

 いる場合が多い.次に,農産物加工業では,原材料の質が問題であり,その生産地は問わ

 れないと考えられるためである.一方,営農資材等はその地域で農業生産活動を実施する

 上で必要な投入物であり,その生産・流通は対象地域の農業に起因すると考えられる.

 システム・バウンダリーの設定では,深さ茎mまでの土壌は農業生産を行う経済システム

 (バウンダリーの内側)とし,それ以下の土壌は環境システム(バウンダリーの外側)と
 した.本稿では長谷川・波多野・岡崎(2002)を参考に作物の根国を深さ1瓢程度と考え,

 それ以深への物質の流出を環境負荷とした.図4-6に,本稿のLCAのシステム・バウン

 ダリーの設定を示す.図4-6のように,1m
  

 以下の土壌への環境負荷物質の排出の他,大気CO、等N州N、斜

 も惣麗課事例の地域LCAで、凱鋸歯
 営農資材(生産螺)1.つレ、て農作物の種類ご避

 とに異なる使用量(投入割合)を設定し,全体濡亙爺曽≧夘引
 の使用量を対象地域の農業生産活動全体(作

 NO3-N溶脱

 目・搬または家畜・頭/年)により規定してい

 る.対象地域の外部で行われる営農資材の生産図4一㊨システム・バウンダリーの設定
 過程を評価枠組みの内部に包含しているが,生
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 産物の消費については評価対象外である.

 (3)評価の前提条件とデータの設定

 以下では,本章1節で示したLCAの各ステップに沿って,事例の分析を行う.

 目的と範囲の設定
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 図4-7沖永喪部島のプロセス・フ園一図

 沖永良部島の農業生産活動の環境負荷を定量化することを目的とし,農業生産活動とそれ

 に関連する資材の生産・資材の輸送・島内で行われる農産物加工,農産物の輸送を評価の

 対象とする.
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 表4一葉主要プ隠セスの設定値

 鍵Ox25*2

 *1:九州電力新無名発電所,(財)仲永良部農業開発組合,精糖工場へのヒアリングによる.それぞれの数値は
 銀閣発電量子,140万kWh,羅ンポスト3GOOセ,糧糖8,200t製造鰭の値である.

 *2:CO・,飼0・の排鐵鐙は,燃焼条件により大きく異なる・毅境庁(20G2)によれば,cO2排患量はガソリン2,3599/1,
 C重液2,9399/iであった.また,困Of排幽難は,同じ燃料でもDε鰯では,30.69/1,畷境庁(2002)では嘆.59/1

 であった,本稿ではこれらの中央付近の値を爾いた.
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 インベントリー分析

 インベントリー分析は図4-7に示すプロセス・フローを,PWCEcobil&n社製LCAソフ

 トウエアTEAM3.0を用いて構築し,同社のデータベースDEAMを併用しながら以下の条

 件(データ)を入力して分析を行った8).

 沖永良部島の農業生産活動を,さとうきび・たばこ・バレイショ・サトイモ・ユリ(球

 根)・フリージア(球根)・グラジオラス(露地栽培切花)・ハウス花卉(施設栽培切花)お

 よび飼料の生産と,家畜の飼養に関連する活動とした.島で使用するコンポストは,島内

 の家畜からの糞尿により生産されるとした.電照等で使用する電力は島内の火力発電所に

 よる.また,島内の農業で使用したビニル類について,島内で焼却・埋め立て処理するも

 のとした.資材・農産物の輸送媒体と距離は図4-7中に,表4-1には図4-7中の主要な

 プロセスに関する資材投入量と環境負荷物質の排出量を示す.後述の農業生産活動段階と,

 表4-1以外のプロセスは,データベースDEAMによる9).

 以上の資材生産および輸送に係る燃料の生産は,全てβ本国内で行われると仮定した.

 これらの生産に翔いられるエネルギー源として,β本国内で発電される電力を想定した,

 ごれは,TEAM3.1とデータベースDEAMが,電力生産について国別にデータを設定して,

 資材生産に係るエネルギーの多寡を麟ごとに評価できるよう構築されているためであり,

 このソフトウエアを用いたため,図婆一7のようなプ覆セス・フローとなった.

 図4-8に,本事例のLCAにおける物質収支の考え方を示す.評価枠組みへの物質の流

 入(INPUT)は,化石燃料,電力(島内で生産されるもの),コンポスト,化学肥料,ビニ

 ル類とする.農薬については評価していない.本事例では,r農薬法により,散布した後1

 年以上土壌中に残留する農薬は原則として使用できない.また,散布された農薬は,土壌

三襟
嘩

 B麟i
NOfN

一

 ヂ作目噺a/隼」のインベントリ分穏

 「暴材虫麟のインベントリ分凝

 作目ごとの物質収支

        蟹名単位軽
        化石欝i/ha
        電力kWh/舞a

        r篇ンポスト靴/舞aINPUT
        化学肥料K/藝a
        ビニルk/軽a

        恥CO2デossiI/軽a

        糾GxasNO2/haレ

        惟2-NN!αN・揮散骨N封目3焼討20唖不特定親/ha/ha/haアuTPUT距        Of陸風NHデNNOゴN漉坦r…難」ノ農作物k/ha        炉廃薬物靴/h毎

        4
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僻

 耳・、

 土壌システムにおける反応

 地竣外部へ漉過・移出頑一一

 農作物は取g虫m」のインベントリ分析

 図4-8物質収支の舞え方
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 表面・土壌中でほとんど消失・分解する(鍬塚・山本,1998)」と仮定し,農薬については

 評価の対象外とした.

 評価システムからの物質の流出(OUTPUT)は,CO2,NOx,NO,NH3,N20,不特

 定N,廃棄物,農産物とする.NO,NH3,N20は,それぞれ土壌システムにおける物質

 の変化により,譲ンポストと化学肥料に含まれる窒素分に応じて大気中にガスとして排出

 されるとした.不特定Nは,水溶性の窒素分として硝酸態窒素を想定した.肥料の有効成

 分である窒素・リン・カリウムのうち,リンとカリウムは土壌粒子に吸着され,土壌から
 はほとんど排出されないため(小川,2000),窒素分のみを評価の対象とした.本事例では,

 土壌中に留まる窒素量はi年を通じて一定量とし,化学肥料・コンポストとして投入され

 た窒素分のうち,環境負荷物質とならないN2と作物により持ち出される窒素分以外は1年

 の間に全量が大気中またはlm以下の深さの土層へと排出され,環境負荷となると仮定した.

 窒素分は土壌の深さの上下方向にしか移動しないと仮定し,圭m以下の土壌への排出量(L)

 は投入窒素量(F)からガス態での揮散量と作物による持ち出し量(U)を除したものであ

 り,以上の仮定は次の式に要約される.

 、乙=F一ρ.28F+乙ク

 この式は土壌の窒素収支に関する既存研究を基に作成した.土壌中の窒素動態に関して

 は,国内外に数多くの既存研究がある.農地土壌中には,施肥前にも多くの窒素分が含ま

 れており,肥料由来の窒素分と,施肥前からのそれを区別することは困難である.また,

 土壌や気候の条件により,窒素収支は大きく異なることが知られている.このような理由

 から,本稿では,ぬmめert,Ser鍛&撮Delm麗(ig97)による土壌からの発生ガス測定値,

 表4-2作目ごとの物質収支

 *1:化眉燃料は,ガソリンと軽洩の合計とした.CO・と縄0・排出量は,それぞれ2,500g・25gと仮定した.
 翅:化学絶料qンポストは,窒棄含有率を重量%でそれぞれ10%・5%とした.難0・鰍3・撞20および不特定曄の排

 裁量の算定は,本文の試による.この式では,さとうきび(株鐵),餌料の不特定親は負値を取る(持ち出し墨
 が多い)ため,潔境負荷の算定時には不特定麗の排出量を0とした.

 紹:ハウスは,菊の電照栽培と,ソリダゴの施設栽培の値の平均値である.農作物量(収無)は,フリージア・ユ

 リ(球根)は窪球あたサ50g,グラジオラスは1本1GOg,菊・ソ》ダゴは1本50gとした.
 *4:ビニル類は,マルチ・防風ネット・ハウスビニルの合議とし,マルチ被覆率5G%,厚さ0.5mm,防風ネット

 高さ1m,藻さ1mm,1G&あた鱗100m,ハウス厚さ1旧m半径3閉として,蛇薫は0、5と仮定した.
 *5:飼料作物のデータは,化学肥料の量を除いて推建値である.

 *6:この地,畜産は,奮闘1頭あたり電力16、4k蘭,配食飼料絡Ok琶を消費し,飼養頭数は3,700頭と仮定した(沖
 永農部改良普及所,窪999).

 *7:廃棄物には使用済みのビニルが該糞するものとした.
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 薯,

灘 Mis撮m&,S.,(2002)による生産物の窒素含有量に基づいて窒素収支を推定したlo).

 Jambert,Serc&&ndDelm&s(i997)が測定した投入窒素重量に対するガス排出量の割合

 は,NH3“N:0.1%,NO・N:1}.3%,N20・N:3.9%,N2:13%,合計28%であった.

 表4-2に,TEAM3.iに入力した農業生産活動に係る作目ごとの物質収支を示す.表中

 でINPUTは沖永良部改良普及所(1998)に基づいて算定した.OUTPUTは図4-8に示

 す物質収支の考え方により算定した.イモ類・花卉類・球根類および畜産農家へのヒアリ

葺
 『
直
一

§
難

1§
瀬

瀬瀬

瀬
趨
麟

 .螺

 ・
灘

繋
縛

繍

8
7

6

 5一

4■

3
2

葉
。

 一一酒酸性化i一:
 lE]欝栄養化1

ト

 ■一一睡灘暖化旨,

            一

            一一一 『

            ウ

            [一一一一

型
簿
鐸
輝
麟

 騨
蒙
ハ
ふ
疹
肖
ひ
塾

 燧
超
↓
K讐
ハ
再

製
襯

髄
州
蘂
職

 懸
釧
拭
禅
K塾
く

 纒
酬
鱒
耀
鐸
寮
Kい
歯
窺
獅
鮎

 樫
細
(騨
謙
)卜
駆
一
、
熱

 遡
超
(騨
厳
)ひ
d

 髄
翅
津
や
訟
わ
・

 閣
超
照
“
ヤ
ふ
突

 倒
鮒
U舗
誕

遡
趨
鴇
椥
串
刃
鞠

 (僅
翻
)遡
趨
程
翻

糟
癬
馨
駅

 遡
超
λ
ふ
継
目
笥
饗

 懸
酬
ミ
ー
讐
ハ
私

徳
翅
蘂
製
痛
撃

遡
姻
蘂
襲

遡
類
懸
畷
灘

 (艦
瞬
畏
m)遡
削
只
翻

 図4-9沖永良部島の農業生産活動による琿境負荷

 *:縦軸は各畷境負荷カテゴリーの平均値を1とした場合の相対値を表す・

 ング結果と表4-1を比較すると,おおむね表4-iの夏N倉UT量はヒアリング結果を下回

 る11).したがって,本稿で設定した各数値は,実際のそれを下回るものと考えられる.

 表4-2にそれぞれの栽培面積・飼養頭数を乗じ,図4-7のプロセス・フローに沿って

 資材生産・輸送,農業生産活動・農産物輸送について環境負荷の推定を行った.これを以

 下本稿ではベースシナリオと呼ぶ12).

 (4)ベースシナリオのLCA結果と考察

 ベースシナリオに基づき,沖永良部島全体の農業生産活動の環境負荷を算出した結果を

 図4-9に示す.環境負荷のカテゴリーは,酸性化,蜜栄養化・温暖化とした.ここで環境

 負荷とは,図4-3のように,特定の環境負荷カテゴリーに関連する物質の量に特性化係数

 を乗じて積算したものである13〉.図4-9中で,農産物の「生産」には,生産活動と加工・

 箱詰めを含む.酸性化と温暖化は,似通った傾陶を示している.また,全ての環境負荷カ

 テゴリーで,作付面積と農産物の生産による環境負荷がほぼ比例する傾向にある.
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 表4-3作日ごとの潔境負荷割合・単位面積・頭数あたり負荷量

        割合(%〉単位面積・頭数あたり負荷

        面積(ha)・頭数酸性化富栄養化温暖化酸性化(e.網+)富栄養化(geq.PO嘆)温暖化(geq.CO2)
        さとうき1,356硅7、88.616.93.2ε+G33.7旺幸04で.4E+07
        たばこ1243.95.34.27.6E畢032.5E+053.8E÷07

        バレイシ…ヨ74525.535.624.08.3ε÷032.8E+053.6E÷G7
        サトイモ29510.2拓.謹劉.48.3E+033.O∈+054.2旺給7

        グラジオラス10達5.達5.64.41.2獲千043.2程+054.9疑+07
        ユリ(球根)1364.68.94.38.2琶+033、8E+053.6荘牽07

        フリージア(球根)391.22.3確.董7.5眠+033.5匠+053.3融07
        飼料619廊.60.015.56.董E+032.3ε+012,8E+07

        ハウス花卉薩9316.018.518.42、OE牽G45,6E+05硅.1置+08
        家畜(隼)3,7GOo.o0.00.12、4巨船0畦.3旺一〇蓬葉.7E…+04

 表4-3に,作目ごとの環境負荷割合・単位面積・頭数あたりの環境負荷量を示す,ここ

 で,環境負荷の割合は,資材生産から輸送までのライフサイクル全体に対する当該作浸の

 割合・負荷量であり,図4-7のr農業生産活動3のそれではない.図4-9および表4-3

 の環境負荷割合から,沖永良部島の農業生産活動全体では,バレイショ栽培の環境負荷が

 最も大きく,ついでハウス花卉,さとうきび,飼料の順であることがわかる.しかし,表4

 -3の単位面積・頭数あたり負荷では,バレイショ生産は,サトイモ生産やユリ・フリージ

 アの球根生産とほぼ同等または若干大きい程度であることから,環境負荷割合の高さは栽

 培面積の大きさによるものと推測される.一方,ハウス花卉は単位面積あたり負荷が大き

 く,さとうきびのそれは小さいことから,環境負荷は生産体系が集約的か,粗放的かに起

 因するものと考えられる.家畜生産の環境負荷は非常に小さいが,これは家畜飼養では電
 力の消費のみを評価対象としたためであり,飼料作物の生産については家畜生産の外部で

 行われるとし,家畜飼養において排出される糞尿はコンポスト化された後に農地で利爾さ

 れるという前提条件による。つまり,家畜生産の環境負荷は飼料生産の環境負荷とセット

 であり,糞尿に起因する環境負荷はコンぷスト使絹の環境負荷であると換言できる,

 以上から,沖永良部島の農業生産活動では,野菜から花卉類への生産シフトは環境負荷

 を増大させ,さとうきびへのシフトは環境負荷を減少させると推測される、

 (5)LCA結果の感度分析
 一表4-450%感度分析結果

 インベントリー分析における各種の剛

 やNOx排出量,窒素収支などのように,
(%)

 仮定や推定によるものが多い.したがって,

 負荷がどの程度変化するかを考慮する必ビニル(民)'“『一α0酬α0}総研稲
 要がある,感度分析とは,LCAの結果を解釈するステップで,評価枠組みや前提条件の妥

 当性を検討するためのものであり,感度とは各種前提条件がLCAの結果に与える影響の度

 合いである.聾表4-4に,ベースシナリオを規準として各項目を±50%づつ変動した際に,
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 LCAの結果が変動した割合を示すゆ.

 表4-4から,aンポストの窒素含有量,

 コンポストの使用量が各環境負荷カテゴリ

 ーに大きな影響を及ぼしている事がわかる.

 これは,コンポストの窒素分に起因する酸性

 化物質のNOx,蜜栄養化物質のN登3・NO3-,

 温暖化物質のN20による影響である.各物

 質がそれぞれの環境負荷カテゴリーの評価

 結果に影響する割合は,ベースシナリオの結

 果では,酸性化で81.4%,富栄養化で99.9%,

 温暖化で68.9%であった。したがって,本評

 価では,土壌中の窒素のインベントリー分析

 が,評価結果に大きく影響する事がわかる.

 感度分析の結果をふまえ,園4-7に示し

 たプロセス・フ頂一における営農資材の生

 産・輸送,農業生産活動,農産物の輸送の各

 段階での環境負荷を考察する.図4-10に酸

 性化,図4-11に竃栄養化,図4-12に温

 暖化のLCA評価結果を示す.

 図4-10～図4-12で,「規準」はベース

 シナリオの結果である.資材輸送段階・生産

 物輸送段階のMIN(最小値)とMAX(最大

 値)は,それぞれ輸送距離が一50%・+50%

 の場合の評価結果である.それ以外の段階で

 は,感度分析により得られたLCA評価結果

 の段階ごとの最大値と最小値を表示した.電
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 図4一捻温暖化環境負荷重

 力生産(β本国内)段階と,農業生産活動段階のMINとMAXは,前者が化学肥料の使用

 量が±50%の場合,後者がコンポストの使用量が±50%の場合である.資材生産段階では,

 酸性化(図4-11)で化学肥料の生産量土50%,富栄養化(図4-11)と温暖化(図4-i2)

 でビニル類の生産量±50%の場合であった.つまり,化学肥料とビニル類は生産過程の環

 境負荷が大きく,コンポストの使用量は農業生産活動段階の環境負荷に大きく影響すると

 いえる.

 図婆一io～図4-12の各環境カテゴリーで,資材生産・資材輸送・生産物輸送の各段階

 が,農業生産活動段階の環境負荷を上回る事はなかった.これは,表4-4の結果からも,

 沖永良部島の場合,生産地と消費地の距離を近づける取組みよりも,農作物栽培時の土壌

 への施肥管理によって環境負荷を効率的に減少させられることを示している.しかし,べ
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 一スシナリオの結果では,酸性化カテゴリーで農業生産活動段階でのNOx排出量が,85%

 以上削減された場合,また,温暖化カテゴリーでN20の排出量がゼロの場合には,農業生

 産活動段階の環境負荷と,資材輸送段階・農産物輸送段階を合計した環境負荷はほぼ等し

 くなる(付表4-1より).つまり,エネルギー・フローのみによるLCA分析など,土壌シ

 ステム内での窒素分の変化と排出を考慮しない分析では,農業生産活動段階の環境負荷と

 輸送段階の環境負荷はほぼ等しくなることを示している.

 (6)沖永良部の地域LCAの結果と経済性
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 図磯一得温暖化環境負荷と粗収益の相関

 以上のように,沖永良部島を事例に,農業の地域LCAを実施した.農作物別の環境負荷

 を比較し,沖永良部島における環境負荷低減策を具体的に示すことができた.では,この

 LCA結果をどのように活用できるだろうか.

 作目ごとの単位面積あたりの環境負荷と粗収益は図4一想のような相関を示すi5).環境

 負荷と作覆ごとの利益率とはほとんど相関がみられなかったことから,農業に係る経済活

 動の絶対的な大きさは環境負荷に比例すると替える、つまり,環境負荷の低い農業へのシ

 フトは,単位面積あたりの収益の減少を意味する.環境負荷の低い農業を実践する農家が

 経済的収入を維持するためには,耕作面積を拡大する必要がある.島という地理的条件下

 では,農家戸数が減少し,土地が集約されることでしか規模拡大が実現しえない.よって,

 農家戸数を維持しながら島の農業に起因する環境負荷を低減させるには,農家の収益を抑

 えなければならないことになる、この点に関して,科学技術振興事業団CREST・合田素行

 チーム(当時)が2000年に実施した沖永良部島全島全戸アンケート(回収総数約3,200,
 回収率約56%)によれば,全体の約40%が今後の島の農業が環境に与える影響は「このま
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 までは悪化」,と回答し,r悪くなる」と回答したサンプルのうち,約69%(874件)がr農
 業の所得が下がっても現在の農業のやり方を大幅に改める必要がある」と回答している16).

 この結果は,環境負荷低減策の採用による農業所得の低減を受容する農家が島内に存在す

 ることを示している.では,本章で実践したr地域LCA」の結果を地域住民(農家)に提

 示すれば,所得が低下しても環境負荷の低い農業に転換する農家が現れるのだろうか.次

 節は,農家(農業集落居住者)『がr環境」をどのように捉えているかを把握するために実
 施したアンケート結果とその考察である.
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 4)LCA指標による環境負荷情報の伝達に関する限界(農村アンケートの結果)

 LCAの実施のためには,前節のように相当程度煩雑な物質収支(インベントリー)の記

 録と分析が必要となる.LCAによる環境負荷の推定は,LCAの実践者・情報提供者の多大

 な労力のもとに,膨大な量のr情報」が統合化されることで「定量化」されるというプロ

 セスをたどる、統合化されたr情報」の受け手となる者が,このプ皿セスの仕組みを理解

 していなければ,LCAによって定量化された環境に関する「情報」は意味を成し得ないの
 ではないだろうか.

 環境低負荷型の農業や社会的取り縛みに支えられた持続可能な農村地域社会を構築する

 ための環境保全対策を作成・検討する手段として,LCAは有効なツールである.しかし,
 これまでLCAの結果に基づく環境保全対策が農業において実践された前例は無い.この事

 実は,現在の農業LCAが抱える何らかの欠陥・障害の存在を意味しているといえよう.従

 来のLCA研究の動向については前述2)のとおりであるが,このトレンドを環境開題の特

 性化カテゴリーで見ると,既存研究のほとんどは評価結果を「地球温暖化」か「富栄養化」

 のいずれかのカテゴリーの指標で示している.言い換えれば,既存の農業LCAでは,環境

 負荷嵩温暖化負荷・富栄養化負荷としていたのである(大村et我1.,2002).このような情報

 を踏まえ,以下本節で実施したアンケートは,農業集落居住者を対象に,LCAで定量化さ

 れる代表的な環境負荷カテゴリーであるヂ温暖化」と「富栄養化」について,その認識の

 度合いを調査したものである,このアンケートにより,農業地域を対象とするLCAの受け

 手の一部と覆される農業集落居住者の環境」に対する意識と,LCAで定量化される「環

 境」負荷・便益とがどの程度重複しているか,あるいは乖離しているかを推し量ることが

 できる.

 (1)アンケートの内容

 アンケートは,2005年2月に,熊本県0町K集落(20戸),宮城県M町S集落(27戸)

 の全戸(いずれの集落も非農家世帯を含む)に実施した.両集落とも,地勢は山間地また

 は中山間地域であり,基幹産業は農林業である.()町は水源地帯に位置し,水源涵養・水

 源保全を意図した農地・森林整備事業が実施されている地域である.また,M町は町内を

 大規模河川が貫流している.こうした条件から,環境への関心,特に水資源に関する環境

 意識は高いことが予想された.
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 アンケートは3つの質問項目からなる。まず,r設問(1)r地球温暖化問題」を知ってい

 ますか?」という問いに,「知っている」またはr知らない」の2択で回答してもらう.こ

 こで「知っている」と応えた場合のみ,ギ農業機械・ハウス等,農業で使用する燃料(灯油・

 ガソリン・軽油等)の量は,「地球温暖化」に関係があると思いますか?」という闘いに,

 「関係ある」「関係ない」「わからない」の3択で回答してもらう.灯油・ガソリン・軽油

 等の化石燃料の消費は,温暖化に「関係ある3が正解である.

 次に,「股間(2)「富栄養化問題」を知っていますか?ヨという闘いに,「知っている」

 または「知らない」の2択で回答してもらう.ここでゼ知っている」と応えた場合のみ,「農

 業で使用する肥料のうち,(同じ使網量なら)化学肥料と有機肥料のどちらが「寓栄養化問

 題」に強い影響があると思いますか?」という問いに「化学肥料」「有機肥料」ギ両方同じ」

 「わからない」の4択で回答してもらう.植物への吸収効率の良い化学肥料は,適切な使

 用量・タイミングであれば堆肥等の有機肥料よりも窟栄養化負荷は小さくなる場合もある.

 作物や土壌の種類,降水量や肥料のC/N比にも大きく影響されるが,物質収支の観点から

 は「両方同じ」が正解といえよう.

 最後に,「設問(3)あなたは,地域の農業によって保全されている「環境」とは何だと

 思いますか?」という問いに,1.地球(大気)の温度,2.河川・湖沼の水質,3.生物の

 多様性,4.環境保全とは関係ない,5.その億,の5つの項目から,該当すると考えるも

 の全てを選択してもらった.これらの回答項目のうち,1.を選択した人には,地域農業が

 温暖化を緩和する効果がある,という認識があり.2.を選択した人には,地域農業には水

 質を浄化し,富栄養化を防止する効果があるという認識があると推測される.これら2つ

 の回答項昌は,上記(})および(2)の設問の解答と対比させることで,地域の農業と環

 境との関わりをどう捉えているかが推測できる.

 (2)アンケート結果

 ①回答者の属性

 総サンプル数47のうち,約96%(45件)が男性,約4%(2件)が女性であった.農家

 は約77%(36件),・約23%(11件)
不明

 が非農家であった.回答者の年齢構90廃娼30～39

 多く,次いで40歳代,70歳代,6070～79
17%

 歳代の順であった.

 ②温暖化・窟栄養化の認知度

 6臆
33%

 図4一韓翻笛音の年齢構成
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 温暖化の認知度に関する設問

 (設問(1))への回答では,有効

 回答を得た42件のサンプルのう

 ち,98%(奴件)が「知ってい

 る」と回答した.おおむね全ての

 年齢層が地球温暖化問題につい

 て「知っている」と回答している.

 温暖化と農業における化石燃料

 の消費量との関係に関する設問

 への回答(理解度)は,図4-15

 のように,回答と年齢との相関は,

 年齢が高くなるほど「関係ある」

 (正解)という回答が減少し,「わ

 からない」とする回答が増加する

 タ頃向が見られる.つまり,書葉と

 してのr地球温暖化」は全ての年

 齢層が「知っている」が,温暖化

 が化石燃料の燃焼による二酸化

 炭素(CO2),メタン(CH4)等

 の温室効果ガスの排出と関係が

 あり,農業における化石燃料消費

 とも「関係ある」ことを認知して
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 図4一絡富栄養化の認知度と回答者の年齢

 いるのは若年層に多いと言える.農家・比農家の別では,農家の温暖化をr知っている」

 かつ「関係ある」回答は約磁%,非農家では約78%となったが,非農家のサンプル数が少

 ないため,農家に比べ非農家の認知度が相対的に高いとは言い難い.

 冨栄養化の認知度に関する設問(設問(2))への回答では,有効回答42件のうち,r知

 っているコが約47%(20件),「知らない」が53%(22件)と,温暖化に比べて明らかに

 認知度が低かった.温暖化と同様,図4一弼のように,回答と年齢との相関もある程度見

 られた.

 肥料の種類と富栄養化の関係に関する設問には,「化学肥料」がより強く影響するとの回

 答が71%(15件),r有機肥料」が24%(5件),ド両方おなじ」(正解)は5%(1件)と

 なった.r化学肥料」の回答者が多かったことは,減化学肥料栽培がr環境に良い」という

 認識があるためと思われる.しかし,物質収支(LCA)の観点からは,製造時の資源消費

 が少なく,植物に効率よく吸収されるタイミング・量が考慮され,窒素分の表流水や地下

 水への浸透や,大気中への揮散が少なければ,化学肥料でも有機肥料でも環境負荷は小さ

 くなる.堆肥等の有機肥料は,土質の改善など,LCAでは定量化できない効果があるが,
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 鷲1鱗(好気発酵)罷運搬鯉(散布樋程でのエネルギ蛸費量が大きく謁暖化
 離錦は化学肥料に比べて大きくなる可雛嚇窟栄養化問題1鮪機騰のほうが
 麟難論、患罧鷹霧茸露霜、職灘1犠磁騰薯

 でロヌじで

離驚難論羅欝欝力灘執瓢鶴蝶鎌
で

 亙ないにせよ,単純に「有機肥料」が良いと考えたとすれば,f化学肥料」の選択者と併せて,
 ☆約95%(全サンプル中では45%)の回答者が,化学肥料は環境(富栄養化)に悪影響があ
 り,有機肥料は環境に良いと認識しているごとになる.非農家で富栄養化問題を「知って

 いる」と回答した者(3件)の全てがr化学肥料」を選択しており,環境に対して化学肥料

 落懸,有機肥料=善という認識が定着しているものと推測される、

 i一③地域農業と環境との関連に関する回答

 、表感一5に地域農業が保全する環境についての設問(設問(3))に対する回答と,温暖

 ご1、化・窟栄養化の認知に関する股間(段間(1)および(2))の回答とのクロス集計結果を

総義離離麟惣蹴瓢欝欝
 ∫◇態であること・また湛畑は獺的な状齢なり・メタン(CH4)などの温暖化額が排

 出されること,これらの温暖化物質の排出量は,農林業によって吸収しうる量を上回ると

 沸測されることから陣域麟ま地球(大気)の搬・つまり温暖化に対して瞭荷欝
 駄えていると判断されるためである.また,化学肥料・有機肥料を問わず,多くの場合,植

 戦纏吸収され撫分脚投入量力勤即酬湖沼の蠣つまり窟栄養化に
 li一～

 膨,rは鮪を与える以上のよ弧繊農業は環境保全とは無関係ではなく毒しろ鮪を
 鰹与える場合が多い.したがbて,生物の多様性への貢献が地域農業の持つ環境保全効果と

 華コいうことになる17)、
 一表4-5のクロス集計の結果では,温暖化開題を知っている・地域農業は地球(大気)の

 r『温度の保全に寄与している,との誤答が約40%,富栄養化問題を知っている・地域農業は

 窪河川・湖沼の水質保全に寄与している,との誤答は約55%である.一方で,「生物の多様性」
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 表4-5地域農業が保全する環境と環境問題の講知
 地球(大気)河川・湖沼の生物の多様礫境保全と
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 (正解)を選択した者も,合計では約50%以上であり,回答者の約半数は環境保全に対し

 て正しい認識を持っていると推測される.しかし,この設問は複数回答であることから,

 個表レベルでは誤答の割合(例えば,r地球(大気)の温度」と「生物多様性」を両方選択

 した團答者)はさらに高くなり,地域農業と環境保全との関わりを正確に理解している回

 答者の割合は50%を下回ると推測される.

 (3)アンケート結果からみた農業LCAによる環境情報伝達に関する限界

 従来のLCAで代表的な環境負荷カテゴリーであるr温暖化」と噛栄養化」についての

 農業集落居住者へのアンケート結果から,次の2点が明らかになった.第一に,温暖化に

 対する認知度はほぼ100%であり,化石燃料の燃焼と温暖化の因果関係については若年齢者

 ほど正確に理解している.しかし,地域農業と職暖化涯との関係については,農業によ

 って化石燃料が消費され,温暖化にも影響があるというような解釈はほとんど成立してい

 ない.温暖化とその要因については認識していても,それを自らが居住する地域の農業に

 適用するという視角が欠如している.第二に,「富栄養化」については認知している者が半

 数以下であり,認知度そのものが低い.富栄養化という特性化カテゴリーについては,問

 題と原因の因果関係すら理解されていないことになる.つまり,LCAというツールによっ

 て定量化された特性化指標(温暖化や富栄養化)の数値は,農業集落居住者に対してほと

 んど説開能力を持たないことになる.

 一方で,アンケート結果から農業地域居住者が重視していると推測されるのは生物多様

 性や化学肥料の使用の有無であり,これらはいずれもLCAの方法論や結果の解釈では表現

 し難い項霞である.したがって,沖永良部島の全島アンケート結果に見られるような,環

 境保全のためなら農業(農家)の収益が低下するのは止むを得ない,と回答した者にLCA

 の結果を提示するだけでは,環境低負荷型農業への転換は生じ難いといえる.前述のよう

 に,LCAはISOで規格化された環境影響評価手法であり,環境負荷を定量的に表現するこ

 とが可能で,環境負荷の低減策を具体的に示すことができる.しかし,示された環境負荷

 低減策を実行する者としての農家(農業地域居住者)のイメージする環境問題と,LCAに

 よって提示される環境問題には乖離がある.これが現在のLCAによって指標化された環境

 負荷情報の伝達における限界である.

 では,農家や行政関係者,消費者等にLCA手法を積極的に公開し,LCA的な思考方法を

 普及すればこの限界を超えることができるのだろうか18).公開・普及によって,LCA的な

 思考方法(L漉CycleT撮nkiR9)はある程度浸透するだろう・しかし,図4-13の相関(環
 境負荷の増加と粗収益の高さの相関)があるとして,LCAを理解しつつも安定的な収入の

 維持を志向する者(農家)が,LCAの結果だけで収益の少ない営農活動へとシフトするだ

 ろうか.答えは恐らく否である.環境負荷低減策を受け入れる代わりに,所得補償を受け

 るか,環境保全型農業を前面に押し出したマーケティングで商晶を割高な価格で販売する

 ことで収益の減少分を補てんするか,いずれにせよ収益の減少を補う何らかの仕組みが無

 ければならないだろう・つまり,LCAの評価結果を根拠に農家の所得が確保されなければ
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 ならないことになる.そのためには,農家への直接所得補償を所轄する行政がLCAを採用

 するか,消費者がLCAを深く理解し,購買行動にそれを反映させることが必要である.現

 在の消費者が志向するいわゆる「安全・安心」では,農薬・化学肥料・遺伝子組み換え技

 術の不使用等が重視される.しかし,これらはいずれも,(現在の消費者が最もよく理解し

 ていると推測される)地球温暖化カテゴリーで定量化したLCAでは,排除しないほうが環

 境負荷が低い場合もある資材・技術である19).つまり,LCAの結果(温暖化カテゴリーの

 指標)と「安全・安心」は相容れるとは考え難い.よって,直接所得補償の仕縛みの中に

 LCAが縫み込まれることでしか,ILCAが情報伝達の限界を超え,その評価結果に基づく環

 境負荷低減策を実現することはできない.
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 5)LCA手法の展開方向

 人為的循環系の構築が環境面でのメリットをもたらしうるかを検討する上では,循環系

 の設計に際してのシナリオベース分析,つまり想定される循環系の構造を予測してシナリ

 オを作成し,現状とシナリオ,あるいはシナリオ間の比較検討を行わなければならない.

 そのための道具(ツール)として,LCAは非常に有効である.(独)産業総合研究所LCA

 研究センターの開発したLIMEは,LCA作業の最終ステップであるLCIA(ライフサイク

 ルインパクトアセスメント)において被害算定型のアプ貿一チを採用している.この方式

 では評価結果を表現する指標の数が従来型に比べて大幅に削減されており,LCAの利活用

 の上では利便陸・信頼性が大幅に向上した20).また,D価IY(障害調整損失余命)等をLCIA

 に採矯することで,評価対象シナリオの機会費用を算出し,経済面でのシナリオ間比較を

 可能としている.国家規模でのプロジェクト研究として推進されたLCA手法の開発は,

 LCIAの分野では国際的なイニシアティブを持つまでに発展した.(独)産業総合研究所LCA

 研究センターを中心に現在実施されている地域LCAプロジェクトでは,行政の将来計画や

 基礎資料としてLIMEが利用され

 ている.近い将来,行政施策に関ウペントリー鎌螺輸荷焼劃一
 (しCl)(ミツ鍔ポイント〉

 する事業の許認可において,費爾

 便益分析のよう1こ糊される可能薩鋼cq蝿 イヒ
N20

 性もある。オゾン膚破壊
フロン

 図4-17は,問題比較型LCIA舗鱒

 と,被害算定型!LC王Aの比較であ

 る.本章で実施したLCAは問題比

 較型であり,評価撫標をインベン

 トリー分析からダイレクトに導出

 している.被害算定型では,各環

 境負荷カテゴリーの指標からさら

 にカテゴリ画ミッドポイントを経

カテゴリーエンドポイント
ミツドポイント

 圏㌘灘離調
評緬櫓棟
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 図4一"LC三A手法の比較

 出典:伊蝉(2004)を元に著者作成
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 たエンドポイントを評価指標としている.被害算定型では,導出された評価指標に対する

 LCA実施者・利相者の主観的判断(例えば,窟栄養化指標の結果よりも温暖化を重視した

 い,というような個人的意向)の入り込む余地が少ない.しかし,農業集落居住者へのア

 ンケート結果で示したように,比較的シンプルな問題比較型LC王Aによる評価指標の導出

 であっても,LCA的な環境影響評価手法を知らない者にとっては,評価結果が難解である

 と推測される.つまり,現状ではインベントリー分析からミッドポイントの評価指標導出

 までの部分がブラックボックスとなっている可能性がある.被害算定型LCIAは,評価指

 標導出に至る部分の主観的バイアスの縮小や科学的信頼性の向上といったメリットはある

 が,評価プロセスが不透明になり,評価指標の改ざん等をチェックすることを困難化する

 危険がある.

 実際に,士幌町のバイオガスプラント余剰ガス利用システム可能性調査(士幌町,2004)
 に採用されたのは,LCAというよりはインベントリー分析主体のエネルギーバランス評価

 であり,機会費用を加味した費用便益分析ではなく,ごく単純なコスト比較であった2圭)、
 地域LCAに関する国際シンポジウム((独)産業総合研究所ライフサイクルアセスメント

 研究センター,2005)でも,LIMEの利胴者(地域LCA実施県の県庁所属の担当者)から

 は,簡易なLCA手法の開発への要望も聞かれた.つまり,LCA手法の開発では,評価結果

 の信頼性向上のための情報処理の高度化(複雑化)と,それに伴う解釈の園難化(ブラッ
 クボックス化)という二律背反を処理しなければならない.信頼に足る情報処理過程を持

 ったLCA手法が完成すれば,公共事業評価等に利用されている費用便益分析のように,環

 境影響評価を法制度の中に組み込んでいく方向も考えられるが,評価結果の改ざんのチェ
 ックの問題は依然として残ることになる.士幌醗の.BGP事業を実行に移した原動力は,10

 年以上に及ぶ糞尿処理問題対応策の検討であり,その過程で住民・農家・行政がそれぞれ

 の情報を共有しつつ一定の方向性(BGP事業)を見出してきたことにある、その中でILCA

 は,住民らが見出した方向性の確認に利用'可能であったに過ぎず,LCAの結果が事業の方
 向性を決定したわけではない.したがって,LCAは住民・農家・行政の共有できる情報を
 提供せねばならず,ブラックボックス化は回避される必要がある.では,どのようなLCA

 が望ましいのだろうか.

 一般的には,簡易なLCAから開始して重点化する事項を抽出し,その事項に向かってよ
 り高度な!LCAを展開していく方法により,正確なLCAの実施へと結びつく,正確なLCA
 とは,信頼に足るLCAであるが,そのために情報処理は煩雑化し,LCAは難解になる.何
 らかの意思決定にLCAを利用しようとする場合,結果とそこに至るプ琢セスは明快でなけ

 ればならないが,「簡易な」!LCAには,評価対象範囲内からの重要項目の脱落,つまり「見
 落とし」の危険がある.よって,意、思決定に利周するためのLCAでは,従来の一般論を逆
 転する必要がある.つまり,評価対象範囲の大きい複雑高度なLCA(ブラックボックス)
 から出発し,その結果を明快な,従来でいうところのr簡易な」LCAへとrときほぐして
 いく」という方法である.この「ときほぐす3作業にLCA実施者の主観が影響しない論理
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 6)小括

 前章第3章4)③において,農業地域における人為的物質循環系の展望を述べた.これを

 受けて,本章の地域LCAの結果から得られたインプリケーションは次のようなものである.

 地域レベルの環境負荷低減策の具体的な検討材料として,地域LCAは分析枠組みとして

 有効に機能すると考えられる.しかし,本章における,沖永良部島を対象とする地域LCA

 の結果からは,環境負荷(地球温暖化)と,農産物の作目別粗収益に正の相関があること

 が示唆された・これは,収益性を追求する農業が,より高度に物質・エネルギーに依存す

 る傾向があることを示している.これは,収益性を追求すれば,資源の投入量が増加し,

 廃棄物・副生成物等の排出量も増加することを意味している,恐らく,投入・排出(イン

 プット・アウトプット)される物質の種類も増加するであろう.物質の種類の増加は,見

 かけ上の人為的物質循環系の形成にとって有利に作用する.しかし,これは大量生産・大

 量消費・大量廃棄の状態に人為的物質循環系を付加することに他ならない.

 つまり,農業地域を対象とするLCAの結果からも,農業地域において,環境負荷を低減

 しうる人為的物質循環系の構築が困難であることが示唆されたといえる.環境負荷の低い,

 粗放的な農業は,インプットやアウトプットが少ない.したがって,耕畜連携のような既

 存の人為的物質循環系以外の構築は難しい.第3章で述べたように,環境負荷を低減し,

 地域の経済的持続可能性をも保証しうる人為的物質循環系構築のためには,エネルギー等,

 農業内外で汎溺性が高く,需要も大きい物質を生産しうる再資源化技術を導入することが

 重要である.本章においても,その重要性が再確認されたといえよう.

 最終章では,本論分の分析・検討によって明らかにしたことを整理する.
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 注記(第4章)

 注1)システム・バウンダリーの決定方法には,r環境」とr評価対象システム」の境界,「対

 象システム」とr他のシステム」の境界,r任意に選択した対象システム」と「それ以外」

 のよう決め方がある(UN猛P,紛96),

 注2)温暖化・酸性化・蜜栄養化…といった環境負荷カテゴリーに重み付けし,さらに

 統合化した指標で環境負荷を表現する場合もある(N&r‡t&,N.,et&L,2004).また,図2
 -3のNH3のように,酸性化と蜜栄養化の両方に特性化係数を持つ物質もある.図2-3

 の数値は,TEAM3.0による(付表2-1参照).特性化係数の決定方法は,温暖化を例に

 すれば以下のようなものである.温暖化は,太陽日射(太陽から地球へのエネルギーの

 インプット)に対して,大気の温度をほぼ一定に保つ地球放射(地球表面から宇宙への

 アウトプット)の際に,CO2やC璃等,地球放射を選択的に吸収し,地球へと再放射す
 るために生じる,特性化係数は,物質ごとの地球放射を吸収する度合い(吸収率)から

 求められる.CO2の吸収率を1とした相対値を用いるのが一般的であるが,データベー

 スを取り纏める研究機関等によって異なる特性化係数が設定される場合があり,統一さ

 れた係数は無い.

 注3)Hu痴,鼠.G.,Er肥k韮nWlE.,(ig96)は,ごく初期のILCAの問題は,物質にエネルギ

 ーが「包含」されている(フィードストックエネルギー),という概念が薄かったこと,

 計算量が膨大であったことから,当時の計算機には十分な計算能力が無かったことを挙

 げている.近年の高性能パーソナルコンピューターの普及は,LCA研究が爆発的に進展

 した要国の一つであるといえよう.

 注4)この回顧録で興味深いのは,LCAのコンセプトは1970年には開発されたにもかかわ

 らず,環境問題(公害問題)への社会的関心が高まるig80年代まで,10年間も企業の

 内部情報として秘匿されてきたことである.その理由は,LCAがもたらす情報は,常に

 いいニュースと悪いニュースを同時に含むこと,であるとされている.Hu孟ele蔦D.,

 Yas犠i,1.,Yaまm磁oto,R.,(1998)は,アメリカの企業では57%で環境保全への取り組み

 がコストや市場価値に優先するが,田本ではその逆である,と指摘している.β本にお

 けるLCAの取り組みは,欧米と同様に活発化したが,公共セクターに取り入れられるに

 は至っていない.アメリカでは,環境問題への社会的関心の高まりがLCAを公共セクタ

 ーに導入される契機となったようだが,日本では未だ企業内部のr秘匿情報」段階にあ

 るのかもしれない.

 漉5)「地域LCAjへの対象拡大の背景には,日本におけるソーシャルLCAやダイナミッ

 クLCAの提唱(h&b技,A,2000)があると推測される.これは,iSO-LCAでは評価不

 能な,社会活動や時系列的な変化を評価体系に組み込む必要があるという主張であった.

 Inaめa,A。(2000)は,1999年3月につくばで開催されたLCA手法の開発に関するシン

 ポジウムで主張され,その後さらに議論されるべき事項であるとしているが,譲S・
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 ISO/TC(テクニカルレポート)の整備作業が進行する時期に,規格から逸脱するLCA

 を主張するととに抵抗があったのも事実である.筆者は,2001年の環境経済・政策学会
 で「地域拡大LCA」のコンセプトを個別報告で発表したが,その際にも規格化との逆行

 について指摘された.以上の経過を考慮すると,2003年に始まった第二期LCAプロジ

 ェクトの目的に「地域」が明文化されたことは非常に画期的なことであったといえる.

 注6)島の概要に関するデータは,2000年農業センサス,両角eta1.,(欝98)による.作

 付面積・飼養頭数は表2の粘を参照.図2-4のデータの出典は沖永良部島農業改良普及

 所(王999)に1よる.

 注7),鶴という地理的な状況は,LCAのような物質収支の分析を基調とする研究手法にと

 って都合が良い.これは,評価対象の境界を設定しやすく,境界を越えて出入りする物質

 の量・出入先を特定することが比較的容易なためである・農業生産活動が活発で,境界が

 明確で物流の状況を把握しやすい対象を選択することで,前節で示したLCAの枠組みや手

 法,その展開の可能性を検討することができる.また,島の物質収支を調査した両角et温,

 一(1998)による先行研究もあり,プロセス・フ霞一の作成等,LCAの適期に際して有利な

 条件が揃っていたこともこの島を選択した理由である.

 注8)LCAソフトウエアには,本稿で使用したTEAMをはじめ,RE璽A勾,EcoM&n購鍵,

 Eco砒,Sim&pro等,様々な種類が市販されている.これらは,使用するデータの形式で
 ユニットプ辺セス型とプロセス合算型に大別できる.前者は,プロセス(段階)ごとの

 データを潤い,プロセス・フローを構築する煩雑な作業が必要となるが,これらを必要

 に応じてローカルデータに差し替えることができる.後者は,異なる製品群の負荷比較

 が容易であるが,その算定根拠が不透明になりやすいという欠点もある・丁猛AMは,ユ

 ニットプロセス型データを用いる代表的なソフトウエアであり,世界的にシェアも大き

 い.データベースが欧州のものに偏っており,特にエネルギー消費に伴う排出物質の量

 (SOx等)については,国本の現状の値よりも大きくなることが知られている.本稿で

 は,ユーザーによるカスタマイズが比較的容易であること,評価結果の偏性に関する傾

 向が既に知られていることから丁猛AMを採周した.

 注9)使用したデータモジュールの名称は付表2-2に示す.丁翼AMは,軽濾やダンボール

 等,ある程度汎洞性の高い物質の生産に関する物質収支データをデータベースD聡AMに

 格納している.TEAMによるLCAは,本稿の表2-iおよび表2-2のように,独自に

 収集したデータと,D猛AMを組み合わせて実施する.

 注10)長谷川・波多野・岡崎(2002〉では,土壌からのガス放出でLi,C.S.,(2000)の王)NDC

 モデル,土壌中への浸出で三木のモデル(迎.37-56)等が紹介されている.施肥され
 た窒素分は,土壌の全空隙容積に相当する降水があった場合には,その80%以上が流出

 する(p39).沖永良部島の土壌は,粘土質であり,空隙率は低い.降水量は年間1,990mm
 であり(197}年～2000年までの30ヵ年平均値(日本気象協会,2003),1憩土層内の全

 空隙を上回る容積の降水があることは明らかである.よって,この推定式はおおむね妥
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 当と考えられるが,V6雄k&mpanαKeUer(1997)によれば,N20の排出は施肥量の0.5%
 程度であることが指摘されており,本稿の式も完全とはいえない.

 注11)2000年5月に実施したヒアリングでは,キク切花栽培では,年間・反当で電力約

 32,000kWh(22円ノkWゑとして),諏ンポスト15t,軽油約7001であった、畜産では,

 繁殖が中心で,配合飼料は親牛の出産直後のみ,i頭1日3k琶程度であった.飼料とな

 る牧草類は年間5回収穫でき,糞尿は飼料畑等に投入している.バレイショでは,反当

 600k霧程度の肥料分を投入している.

 注12)1998年3月時点の耕地面積を4,590互段とすると,本事例のLCAにおけるべ一スシ

 'ナリオの評価対象は約78%に相当する.家畜については知名町2,360頭,和泊町1,340

 頭とすれば100%である(沖永良部改良普及所,1999)、

 注13)環境負荷の算定には,TEAM3.0のAssesslne鵬Metkodを用いた.酸性化はCML-A蜘

 AcidiHcation,窟栄養化にはCMLE虞rop巖ic&tion(w&ter),温暖化には

 IPCC・Gree曲ousee働ct(虚irect,mOye躍s)を使用した、それぞれの物質ごとのインパク
 ト係数は付表2-1のとおりである.

 注14)感度の正・負の値が整合しないのは,土壌の窒素に関するインベントリー評価の際

 に,ガス態による大気への放出量と,作物による持ち出し量が,全投入量を上回った場

 合の環境負荷をゼロとしたことに起霞する.概念的には,マイナスの環境負荷=環境へ

 の良い影響ととらえられるが,本稿では土壌からの流出が無い(ゼロ以下)の場合には

 環境への負荷が無い(ゼロ)とした・窒素収支モデルと併せ,今後の検討を要する点で

 ある.

 注15)収益率・粗収益のデータは沖永良部改良普及所(1998)による,粗収益と温暖化環

 境負荷との相関に関するF分布による検定結果は,5%・i%の有意水準とも有効な値を

 取った.また,ハウス花卉と畜産を除外した場合のR2値は0.847であり,極端なデータ

 を除外した場合でも相関が見られる、

 注16)このアンケート結果は公式には記録・公表されておらず,本稿のデータは合田チー

 ムに参画していた筆者が保管していたものである.島の農業の環境影響について,rこの

 ままでは悪化」と園答したのは,専業農家で37.5%,兼業農家で55.5%,非農家で38%

 であり,いずれの属性でも最も高い回答割合を示した.また,「農業の所得が下がって
 も…改める必要がある」と回答した者は,専業・兼業・非農家いずれも約70%であ

 った.

 注17)ここでいう生物の多様性とは,天然自然ではなく,人間の手によって維持管理され

 る「二次的自然」であることに注意が必要である.

 注i8)(独)産業総合研究所が推進する地域LCAは,rLCAの社会化」を目指しており,

 LCAの啓蒙を意図している』

 注19)平口・坂内・大村(2005)では,農薬と化学肥料の投入を半減させた場合の稲作の

 環境負荷にりいて考察している.
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 注20)本稿で実施したLCAの特性化指標(環境問題のカテゴリー)は,インベントリー分

 析(LCI)の結果に指標ごとのウエイトを乗じて積算する方法で,ミッドポイントアプロ

 ーチと呼ばれる.ミッドポイントアプローチでは,特性化指標は10個前後のカテゴリー
 となる.LCAの実施者および利潤者は,これらを見比べて評価結果を判断する必要があ

 る。これに対してLIMEは,LCI結果→ウエイト積算→カテゴリエンドポイント(皮膚

 癌・白内障への影響や,土地埋没・農産物への被害への可能性等)→エンドポイント(人

 間の健康・社会資産)のように,最終的に2個程度の指標に統合化することができる、

 LCAの実施者・利用者は,評価結果について2っの指標を比較検討するだけでよい.カ

 テゴリエンドポイント→エンドポイントヘの統合化においては,自然科学分野の研究成

 果を最大限反映させることが可能で,評価結果の信頼性も向上している(伊坪,2004).

 注21)バイオガスの輸送・貯蔵設備,精製装置等の資材に関しては地球温暖化指標のLCA

 を実施しているが,こうしたインフラ設備建設へのエネルギー投入量は君G塗によって生

 産されるエネルギー量よりも大幅に小さかった.つまり,LCAの結果もエネルギー収支

 の結果も大差はない.したがって,「LCA」でブラックボックスを作るよりも,さらにプ

 リミティブなLCI(エネルギー収支)の方が信頼性・利便駐とも高い可能性はある.

議
 、
壽

 、麟

93

 



~
 
i
i
 

~~ 

*+* 
L~ 

*** 
.
~
 

~
 

il.~ 
!"':; 

;=+' 
+~~ 

~
 

~~,~ ;~ 
'<~ '~~ 

 ･i;:,,; 
~~ 

'~ 
{
 

;~<~ 
~~ 

~
 
:!i{ 

,~':~; '**~~~i ;jit 
:>'~ s
 
~
 

,+~,~ 
:ii~i~ 

;i~'; +'~{ 
~~ 

=i{ 
=
*
 

,;~ 
;*~ 

~i= 
 ･
i
 

~
 

~
:
 
;
 

4~~~ 

(t~~ 41 ~{~~~:~~~~~;eT::1 tJ-C:~:'~l~;::LO)f~~:~, ~~~~~~_~O)~~P"---"f~i~~i~~ 

drogen C 
d ro 

en Su[ 

en DeFnand) 
as N) 

horus Pentoxide (P205) 
~~~~) 

(~~~ 4-2 

~~~~ 

{7 

36.5 
27 

20 
17 
46 

32 

49 

' P04 
0.42 

o.022 

0.42 

3.06 

3.06 
.336 

,c(1 2 

5700 

6900 

243797j 7.736176 

8324.247 830.6274 
.28E-02 

O
 

708.89 56.588 

180.3606 55.69953 
20288326 

224280.8 

262807.6 
1 1 .1 9338 
5.83E*08 
41 302.35 

7521.572 
1 .420863 

3.38E+10 

268.8992 

9775437 

67.49 1 66 

6079.479 
0.01 278 

447. 1 962 
65.97386 
875755.1 
3 1 44069 

O.00704 
4521 30 

9909 1 .96 
25 1 739.7 

O
 

56969.68 
41 1 07.88 

3220.827 

7.84E+09 
1 06.51 6 

6.83E+08 

20949868 

0.204896 
7.378967 

O
 

.3405 

2.473978 
1 21 585,g 
5771 1 .46 

1 576.453 
1 .006289 

1 84.0558 
6. 1 7E-05 

4.77E+08 

5.986277 

17773514 
19316059 

 I~~FAUt･･,= DEAM j~~~~-;~~~; ~i 

' km 

 ･ km 

' km 

4.195976 

1 54,342 

O
 

28,0358 

335301.3 

O
 

a35 t51 i4 
1 1 5028.5 
10598.56 

O
 

1 05393.5 
22.86477 

O.OO 1 404 
;13E+10 
1 .07E+ I O 
1 36.02 

4699 1 92 

3.94E+08 
2.31 E+08 

~f~~ 

=~ 

*
 

~
 

;
i
 

i
,
 
,
:
 

~
 

'*l 

~
 

94 

",*,=* 



 

 .、葦

 第5章結論一人為的物質循環系の環境影響評価一

 本稿では,人為的物質循環系を構築すれば環境負荷が減少するのか,という課題(目的)

 に対して,第2章では農外産業における人為的物質循環系の検証,第3章では農業および

 農業と農外産業における人為的物質循環系の検証という方法でアプローチした.なお,本

 稿でいう物質循環とは,水文学的循環や地質学的循環等の天然自然および通常の経済・産

 業システムでは自然発生的には生じない「人為的3な物質循環を指している.

 第2章および第3章における人為的物質循環系の評価の視点は,Gertler(欝95)が提示

 したインダストリアル・エコシステムの4っの特徴(①バージン材の投入量が減少するこ

 と,②エネルギー消費量が減少すること(エネルギーの消費効率が上昇すること)③廃棄

 物が減少すること,④市場価値を持った製晶(副生成物)の量と種類が増加すること,と

 した.これら4つの便益について考察した場合には,ネットワーク形成以前に比べて,4つ

 のうちの1つ以上の便益が得られる,というGer七ler(1995)の定義では不足である.つま

 り,1つの便益が得られても,残り3つは以前よりも状況が悪化する,という状態に陥った

 時,ネットワーク化の効果についての議論は決着しない.第2章・第3章では,ネットワ

 ーク形成以前に比べ,4つの便益のうちiっ以上が得られた場合に,残りの便益の水準が悪

 化しないこと,という視点でネットワークを評価した.

 第4章では,農業生産活動それ自体の環境影響評価のため,地域LCA(ライフサイクル

 アセスメント)の手法を周いて農業地域を評価した・

 第2章では,宮城県内の農外産業を対象に,廃棄物・翻生成物を原材料として再利用す

 る人為的物質循環系が複数の事業所間で成立するかを検討した.まず,現状の事業所の原

 材料,生産プロセス,廃棄物・副生成物では,事業所間の廃棄物交換ネットワーク(人為

 的物質循環系)形成は困難であることがわかった.次に再資源化(リサイクル).技術を介

 在させた場合,廃棄物交換のリンクあるいはネットワーク形成の可能性は向上するものの,

 重工業の存在しない農業地域では,効率が高く,経済性の高い再資源化技術の採絹が困難

 であった.採用可能な技術として,廃プラスチックの燃料化技術とボトムアッシュ(焼却

 灰)の建材化技術について,上述の4っの評価項目で検討した、その結果,いずれの技術

 も条件の①～③までを満たしうると判断された.しかし,宮城県の産業構造では,廃プラ

 スチックの燃料化については,高効率な再資源化技術を選択できず,④を満たすのは厳し

 いと判断される.また,ボトムアッシュ(焼却灰)の建材化は,技術そのものは④を満た

 すことができるが,コンクリート製品の利用・廃棄・リサイクル(川下側)においては,

 ④を満足させようとすれば環境負荷が増大し,①～③を満たせなくなる可能性があること

 がわかった.

 廃棄物交換ネットワークに参画する事業所の生産プロセスが不変の場合,つまり,原材

 料と廃棄物・副生成物が不変で,事業所内部の生産構造に変化が無い場合,ネットワーク

 (人為的物質循環系)の環境負荷低減効果・経済性(採算性)は全て再資源化(リサイク
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 ル)技術に依存することから,農業地域における農外産業(特に基幹産業の無い地域)の

 人為的物質循環系の構築は困難であるといえる.技術的には廃棄物をリサイクルすること

 が可能であるが,バージン材と同等の晶質を持つ資材にまでリサイクルしょうとすると,

 コストの問題が生じる.それを回避するためには,エネルギー(電力・燃料等)のような

 汎用性の高い資材への転換や,建築物等への蓄積に選択肢が限られる傾向がある.また,

 仮にネットワークを形成したとしても,リサイクルされた物質は最終的には燃料等として

 消費(カスケードリサイクル)されるか,建材として建築物等の内部に蓄積する傾両が見

 られた.したがって,人為的物質循環系の形成による環境改善効果が期待できない場合が

 ある.よって,農外分野における人為的物質循環系が当面する課題は,物質循環ネットワ

 ークの拡大のために有効な再資源化技術の開発・選択にあると同時に,ネットワークで接

 続される事業所内部の生産プロセスを人為的物質循環系を前提としたものに改変しなけれ

 ばならない点にある.

 第3章では,農業地域における農外産業の人為的物質循環系構築の可能性を検証するた

 め,大規模畑作・酪農地域である北海道十勝地域を対象に,再資源化技術としてバイオガ

 スプラント(BGP)を導入した場合のエネルギーバランスを検討した.βGPの導入にあた

 っては,家畜飼養における畜舎ないし飼養形態の若干の変更と,飼料作物に対する施肥方

 法が変更される.これは,生産プロセスの若干の変更に相当する。飼料作物栽培農地への

 窒素投入量を'170kg・N肱&とした場合,約8傭&で約200頭の乳牛(ih&あたり2.5頭)を

 飼養することが可能であり,糞尿による窒素排出量も約i70k窪N/haとなることから,糞尿

 →BGP→農地→飼料作物→乳牛→糞尿という循環系が形成しうることがわかった.同時に,

 この循環系からは肉・乳といった農産物と,IBG費からのエネルギー(バイオガス)を供給

 することが可能であった.肉・乳の節食時カロリー(エネルギー)を考慮すれば,この循

 環系からは相当量の余剰土ネノレギーが発生しており,農業における人為的物質循環系から

 は,食料とエネルギーが同時に供給しうる可能性があることが示唆された.“しかし,BGP

 を中核とする耕畜連携(農業分野の内部完結的な物質循環系)を想定した場合,酪農家と

 耕種農家およびIBGPの組み合わせでは,酪農家およびB(}Pの需要するエネルギーは軽油・

 電力・熱であるのに対し,BG碧から供給されるエネルギーは電力と熱りみであり,供給可

 能な電力量は酪農家(およびBGP)の需要よりも小さく,逆に供給可能な熱量は酪農家(お

 よびBGP)が需要する量よりも大きかった.このように,エネルギーの需要と供給にミス

 マッチがあることがわかった.したがって,現状ではエネルギーの余剰分は有効活用でき

 ないことがわかった.

 次に,北海道士幌町を事例に,余剰エネルギー(バイオガス)を貯蔵し,農家(農業)

 以外の需要先へと輸送する方法について上述の4つの評価項目で検討した,まず,①につ

 いては,BGPや輸送・貯蔵容器等の設置に関する資材投入は増加するが,定常的なプラン

 ト運用過程では,循環系全体へのエネルギー投入量と,化学肥料(消化液によって代替さ

 れる場合)の投入量が減少する.②は,循環系全体で見れば,系外部からのエネルギー投
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 入が減少するが,系内のエネルギー消費量に変化が無いため,見かけ上のエネルギー消費

 効率は向上する.③では,廃棄物としての家畜糞尿が液肥として有効利用される場合には,

 廃棄物の減少と捉えられる.④は,バイオガスを用いたコージェネレーションにより,エ

 ネルギーという市場価値を持つ製品を増加させたことになる.具体的には,活性炭へのバ

 イオガス吸着技術によりガスを貯蔵し,病院や特別養護老人介護施設等,恒常的に電力・

 熱の需要のある施設(農外産業)へと輸送することで,農業・農外産業トータルで環境負

 荷を低減しうる可能性があることがわかった.また,この時,農業は農外産業に農業生産

 物以外の商晶としてのエネルギーを供給することが可能であり,農業の新たな収入源とな

 る可能性も示唆された.

 第4章では,鹿児島県沖永良部島を対象とする農業地域!LCAを試み,農業地域の環境評

 価にLCAが適用可能であることを示した.その結果,農産物の生産資材の製造段階,農業

 生産活動段階,農産物輸送段階等の環境負荷は,農業生産活動段階が最も大きいことがわ

 かった.また,作物ごとの粗収益と環境負荷(地球温暖化等量)には相関があり,粗収益

 の大きい作物は環境負荷も大きいことを明らかにした.さらに,農村地域居住者へのアン

 ケート調査により,農家および農業地域の居住者は,倒語的に環境問題を認識してはいる

 ものの,環境問題と農業の因果関係についての理解は必ずしも正確でないことを示し,LCA

 の網途が限定されることを明らかにした.

 本稿の研究によって,明らかになったことは次の5点である.

 ①農外産業の人為的物質循環系構築では,環境・経済両面でメリットをもたらしうる再資

 源化(リサイクル)技術の導入が不可欠である.しかし,環境・経済両面で高いメリッ

 トを有する技術は,重工業の附帯設備が多く,特に重工業の存在しない地域(蔀農業地

 域)においては導入が難しい.

 ②農業における人為的物質循環系は,大規模畑作・酪農地域において,バイオガスプラン

 ト(BGP)の導入を想定した場合,構築の可能性がある.ただし,BGFによるエネル

 ギー電力・熱の供給量と,農家の電力・熱の需要量にはミスマッチがある・

 ③大規模畑作・酪農地域におけるBGPの事例によれば,農業から農外産業に向けてエネ

 ルギーを供給することで,人為的物質循環系の波及効果として地域全体の環境負荷を低

 減する可能性がある.

 ④本来,工業製晶の環境影響評価手法として発展したライフサイクルアセスメント(LCA)

 は,地域LCAとして農業地域の環境影響評価にも適用可能である.

 ⑤沖永良部島を対象とする農業地域LCAにより,農業生産活動段階の環境負荷が最も大

 きいことがわかった.ただし,LCAによる評価方法・評価結果(指標)は,農家レベ

 ルでは必ずしも正確に理解されていないため,LCAの結果提示が農業生産活動の改善

 のインセンティブとなるのは難しい.

 以上のように,本稿の研究によって,人為的物質循環系の構築と,それに伴う環境負荷

 の減少・一経済性の向上において,農業は他産業に比べて若干の優位性があることが示され
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 た.しかし,優位性は限定的な条件下で発揮されるもので,農業における人為的物質循環

 が常に有しているものではない.さらに,いえば,人為的物質循環系の構築それそのものが
 非常に難しいものである.また,農業・農外産業における人為的物質循環系で大きな役割

 を果たす再資源化技術は,その導入による環境保全効果が期待できるとしても,経済的な

 自立が困難である場合が多い.再資源化技術の導入による環境保全効果の発揮が確実な場

 合,公的資金等による財政補助による人為的物質循環系の構築・維持が想定しうる.しか

 し,本稿では,再資源化技術・人為的物質循環系が環境保全効果を発揮するか否か,その

 人為的物質循環系が財政補助なしで経済的に自立しうるかを徹底的に追及した上で,財政

 補助等の社会システムの議論をするべきであるとの見地から,社会システムに関する議論

 は実施していない,こうした追求が,今田に至るまでほとんど実施されない,そのための

 情報整備すら準備されないことが重大な問題である.第4章で撫摘したような環境影響評

 価の手法・利用方法に関する残された課題をクリアした上で,財政補助等の社会システム

 の必要性・構造等に関する研究が本稿に残された課題といえよう.

98



講
瑚
灘

 .“
一

 引網文献(第1章プ

 貿易&産業編集部(想98):ゼロ・エ・ミッションの延長線上にある々ネー・メーキング・プ

 眞セスーエバラが進める常識覆す環境設備開発一,39(2),39-43.

 フリッチョフ・カプラ,ギュンター・パウリ(欝96):ゼ頂・エミッションー持続可能な産

 業システムヘの挑戦一,ダイヤモンド社.

 Gertle蔦風,(1995):hδustria王Ecosystem8:Deve1・pingSustain&b}eエn農ustria1Sもr蘇。旗es.

 Dissert&tio漁fbrMasterofSciencein田echnology紐dPo蔭cyandMasterofScience撫Civ濃a登d

 Env鋤。無漁entalEng沁eezing,Mass&chusettsInstituteo∫Techno圭ogy.

 エドワード・D・ゴ一直ルドバーグ(欝73):人間活動と物質循環,公害研究,2,16-28,ノ(綿

 貫礼子(訳))、

 後藤典弘(1990):都市の資源循環社会へのアプローチ,都市問題研究,42(1亙),3-24.

 服部隆行・庄司啓太郎・東城清秀・加藤誠(2003):農村地域におけるバイオマス資源の循

 環利胴の意義と計画例,農業土木学会誌,71(12),1097一脈01.

 細田衛士(1999):グッズとバッズの経済学循環型社会の基本標題,東洋経済新報社.

 市原昭(2003):農村地域のゼロ・エミッションの検討ζ有機系廃棄物の循環利刷,JAGREE

 infbrma土io益シ66,56-66.

 伊坪徳宏(2005):環境マネジメント構築のための環境影響評価手法:LIME,環境管理,

 41(5)ナ501-511.

 三橋規宏(1997):資源循環型社会の構築資源生産性の向上へ,日本経済研究センター会

 幸臣,779-791,4-9.

 森川則三(2001):農村地域のゼロ・エミッションの検討(循環型社会の構築を目指して),

 JA(}REE撫£brm&tion,62,65-75.

 谷口正次(1397):産業クラスターの形成一ゼロエミッションヘの道,日本経済研究センタ

 ー会報,779-791,10-15.

 和田秀徳(想76):物質循環と土地生産性(資源としての農産),地理,瓢(1),9-15.

 安井秀則(2002):農村地域における物質循環の現状と課題一室として有機性廃棄物の堆肥

 化による農地還元について一,」11D研究レポート,23,3玉一43.

 引用文献(第2章)

 A灘)沁。,V二,亙z鰭。,C.,K礒h』t猛,S.,(200窯):Input-o双tputmo(iels負》r&n&lysisof&loc&y琶10b&1

 SUPPlych&血,血よ♂伽`ノμα葱〇四」励。質。吻血8,78,1韮9一玉3L

 C数段紬琶,N灘.,L㎞,YT,C五駄職響,Y、麗.,(欝繋):Aclie且t/serverco瓢p獄terfねmeworkfbぎ
 s・Mwaste漁n&gemeRtαecisi・照n&1ysisinT段玉w&n,♂・f抽鍛掘・α5伽6θ翻Z8・58}
 15-31.・、

99

騒

 、1“葦

嶺
 

一惣

 ,.、醸'



 伽mg,YC"C段ng,Nβ.,M&,(恥.,(2001):hもemetWeb・b&sedin撤縢ti・丑systemfbr

 sc翌&pvehic王e{玉ispos&1inT&iw鼠n,伽匠搬質刀圭θ盟君田1ノ吻融五エ198五ゴノiε5θ5βπ～θ質6フ6,237-

248.

 Ger簸e鴎N,(1995):IndustrialEcosysもems:Deve}opingS鷺stainablelndustr圭alStructures.

 Dissertaもion£orMasterofScienceinTec㎞oiogyan(}PoHcy&丑dMasterofScience癒Civ鴛and

 E簸v廿on狙entalEngineering,MassachusettsInstituteo£艶chno}ogy.

 後藤薄行・他(2000):異業種間ネットワーク構築による地域ゼロエミッションの具現化,

 第11回廃棄物学会研究発表公演論文集,129-131.

 阪園勇(199$):廃プラスチック類固形燃料によるサーマルリサイクルヘの取組み,都市溝

 掃,52(232),455-460.

 一坪幸輝・佐野奨・市川牧彦(2002):海外手法を胴いた各種セメントのライフサイクルア

 セスメント,太平洋セメント研究報告,扱2号,憩0一蓋10.

 Lowe,A弼.,(1997):Cre段t血琶byIproduc翻esou驚ceexc短歌n霧es:str&te癖esibrecα

 ま捻d犠strialparks,Jl(艶8ηθ■伽{乳,5,(1・2),57-65.

 待鳥秀樹(想99):廃プラスチックから燃料油を一廃プラスチック油化プラントー,燃料及

 燃焼,66(1),1-13.

 松下博通・鶴田浩章・久保野敦・藤本聡・谷本誠一(2000):再生材の上層路盤材への適用

 に関する検討,♂5bα漁よ5厩,却8質,50(8),843-850.

 三好史洋(2001):ガス化改質方式による廃棄物からの燃料ガス製造技術,プラスチックエ

 ージ,臨時増刊,姐8r132.

 Mle昼。蔦W,et誠,(2002):A磁&them&tic段lmo農el&撮αecisまon-support痂&meworkfb罫

 mateでi歌irecovery,recyc廷駐9&ndcasc段虚e伽se,α}θ斑加1動産ηθθ吸血9磁初。θ,57,4697

-4713.

 Mr・双eぬ,砿M.,EskG1我,E,しぬ⑭一Y晦・騒,」.,(200i):Li{b・cycleimp段cts・f徳euse・f

 in(ius七riaH}y-productsinro&(1&n(圭e&rthconstruction,漁5孟θノ瞼盈β8θ翅θ質為2i,271』

277.

 仲勇治・鍵山喬(2002):プラスチックのライフサイクルに係わる技術情報基盤の構築,廃

 棄物学会誌,3(2),鍍3-120.

 中野加都子(1999):プラスチック・リサイクルとLCAを適用した環境負荷評価,環境管

 理,35(3),223-231.

 成瀬一郎・他(2001):地域における物質循環ネットワーク構築のための方法論,環境科学

 学会誌,i4(2),231一237.

 根本謙一(憩弱):廃プラスチック高炉原料化リサイクルシステム,燃料及燃焼,66(1),

14-20.

 野口孝志(2002):わが露におけるインターネット上の廃棄物交換システムの現状と課題,

 季刊中国総研タ6・3(20),}3-24.

100

 、,一1



一
書
彗
ヨ
ー

{

 P歌心,駄,(1997):Zer・emi8si・ns:撫e犠1ti照teg・&1・fcle歌nerpr・ducti・n,♂α飽θ■
 ∫ヤ。威,5(1鼎2),109-1i3.

 劉庭秀・中澤重厚・重野芳人・岩崎玲子・大谷博司・大村道明(2004):産業廃棄物の情

 報管理の現状と課題,東北大学大学院国際文化研究科創立憩周年記念論文集,欝9-213,

 佐野奨・市川牧彦(2001):セメントのLCA,太平洋セメント研究報告,140,25-32.

 佐野奨・谷村充・柳橋邦生・市川牧彦(⑳0慧):鉄筋コンクリートのライフサイクルアセス

 メント,太平洋セメント研究報告,142,111-122.

 重野芳人・劉庭秀・岩崎玲子・大村道明・大谷博司・中澤重厚(⑳04):アンケート調査に

 基づく産業廃棄物再利用の際の問題点とその解決策一仙台市の事例から一,東北大学大学院

 国際文化研究科創立10周年記念論文集,2籍一227.

 下間昌(200驚):プラスチックのリサイクルーコストの構造と課題一,成形加工,14(1蕊),

721-725.

 末岡靖裕・甘利猛・貝原祐二・北村幸夫(盈弱):廃プラスチック熱分解油化プロセスの開

 発,燃料及燃焼,66(6),403-409.

 玉璽芋幹(2000):廃プラスチックをセメント焼成燃料に一キルン主バーナーでの燃料代替

 を鷺指して,セメント・コンクリート,643,14-2i.

 玉置真章(2000):廃プラの油化処理はコストの壁を乗り越えられるか,Tじi駆er,8月号,

18-19.

 (財)プラスチック処理促進協会技術開発部(⑳01):プラスチック廃棄物の処理・処分に

 関するLCA調査研究報告書,都市と廃棄物,31(12)聾心22.

 引用文献(第3章)

 新井喜明・小賀正樹・戸田雅之・清家聡(200蓋):バイオガス発電への展開,・明電時報279

(4),25-29.

 淡路和則(2002):バイオガスプラントの普及要國に関する経営的考察一ドイツの経験から

 一,農薬経営研究40(1),138一141。

 (独)産業総合研究所ライフサイクルアセスメント研究センター(2005):国際ワークショ

 ップ「LCA手法の地域施策への展開」,講演資料,2005年U月30日,東京.

 Ge撮e鶉N.,(}995):1ndustri段IEcosystems汀)evelogingSusも&inablelnd犠stria1Sもruc臆es.

 Disse批ationfbrMasterofSciencein艶ch益010gy8ndPo蛙cy段数dM&s艶rofScienceinCiv銭歌nd

 Env麺。簾飢e難taiE益gineering,M3ss3chusettsInstiもuteofTbchnology.

 長谷部正(盆00露):ふるさと共有時代の農村風景観,農林統計調査,2002.3,38-47.

 羽川密夫(2004):北海道別海町バイオガスシステムによるローカル発電,電力土木309,

89-92.

 半沢洋子・羽鳥浩章・山田能生(2000):炭素材料によるメタンと水素の貯蔵r炭素細孔へ

io1

 1ド
.
嚢

kI

灘
壽

嚢
緊

 }漆靉
靆



難

 ・奏。

 轟
饗
ゴ

 『譲

葉

懸
鑛

纐
趨
灘

 “
繋
澱
繕

 1
謝

 重洗』

 欝㌶
 ■一

 騰1、1

■

 の大量ガス吸蔵の可能性一,表面38(2),39-48.

 春塩一生(2000):圧力変動吸着法(PSA法)によるガス分離技術,真空43(12),1088-
1093.

 菱沼竜男・干場信司・森田茂・塚田芳久・天野徹(2002):個別農家胴バイオガスプラント

 のエネルギー的評価,農業施設33(1),45-52、

 菱沼竜男・干場信司・横山慎司・石川志保・森田茂(2003):家畜ふん床用バイオガスシス

 テムのエネルギー的・経済的成立条件,畜産の研究57(1),69-74.

 平日嘉典・坂内久・大村道明(2005):環境保全型稲作普及のコストと環境影響評価=LCA

 に基づく環境負荷の定量化を中心に一,東北農業経済研究,23(1),通巻46号,55-65・
 北海道十勝支庁監修(19騒9):"99十勝の農業,十勝農業共同組合連合会。

 市田(岩田)知子(2001):ドイツにおける農業環境政策の展開,農林水産政策研究所レビ
 ュー(1),8-20,

 稲葉敦(2000):LCA(ライフサイクルアセスメント)とは何か一LCAの手法と適用一,農

 業におけるライフサイクルアセスメント(農林水産省農業環境技術研究所編),養賢堂,1-
14.

 石渡輝夫(2002):家畜糞尿バイオガスプラントの現状と展望北海道における事例を中心

 に,EN廻RGY(6),86-91.

 金子克美,宮脇仁(2003):ナノ細孔体を用いたメタン高圧吸着貯蔵,PETROT猛CH26(2),
113-118.

 栗田啓太郎・中川靖起・小野学・石田哲也・石渡輝夫(慧003):別海資源循環試験施設の稼

 動概要,北海道開発土木研究月報603,10-18.

 京都府八木町(2004):平成捲年度バイオマス等未活潮エネルギー実証試験事業・同事業調

 査バイオマス・メタン発酵設備からのエネルギー有効利用事業調査成果報告書.

 松田從三(2002):家畜糞尿問題とバイオガスプラント,畜産の情報1国内編12002.6,17-
23.

 松田從三(2004):家畜糞尿のエネルギー利爾とその課題一メタン発酵によるエネルギー利

 用一,農業機械学会誌66(1),8-11.

 松井克則(2005):ゼロ・エミッション型農村環境をめざして,バイオガス事業推進協議会

 会報,2,31-35.

 松岡正洋・岩永豊・中野茂畜・安部英二・蜷川康彦(2003):球状微粒子炭素材を用いた高

 性能メタン回収・貯蔵技術の開発,(財)地球環境産業技術研究機,技術開発促進事業成果報

 告会要旨集(平成14年度),21-24.

 猫本健司・干場信司・河上博美・森田茂・池臼摩勇(2002):経済的収益性・投入化石エネ

 ルギー量および窒素負荷量による北海道一酪農場の総合的評価,農業施設33(i),21-26,

 西澤栄一郎・田上貴彦・合田素行・両角和夫・大村道明(無縫):ヨーロッパ各国における

 バイオガスシステムの普及要因,200亙年度β本農業経済学会論文集,258-263.

102



 農林水産省農林水産技術会議事務局(1$99):β本飼養標準乳牛(1999年版),農林水産省
 農林水産技術会議事務局.

 帯広畜産大学・士幌町(2004):帯広畜産大学・士幌醇共同研究報告書メタン発酵及び

 消化液のほ場還元と散布方法に関する研究.

 小川幸正・中川悦光(2003):バイオガスプラントの実際家畜糞尿・食品残さのメタン発

 酵とバイオガス発電の実績と今後の展望,電気評論(6),40・44.

 小野学・鵜川洋樹(2002):北海道酪農における集中型バイオガスシステム導入経営の事前

 評価一『積雪寒冷地における環境・資源循環プロジェクト』別海資源循環試験施設を対象に

 r農業経営研究40(1),57-62.

 大村道明・両角和夫・合田素行・西澤栄一郎・闘上貴彦(2000):北海道士幌町における農

 業と関連産業のLCA,2000年度日本農業経済学会論文集,183-185.

 大村道明(2004):バイオガス輸送システムに関する検討一トラック輸送とパイプライン輸

 送のLCAによる比較一,多様な循環システムの統合による循環型社会適応モデルの構築に

 関する研究(中間報告),科学研究費補助金基盤研究(B)(2)課題番号i4360126,研究代

 表者:工藤昭彦,9-16.

 落修一(2002):消化ガス(バイオガス)の生産・利用後進のためめ技術,再生と利用器(94),
18-24.

 朴宗株・石井耕太・寺尾日出男(欝0蓋):デュアルフユーエル・コージェネレーションシス

 テムの基礎陰能に関する研究,農業施設雛(4),欝7-204.

 朴宗珠・寺尾β出男・石井耕太(⑳03):環境調和型高効率バイオガス用コージェネレーシ

 ョンシステムの開発(第4報)一EIOCGSの経済性評価r農業機械学会誌65(1),78-

84.

 SGC(2001):Add,ingg&s費omめiom&ssto撫eg&sgr楓,貧eportSwedi曲G&8Center(i18).

 関建司(2002):吸着材を用いたメタン貯蔵,日本エネルギー学会誌81(io),899-907.

 資源エネルギー庁長官官房総合政策課(200丑):総合エネルギー統計,通商産業研究社.

 士幌町農薬振興対策本部(想38):平成10年度士幌町農業試験センター成績書.

 士幌町(2003):士幌町循環型農業システムマスタープラン.

 士幌町(2004歌):バイオガスプラント余剰ガス利用システム可能性調査,会議資料,2004

 年2月15日.

 士幌町(2004b):平成15年度バイオマス利活用フロンティア推進事業バイオマス利活用畜

 計画.

 島田和宏(露004):ライフサイクルアセスメント手法を届いた畜産環境影響評価,有機質資

 源リサイクルとその環境への影響評価,第22回土・水研究会資料,(独)農業環境技術研究

 所,49-56.

 末國富雄(2003):畜産を取りまく環境規制一農業環境3法と環境規制法との接点一,畜産

 の研究57(簸,3-8.

103

藩
}

 豪
{



 鈴木一行(2001)1食品解説つき新ビジュアル食品成分表,大修館書店
 申條都一郎(1943):自動車燃料として汚泥瓦斯利用設備と其の操業實績に就いて,水道協

 會雑誌118,婚一24.

 引馬文献(第4章)

---・----涯で」{イ一一…={手…、葦華一、一!、…一』

 安達昌孝(2004):日本のLCA政策の現状と今後の展開,北海道におけるバイオマスの利用

 とLCAによる評価,「バイオマスとLCA」シンポジウム実行委員会・酪農学園大学,シンポ

 ジウム講演資料,10-16.

 CML(1996):A脚益。段tio盤ofLCA七〇Agric双lt覗r&1蔓}roαuct8,CMLreや。で縫30.

 (独)産業総合研究所ライフサイクルアセスメント研究センター(欝05):国際ワークショ

 ップrLCA手法の地域施策への展開」,講演資料,2005年員月30日,東京.

 Ge鵡e鰐N.,(1395):1撮級stria1Ecosyste齢こDevelopin瘍Sust&inab玉eh&us憾a1Str穏。傭es.

 Disse畑嫉on{brM歌sterofSciencein驚chno玉ogyan虚Policy韻αMasterG£ScienceinCiv簸&na

 EnVtrO貧n上ent&IE登毯inee麟9,M段SS&C蓋USet七SlnS七itUteOf16eChnO圭0琶y.

 長谷川周一・波多野隆介・岡崎正規(2002):環境負荷を予測する一モニタリングからモデ

 リングヘー(編著),博文社.

 林孝(鰺9駿):家畜生産におけるLCA一肉牛生産を中心にした問題の整理一,農林水産技術

 研究ジャーナルvol.22No.10,26-32.

 林孝(2000):肉牛生産のLCAと環境影響評価,農林水産省農業環境技術研究所編『農業に

 おけるライフサイクルアセスメント』,養賢堂,蓋00-1招.

 平日嘉典・坂内久・大村道明(鮒05):環境保全型稲作普及のコストと環境影響評価一LCA

 に基づく環境負荷の定量化を中心に一,東北農業経済研究,23(1),通巻46号,55-65.

 Hunke美e鴎D.,ぬs犠i,1.,ぬm歌題。も。,R,(鰺鋸):LCAinJ&pan:PoHcyand-Prog罫ess,htJ.

 LCA,3(3),124・130.

 H戯,鼠銑,Fr曲W騒.,(溺のILCA騒owitC&meAbou卜Person&1Re且ection80鍛

 tぬeO蓄ig挽歌n&撫eDevelo墾lme猛tofLCA短tぬeUSA,1nt.」.LCA,1(1),憂7.

 井村秀文(2004):有機物資源循環とLCA,北海道におけるバイオマスの利用とLC奔に事..
 る評価,「バイオマスとLCA」シンポジウム実行委員会・酪農学園大学,シンポジウみ講演『

 資料,17-32

 亜聡わ騒,A,(200G):ReceゑtPro琴ressofLCAActivitie8inJ&p殿,1nt.」』LCA,暴(§),驚翫購α
 井上恒久6高橋義明(2000):水稲栽培における肥料,土壌改良資材の利胴に伴う環境負荷
 物質の収支のライフサイクルインベントリー分析,第4園工灘バラン塔国際会議講演集(日
 本語版),4欝一422.

 石谷久・赤井誠(聾39):対訳&解説粥0翼040/」聡囎羅0熱ライフサイクルアセスメント
 ー原則および枠組み一,産業環境管理協会.

io4,

韓
 
麟

1、

 .雛
糠



 伊坪徳宏(2002):一次生産性への影響評価手法とその被害指標,第3回β本版被害算定型

 影響評価ワークショップー一次生産性への影響評価講演集,独立行政法人産業総合研究所ラ

 イフサイクルアセスメント研究センター,1-16.

 伊坪徳宏(2004):ライフサイクルを指向した環境経営管理手法一一LCAからLCC,LCMへ

 一,計測と制御,43(5),407-414.

 」磁わ磁,C.,Se鵬,!D.,組損De㎞段s,飛.,(1297):劔段nti登。&ti・n・fN-1・ss段sNH3,NO,&nα

 N2fセOm艶r樋Zedm&iZe薮elαSinSO簸tねWeStem璽r&nCe,舳緬θ盟云(麺力9血

 ノ菰8エroθoo解6θzロ5ンVヒ)1.48ナ91-104.

 環境省(2002):環境活動評価プログラムーエコアクション21一,環境省総合環境政策局環

 境経済課.

 木村園子ドロテア・波多野隆介(2004):流域生態系における土地利絹のエコバランス評価,

 有機質資源リサイクルとその環境への影響評価,第22回土・水研究会資料,(独)農業環境

 技術研究所,57-64.

 小林久・佐合隆一(200肱):窒素・リン肥料製造のエネルギー消費・CO2排出のライフサ

 イクル分析,第4同工諏バランス国際会議講演集(資本語版),415-418.

 小林久・佐合隆一(2000b):窒素・リン肥料製造のエネルギー消費・CO2排出のライフサ

 イクル分析,平成12年度農林水産業に係るLCA応用施策の検討調査委託事業報告書,社団

 法人農林水産技術情報協会,41-50.

 小林久・佐合隆一(2000c):窒素・リン肥料の製造・流通段階のエネルギー消費量とCO2

 排出量のライフサイクル分析,小林久編著『農業におけるエネルギー消費・CO2排出のライ

 フサイクル分析に関する研究』科研費報告,蓋1一盟.

 小林久・佐合隆一(2001):窒素およびリン肥料の製造・流通段階のライフサイクルにわた

 るエネルギー消費量とCO2排出量の試算,農作業研究,36(3),M董一151.

 小林久・宮本潤(2001):農作物生産に伴う窒素およびリンの投入・吸収量とその収支に関

 する空間分析,農業土木学会論文集,69(2)通巻212,243-248.

 小林久(2002):施肥に関連する流出負荷低減策のライフサイクル分析一環境保全型農業に

 対するライフサイクルアセスメント(LCA)適用の試み,環境情報科学,31(1),77-85,

 小林久(2004):地域資源・地域環境評価のための物質勘定の試み一地域物質代謝構造の分

 析手法開発へのアプローチー,環境情報科学,33(2),67-77.

 鍬塚昭三・由本広基(1998):環境中における農薬の行くえ土と農薬,(社)日本植物防疫

 協会.

 慧,C鼠,(2000):Moαehngtr&ceg&semissions費om曜ic簸1tu灘&1ecosyste鵬魏魏初6

 鋤力g血滋8撚。θoo卵嚢θ1η5ン級)1、58,259-276.

 麗麗。磁,R,蕊鳳,(想98):イタリアの酪農会社におけるライフサイクルアセスメントのパイ

 ロットスタディ,第3回エコバランス国際会議講演集(日本語版),193-196.

 Mis血&,S.,(2002):Therecenttre撮。{&曾rica1綴r&hitr・gen豊owinJ&pan&nd

105



 improveme簸もP1&nsシノV泣顔斐辺6伽五η9加!雲81りθoo卿6θ盈易Vb1.63ナ15ま一163.
 三髭慎一郎(2004):中規模流域における施肥および有機物施用の環境影響評価,有機質資

 源リサイクルとその環境への影響評価,第22回土・水研究会資料,(独)農業環境技術研究

 所,65-76.

 両角和夫・合田素行・酉澤栄一郎・濁上貴彦・宇野雅美(四騒8):自足型社会としての島嶼

 地域・離島における生産・生活の条件一鹿児島県沖永良部島を例にして一,農業総合研究,
 第52巻第4号,63～n2.

 N磁捻,N.,et滋,(露004):Curren七LCAD&t&b&seDevelop阻entinJ&p蹴一Result80£癒e

 LCAPro彊ec毛,Inも.」.LCA,9(6),355-359.

 日本気象協会(編)(2003):気象データひまわりCD-ROM2003,丸善.

 小川吉雄(2000):地下水の硝酸汚染と農法転換流出機構の解析と窒素循環の再生,農文

 協.

 沖永良部改良普及所(欝総):作物別収益性標準及び農家生活の指標匪沖永良部改良普及所.

 沖永良部改良普及所(露盤):伸びゆく沖永良部・与論農業,沖永良部改良普及所・

 大村道明・両角和夫・合田素行・西澤栄一郎・田上貴彦(£000):北海道士幌町における農

 業と関連産業のLCA,2000年度臼本農業経済学会論文集,日本農業経済学会,熔3-185.

 大村道明・面角和夫・田上貴彦・西澤栄一郎・合閏素行(蜀繊):農業へのLCA適用の動向

 と展望,2002年度日本農業経済学会論文集,i70-172.

 大村道明(200屡):農業のためのライフサイクルアセスメント手法の検討一鹿児島県沖永良

 部島の農業生産活動の環境影響評価を事例に一,東北農業経済研究,東北農業経済学会,22

 巻1号(通巻44号),56・70.

 Raggi,A,et誠,(2000):パスタ製晶へのLCA手法の応用:ケーススタディ,第4回エコバ
 ランス国際会議講演集(田本語版),443-446.

 島田和宏(2004):ライフサイクルアセスメント手法を用いた藷産環境影響評価,有機質資

 源リサイクルとその環境への影響評価,第22回土・水研究会資料,(独)農業環境技術研究

 所,49-56.

 鶴田治雄・尾崎保夫(想29):水田における温室効果ガスおよび水質に関するLCA,農林水

 産技術研究ジャーナル,vo1.22No.10,20-25.

 鶴田治雄・尾崎保夫(2000):水田における温室効果ガスおよび水質に関するライフサイク

 ルアセスメント,農林水産省農業環境技術研究所編『農業におけるライフサイクルアセスメ

 ント』,養賢堂,72-83.

 U醐墾(蓋弱6):Li艶CycleAssessment:W蝕&titis撒δHowtodoit,UNEPCle&ner

 P置。αuctio且Progr&mme.

 驚嫌躍聖,翼.,囎盛翼eUe篤鍛.,(翻7〉:Feで憾Zeri撮aCe虚鷺it罫iC・Xi虚eemiSSi・豊S倉・鵬

 &gricu1七ur&1s・ils,漁師θ群0鋤瑠血パ卿θ・・卵勧易Vb亜.48,69-77.

106

湊
一

一
馨

講



~
 

~[fi~l)~~~ (~~5~~~) 

Gertler, N., ( 1995) : Industrial Ecosystems: Developing Sustainable Industrial Structures. 

Dissertation for Master of Science in Technology and Policy and Master of Science in Civil and 

Environmental Engineering, Massachusetts Institute of Technology. 

,
~
 

=
~
~
 

~
 

107 

i
 

 ~~ ~=...~.,~*~*.･~~'f *'.･<.,*~~i'!*;.i~~~~~*･i 


